















































































長年議論が積み重ねられてきた。概念的，理論的には一定の成果もあげている（BSR 2002; 経済同友会 2003; 




                                            
1 この件に関しては，日経 CSR プロジェクト：http://www.nikkei.co.jp/csr/think/index.html，の記事，とりわけ下記の 2 つの記事： online. 
internet. available 10th Jan., http://www.nikkei.co.jp/csr/think/think_supplychain.html，online. internet. available 10th Jan., http://www. 
nikkei.co.jp/csr/think/think_supply_csr.html，および鈴木 均 ［2005］ 「多国籍企業のサプライチェーンと CSR」，『ILT 国際シンポジウム
パネルディスカッション』，3 月 24 日（online. internet. available 10th Jan., http:// www. jil.go.jp/event/symposium/sokuho/documents/050 
324/suzuki.pdf），川村雅彦 ［2013］「サプライチェーンの CSR リスクに疎い日本企業（その 1）」，『ニッセイ基礎研レポート』，9月 17日号，
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 ところが 2010 年 11 月に発行された，社会的責任経営のガイドラインである ISO26000 は，CSR 経営の制度とし
ての役割を果たす（日本規格協会 2011）。少なくとも何が CSR 課題であり，いかに取り組むのが妥当なのか，そ
の課題範囲や手順を緩やかにではあるが標準化している。それはミニマムかもしれないが，CSR 経営や CSR へ
の取り組みを推進する，かつそれらを評価する，ための貴重な指針となる。自社と他社の CSR 経営への取り組み
を比較し，自社の現状を把握するベンチマークの座標軸になる。 




















ア ン ケ ー ト
調査3を行った。われわれの知る限り，これまで和歌山
県下の事業所を対象に，大規模に CSR に関する調査･分析が実施されたことはない。その意味で本調査は和歌
山県下における CSR の状況を把握しようとするはじめての試みであり，今後の同種の研究や本県下事業所の C 
                                            


















 本書は 6章から編成されている。次章の 2章では，CSR経営の指針としての ISO26000の枠組みや規定を概観
し，調査方法･質問票の設計を提示する。調査および本書では，質問票の作成をはじめ，調査全体の設計の軸と
して ISO26000 を据えている。ISO26000 の理解度や対応状況を CSR 経営の状態を判断する目安にした。ISO26 







 そして 4 章では，集計結果の分析を行う。回帰分析や平均の差の検定などを中心に，仮説検証と和歌山県下
事業所のCSR経営の特徴を検証するための分析を行っている。3章，4章では基本的に個々の分析の提示に留
め，全体としての解釈や含意は 5 章においてまとめて行う。 




とれる CSR 経営の意思決定原則や業種，および和歌山県下の事業所の諸属性などを鑑み，CSR 経営上の問
題･課題点を改善，緩和するための方法を提示している。 




















の背景となる ISO26000 と CSR 論との関連づけを行うことで，明示する。 
 われわれが行った和歌山県下事業所の CSR 経営の状況に関する調査では，CSR 経営のモデルとして，ISO26 
000 を準用している。同調査では，「CSR 経営」という文言を用いているが，その内容や概念の規定を明示してい
たわけではない。ISO26000 を CSR経営のモデルとして質問票そのものを構成していることは明示していない。調
査趣旨の説明において，「本調査は 2010 年 11 月に発行された社会的責任経営の国際基準，ISO26000 につい
ての理解や対応状況を目安に，本県に所在する事業所における企業の CSR 経営の取り組み状況を把握し，そ
の問題の改善や解決の方策を探る基礎資料を得ることを目的とする」とは開示している。しかし質問票のどこが，
どのように ISO26000 と関わっているのか，そもそも ISO26000 の理解度や適合状況が，どのように CSR 経営の取
り組みを把握することにつながるのか，という説明は伏せている。 
 ここでは本調査の設計や仮説の妥当性についての考えを明示するために，ISO26000を概観し，それを CSR経




 2-1 ISO26000 における社会的責任経営の原則と課題  
 
 ISO26000 は 2010 年 11 月に発行された，社会的責任経営の国際的ガイドラインである。2001 年から企業の社
会的責任に関する国際規格として検討が開始されたが，2003 年にはその適用範囲を企業だけではなく，その他
の組織体にも適用可能な規格とすることを念頭に，SR(社会責任)規格という呼称に変更された。そして 2009 年 9
月に最終規格案が承認され，90 を超える国，40 を超える機関などの代表が約 10 年の歳月を費やし協議を重ね
制定された。 
 ISO26000 は他の ISO 国際規格とは異なる，2 つの大きな特徴を持つ。一つは，それが認証規格ではないこと，
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る NPO/NGO の代表が参加した作業部会の協議によって規定されている（日本規格協会 2011, pp.259-279.）。
これがいわゆるマルチステークホルダーアプローチを指す。それは多様なステークホルダーの，多様かつ時には
対立する諸利害を，対話指向によって協議･調整し，合意を形成しようとするアプローチである。それは過去 50年
あまりの CSR 論の理論的経緯と潮流を踏襲，反映した，現代の CSR 思考を特徴づけるアプローチの 1 つである
（高岡 2004;2009参照）。   






 ISO26000 においては，社会的責任を組織経営において反映させるための 7 つの意思決定原則と社会的責任





 これらの諸原則は 3 つのグループに区分し得る。それらはⓐ(1)(2)から成るアカウンタビリティ機能に関わる原則
                                            
5 ISO26000 が「CSR」ではなく「SR」を標榜するのは，社会的責任の概念が企業組織だけではなくあらゆる組織に適用されるべきであると







































れはステークホルダーと一体となって，CSR 諸課題の解決に取り組むことを示唆する。それは CSR に関する問題
解決を企業組織のみが負うのではなく，諸ステークホルダーとの間での「責任の共有」をその協働の前提と位置
づける着想に起因する（高岡 2004, pp.264-272.）。CSR 原則の(4)ステークホルダーの利害に配慮するのは，こ
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の領域に複数の課題項目を設けている（日本規格協会 2011, 6 章）。 
 それらの 7 つの課題領域と各領域に包含される課題項目および各領域の課題のエッセンスは，図表 2-1 に示
す通りである。以下ではそれらを CSR課題と捉え，その特徴を示す。 
 図表 2-1 の①「組織統治」という課題領域の趣旨は組織の意思決定システムへの CSR 原則の統合とそれを反
映した仕組みの構築にある。ISO26000 では，この組織統治を「当該組織がその目的を追求する上で，決定を下
し，実施するシステム」と捉え（同上, p.82），規則に規定された公式なシステムとリーダーシップや組織文化などを
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図表２−１：ISO26000 における CSR 課題の構成 










8 課題項目  
















5 課題項目  











4 課題項目  











5 課題項目  






































7 課題項目  











出典：日本規格協会（2011, p.24 および 6 章）を基に作成。 
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与する取り組みである。 










 これらの CSR 課題の領域と項目は，CSR 課題として取り組むべき方向性を緩やかに例示しているだけであり，










 2-2 ISO26000 の理論的背景にみる CSR 経営観 
 
























とする発想である。いわゆる CSR の戦略発想の議論である。 
 われわれの理解では，ISO26000 は基本的には，インパクトの社会的悪影響の抑制の段階までを射程にしてい
る。組織統治を中心とした CSR 課題領域と項目は，CSR への取り組みの枠組みを整備している。組織統治という
課題は，CSR に体系的，組織的に取り組むためのシステムの構築と，継続的なパフォーマンスの改善を目指すこ
とを示唆している。そしてライン活動，スタッフ活動全般にわたる価値創造活動全域において，オペレーショナル




 ISO26000 の CSR原則の(3)「倫理的に決定し行動する」だけにとどまらず，企業行動の制御や抑制的意思決定
を喚起している。確かにCSRの実行においては倫理的要素が欠かせないかもしれない。多くのCSR論者も，CSR
のフィージビリティーの鍵として倫理を重視する（梅津 2002; 水村 2008）10。または CSR を倫理の問題として扱う







ではない。倫理のみによって組織の決定や行動が制御されるわけではない。ISO26000 における CSR の諸原則
においても，(3)の「倫理決定と行動」だけではなく，(4)の「ステークホルダーの利害の尊重」や(5)の「法の支配の







10 たとえば梅津（2002）や水村（2008）はビジネスにおいて CSR を踏まえた価値創造の核として，倫理の重要性を示唆している。またペイ
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についての CSR 論における理解と関連する。CSR 論ではキャロル以来，社会的責任とは社会の期待に対応する






ンス他 2012, 4章）。 
 CSR 課題の諸領域や項目は，この CSR 論において社会的責任の問題として扱われてきた社会問題もしくは社

















クホルダーマネジメントが CSR への対応や実践であると，考えられてきた（桜井 1991; Clarkson 1995b）。 
 CSR 経営においては，望むと望まざるとに関わらず，またそれそのものが CSR の本質ではないが，社会問題へ
の対応を必然とする。それが主にステークホルダーから提起される問題であるため，社会問題ではなくステークホ
ルダー問題への対応こそが CSR経営の本質であると考えられがちである。ステークホルダーグループごとに企業
                                            
11 この「コミュニティーの発展への参画」という課題領域には，いわゆる BoPビジネスに近似した内容の課題も包含されている（日本規格協
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組織に提起される批判や要請の項目を複数設け，それらの対応実績をステークホルダー･パフォーマンスと位置
づけ，その改善や合算によって，各ステークホルダーの満足を高めたり，CSR 経営の成果を測ろうとするのである。
少なくともそれが効果的な CSR のマネジメントになると考えるのである（Clarkson 1991;小山 2011）。 
 企業経営において，諸ステークホルダーの利害に配慮し，そのために時には倫理的な観点も加味しながら，自
社の利益との均衡をはかる意思決定が，CSR を組み込んだ経営様式と位置づけられ，それを支え，体現する仕
組み（指針，計画，手順，体制など）を備えた状態を，CSR 経営のシステムと捉えられてきた（BSR 2002; 水尾 20 
04, pp.18-21.; Werther Jr.= Chandler 2006,pp.43-61.）。そのシステムを用いて単に企業活動による弊害の事前
防止や抑制にとどまらず，CSR 活動を契機に社会的課題の改善・解決と企業利益の向上を図ろうとする考えであ
る。 







 この点に関して ISO26000 はステークホルダーの利害／利益と社会の利益を区別している。ISO26000 はステー
クホルダーの特定とステークホルダー･エンゲージメントを社会的責任の基本であると規定し（日本規格協会 201 
1, p.49），ステークホルダー･エンゲージメントは，組織自らのパフォーマンスに関する主張の検証にステークホル






00 を CSR 経営のモデルとする場合，このステークホルダー問題への対応に陥ることを回避することを含め，以下
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の 3 つの要素を備えることが，CSR経営として重要になると考える。 
 それらは[ⅰ] CSRのマネジメント，[ⅱ] 抑制指向の意思決定，そして[ⅲ] CSR からの企業行動･経営のリフレク
ション，である。[ⅰ]は個々ばらばらに CSR 課題に取り組むのではなく，組織的，体系的にコミットするための体制
の構築とそこでのオペレーショナルな運用を指す。諸々のCSR課題の統合と，それらを企業組織に組み込むとい







に CSR を組み込むに留まるのではなく，CSRから企業経営をリデザインし直す，という発想である。 
 
 
















ISO26000 において CSR 経営の課題として取り組みが求められている諸課題に実質的には対応し得ている」が，
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図表 2-2:CSR 経営の段階 






仮説１：地方の中堅･中小企業であっても，ISO26000 の規定する CSR 課題にはある
程度取り組んでいる。 
仮説２：しかし CSR のマネジメントという段階には至っていない（仮説 2-1），ましてや
CSR への取り組みから自社の経営革新には至っていない（仮説 2-2） 
 
っている」という認識がないことを明らかにするだけであるからである。 









 図表 2-3 の仮説 1 と仮説 2-1 の実証を軸に13，本県所在事業所の CSR 経営の現状と課題を抽出するよう，質
問票を以下のように編成した。質問票は付属資料 1のように，業種，回答者の職種，従業員数や資本規模などの
基本属性を除き，7 項目の質問から編成されている。 
 問 1「CSR という用語やその内容をご存じですか」，問 2 「ISO26000 の存在やその内容をご存じですか」では，
CSR や ISO26000 についての認識状況を尋ねている。①知らなかった，②聞いたことはあるがあまり知らない，③
現在調査中である，④内容について大まかに知っている，⑤詳しく知っている，の 5 段階評価で，該当する状況
の番号に○をつけてもらう形式で訊ねている。 
 問 3「CSR 活動に取り組んでいますか」では，CSR への取り組み状況を，①今のところ取り組む予定はない，②
興味関心はあるが取り組んでいない，③現在検討中である，④ある程度取り組んでいる，⑤積極的に取り組んで
いる，の 5段階評価で，該当する状況の番号に○をつけてもらう形式で訊ねている。 
 問 4「貴社が CSR活動に取り組む上での，または取り組む場合の，重視する目的や理由は何ですか」と 5「貴社
が CSR 活動に取り組む上で障害となる要因は何ですか」は，CSR活動に取り組む背景や動機などコミットの促進 
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図表 2-4:問 4 の CSR 活動推進要因の選択肢 
 ①売上･利益の維持･増加  ④まわりとの同調やリスクヘッジ  ⑦顧客からの評価 
 ②コスト･経費の削減  ⑤経営理念等に社会的責任の履行がある  ⑧取引先からの評価 
 ③求人面でのプラス効果  ⑥従業員の満足の向上  ⑨地域社会への貢献 
 
図表 2-5:問 5 の CSR 活動阻害要因の選択肢 
 ①時期尚早  ④経営者の理解不足  ⑦情報や知識の不足 
 ②業績の不安定  ⑤経営上のメリットが見えない  ⑧人材の不足 





貢献，に⑩その他（自由回答）を加え，10 の選択肢を用意し，優先順位の高い順に 3 つまでを選び，1，2，3 と番





下さい」では，36 項目を設け，具体的な CSR 課題への取り組み状況を尋ねている。この 36 項目の課題は，図表
2-1 の ISO26000 の CSR 課題の各領域の関心の本質との兼ね合いを重視し，日本企業の経営慣行の実情に即
して独自にアレンジしたものである。その問 6の 36項目と ISO26000のCSR課題領域との関連は図表 2-6の通り
である。 
 図表 2-6の問 6質問事項の 1「CSR課題を担当する部署や担当者の有無」から５の「労働安全衛生法業務担当
者の有無」までの 5 項目が（1）の組織統治に該当する取組課題例である。問 6-6「CSR を加味した契約や調達ガ
イドラインの有無」から 10「労災や健康保険など法定上の各種の保険に加入している」までの 5項目が（2）人権領
域の取組課題例に該当する。6-11「昇進，異動･配置転換などにおいて能力主義，そして公正公平に行っている」
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図表 2-6：質問票における CSR 課題と ISO26000 の CSR 課題領域との対応関係と区分 
問 6 質問事項 ISO26000 の CSR 課題領域および関連細目 





2.  社会に対する役割や責任を規定した行動規準や方針を整備している ①自社の理念やミッションと CSRの関連づけ 
3.  ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽや企業不祥事防止，企業倫理向上などの社員研修を実施し
ている 
①。③の課題 5，⑤の課題 3,4とも関連 
4.  自社の企業経営について，広くｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ（利害関係者）との意見交
換や対話を行う施策がある 
①。③の課題 3,⑥の課題 4,⑦の課題 1 とも
関連 
5.  労働安全衛生法の業務を担う担当者がいる  ①。②の課題 1,8,③の課題 2,4とも関連 







②の課題 3,5。①，⑤の課題 4とも関連 
7.  取引関係者の国内外の関連法規法令の遵守状況を確認している／ま
たは確認要請に対応したことがある 
②の課題 3。⑤の課題 4などと関連 
8.  法令違反や反社会的行為などの疑いのある業者との取引を防止･制
限するための規定や方針がある 
②の課題 3。①，⑤の課題 4とも関連 
9.  法定にそって，各種の休暇･休業制度を整備している ②の課題 1,6,7,8。③の課題 1,2とも関連 
10. 法定にそって，労働災害や健康保険，年金などの各種の保険に加入
している 











③の課題 1,2,5。②の課題 8とも関連 
12. 公式な労使協議の体制が整備されている   ③の課題 1,2,3。②の課題 8とも関連 
13. 親族以外で，女性管理職や役員がいる ③の課題 1,5。②の課題 5とも関連 
14. 男性の育児休業･休暇を推進･支援するための制度や取得実績がある ③の課題 1,2,5。②の課題 5,8とも関連 
15. ﾊﾗｽﾒﾝﾄなど，従業員の諸権利や苦情に関する相談窓口や担当者，も
しくは規定などを設けている 




③の課題 5。②の課題 8,⑦の課題 3とも関連 




③の課題 1,2。②の課題 7とも関連 
19. 任意の団体保険や財形貯蓄もしくは自社株取得など従業員の資産形
成支援の何らかの取り組みがある 
②の課題 1,2。⑤の課題 5, 










④の課題 1,2。②の課題 3,⑤の課題 4とも関
連 
23. 汚染物質や廃棄物の排出量削減や再利用などの取り組みを実施して
いる           
④の課題 1,2。⑥の課題 3とも関連 




⑤の課題 1,3。①,②の課題 3とも関連 
25. 取引業者の製品や製造方法における安全性，公平性などの情報を収
集･把握している  

















⑥の課題 5,6。①,⑤の課題 1,3,4とも関連 







32. 従業員によるボランティアの実績やそれを支援する制度がある ⑦の課題 1,7。①,③の課題 3とも関連 
33. 過去５年の間に，産官学もしくは地域の公的，公益，非営利機関など
と連携して実施した事業の実績がある 
⑦の課題 3,4。①に該当する 4とも関連 
34. 過去５年の間に，ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟや研修生などを受け入れた実績がある ⑦の課題 1,2,3,4,7。 
35. 過去５年の間に，高齢者や障害者，女性，既卒者などの雇用に関す
る助成や補助金を受けた実績がある 









 - 18 - 
ある」までの 3項目が（6）消費者課題に，そして 6-31「地域での行事などに対して寄附･寄贈などを恒常的に行っ
ている」から 6-36「可能な限り操業している地域から経営資源を調達している」までの 6 項目が（7）コミュニティー
発展への参画に対応する取組課題例である。 
 ISO26000 が提起している課題数（項目数）は，組織統治の課題項目を算入すれば，36 個を超える。問 6 の 36
項目は ISO26000 の細目に個別に対応しているわけでもない。また質問票ではある領域に振り分けられている課
題であっても，他の課題領域に割り振られても不自然でないものもあれば，複数の領域に跨がる課題項目も多数
存在する。たとえば問 6-6 の CSR を踏まえた調達ガイドラインは質問票の編成上は，「人権」領域に，問 6-24 の
社内倫理規定の制定は「公正や事業慣行」領域に振り分けているが，それらは「組織統治」領域にかかわる取組
課題とも捉えられる。 
 また問 6-5 の労働安全衛生法関連の業務を担う担当者の有無は，質問票編成上「組織統治」領域に入れてい
るが，図表 2-1の労働慣行領域の課題 4「労働における安全衛生」や人権領域の課題 8「労働における基本的原
則および権利」の取組課題の例とも解せる。 









 質問票は，回答事業所の属性情報および問 1，問 2 の CSR や ISO26000 に関する認識状況，問 3 の CSR 活
動に関する自己評価と問 6の CSR活動の取り組み実践との関連を分析する形で，仮説 1 と仮説 2-1を検証する
よう設計している。また仮説 2-1を検証するために問 6の 36項目の内，図表 2-7にある 14項目を，CSR経営統
合課題項目としてピックアップし，回答事業所の CSRや ISO26000 に関する認識や CSR課題の取り組み総数と 
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図表 2−7：CSR 経営統合課題項目 










11.㉗広報や啓蒙活動を含め，自社の CSR 活動の情報公開を行っている 
12.㉙自社において取り扱っている商品の成分，製造方法，安全などに関する情報を公表している 
13.㉚顧客情報へのアクセス制限や自宅など社外への持ち出しに関するガイドラインや規定がある， 
14.㉝過去 5 年の間に，産官学もしくは地域の公的，公益，非営利機関などと連携して実施した事業の実績がある 
 
対比することで，仮説検証分析を補っている。図表 2-7の各課題は，質問票上は ISO26000の規定する複数のC 
SR 課題領域に割り振っているが，ここでは以下の理由から，CSR経営統合課題として一括りに設定した。 





























Ⅲ 和歌山県下事業所における CSR経営の調査･集計結果 
 
 


















 付属資料 1にある，A4サイズ 2ページの質問票を和歌山県経営者協会より，Faxにて送信し，記入いただいた
質問票を Fax にて同協会に返信いただいたものを集計，分析している。  
 質問票調査の実施･回収期間は，2012年 11月 1日から 15日，同年 11月 27日から 12月 5日である。質問票
送付先は，和歌山県経営者協会会員の 300事業所，非会員の 177事業所，計 477事業所である15。質問票の回
収事業所数は 146事業所，有効回答率は 30.6%である。 
                                            
15 一度目は 477 事業所に送付し，二度目は一度目に配布した事業所で未提出の事業所に同じ質問票を再送した。回収した質問票は二
回の配布の合計である。 質問票の具体的な質問事項，構編成および調査方法の特徴やねらいなどの詳細については，2−3「調査方法
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 3-2 単純集計 
 
 1）属性の集計結果 
 回答事業所の属性は以下の通りである。まずは回答事業所の業種区分である16。図表 3-1 のように製造業 77
社（52.7%）， 卸･小売業 15 社（10.3%），金融･保険業 4 社（2.7%），運輸業 14 社（9.6%），不動産業 5 社（3.4%），
建設業 10 社（6.8%），電気･ガス 3 社（2.1%），情報通信 4 社（2.7%），サービス業 11 社（7.5%），教育･学習支援 1
社（0.7%），複合サービス 1 社（0.7%），飲食･宿泊 1 社（0.7%），である17。製造業と非製造業で見た場合，図表 3-2
に示す通り，製造業が 77 事業所，52.7%を占める。なお回答事業所の詳細な業種は，図表 3-3 の通りである。機




度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有
効 
1.製造業 77 52.7 53.4 53.4 
2.卸･小売業 15 10.3 10.3 63.7 
3.金融業 4 2.7 2.7 66.4 
4.運輸･運送･旅客運送業 14 9.6 9.6 75.3 
5.不動産業 5 3.4 3.4 78.8 
6.建設業 10 6.8 6.8 85.6 
7.電気･ガス 3 2.1 2.1 87.7 
8.情報通信 4 2.7 2.7 90.4 
9.サービス業 11 7.5 7.5 97.9 
10.教育･学習支援 1 .7 .7 98.6 
11.複合サービス 1 .7 .7 99.3 
12.飲食･宿泊 1 .7 .7 100.0 
合計 146 100.0 100.0 
 
図表 3-2:製造業/非製造業の割合 
 度数 パーセント 
有
効  
1.製造業 77 52.7 
2.非製造業 69 47.2 
合計 146  
 
 
 また図表 3-4に示すように，回答事業所の内，県内地場資本の事業所は 116事業所，79.4%，県外資本の事業 
                                            
16 ここでの業種区分は日本標準産業分類（平成 11 年版）をベースにしている。詳細は http://www.stat.go.jp/index/seido/ sangyo/19in 
dex.htm を参照。 
17 質問票は 25 の医療/社会福祉法人などにも送付頂いたが，この種の機関からの回答はなかった。「企業の社会的責任」というアンケー
ト調査依頼表題における表現が誤解を招いたのかもしれない。 
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図表 3-3：回答事業所の業種詳細 
業種区分中分類 
度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有
効 
4. 運輸･運送･旅客運送業 14 9.6 9.6 9.6 
5. 不動産 5 3.4 3.4 13.0 
7. 電気･ガス 3 2.1 2.1 15.1 
10. 教育･学習支援 1 .7 .7 15.8 
11. 複合サービス 1 .7 .7 16.4 
12. 飲食･宿泊 1 .7 .7 17.1 
21. 商社 1 .7 .7 17.8 
22. 卸･小売り 9 6.2 6.2 24.0 
23. 百貨店･スーパー 3 2.1 2.1 26.0 
24. 自動車販売 2 1.4 1.4 27.4 
31. 銀行 2 1.4 1.4 28.8 
32. 信用金庫･組合 2 1.4 1.4 30.1 
61. 建設 8 5.5 5.5 35.6 
62. 設備工事 1 .7 .7 36.3 
63. 設計･土木ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 1 .7 .7 37.0 
81. 通信 1 .7 .7 37.7 
83. 情報サービス 1 .7 .7 38.4 
84. ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連 1 .7 .7 39.0 
85. 映像音声制作(新聞等 1 .7 .7 39.7 
91. 専門サービス 3 2.1 2.1 41.8 
93. 生活関連サービス 1 .7 .7 42.5 
96. その他サービス 7 4.8 4.8 47.3 
111. 化学 15 10.3 10.3 57.5 
112. 食品加工 8 5.5 5.5 63.0 
113. 機械 25 17.1 17.1 80.1 
114. 鉄･非鉄 4 2.7 2.7 82.9 
115. 繊維･衣料 3 2.1 2.1 84.9 
116. 紙パルプ･印刷 5 3.4 3.4 88.4 
117. 石油製品 4 2.7 2.7 91.1 
118. 木材 1 .7 .7 91.8 
119. 金属製品 9 6.2 6.2 97.9 
120. 窯業 3 2.1 2.1 100.0 







 次に回答事業所の規模属性である。図表 3-5 は回答事業所の従業員構成割合を示している。50 人未満が 41
社（28%），50 人以上 100 人未満が 31 社（21.2%），100 人以上 300 人未満が 41 社（28%），300 人以上 500 人未
満が 7 社（4.7%），５00 人以上が 26 社（17.8%）である。50 人未満の事業所と 100 人以上 300 人未満の事業所が










1.県内資本事業所 116 79.45 










 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
50人未満 41 28.1 28.1 28.1 
50人以上100人未満 31 21.2 21.2 49.3 
100人以上300人未満 41 28.1 28.1 77.4 
300人以上500人未満 7 4.8 4.8 82.2 
500人以上 26 17.8 17.8 100.0 




 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
5百万円未満 4 2.7 2.8 2.8 
5百万以上1千万未満 4 2.7 2.8 5.6 
1千万以上1億円未満 89 61.0 62.2 67.8 
1億円以上3億円未満 10 6.8 7.0 74.8 
3億円以上 36 24.7 25.2 100.0 
合計 143 97.9 100.0  
欠損値 システム欠損値 3 2.1   
合計 146 100.0   
 
図表 3-7：質問票回答者の職種 







①トップ 47 32.2 
②CSR関連専門部署 5 3.42 
③管理部門 14（3） 9.58 
④総務部門 40（3） 27.39 
⑤経営企画部門 1 0.68 
⑥人事部門 3 2.05 
⑦経理部門 5 3.42 
⑧生産･技術部門 2 1.36 
0 不明･未記入 29 19.8 
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 また資本金構成の割合は図表 3-6にあるように，資本金 500万円未満 4社（2.7%），500万円以上 1000万円未
満 4 社（2.7%），1000 万円以上 1 億円未満 89 社（60.9%），1 億円以上 3 億円未満 10 社（6.8%），3 億円以上 36
社（24.6%），無回答 3社（2.05%）であった。資本金 1000万以上 1億円未満の事業所が回答事業所の六割を占め
ている。 
 そして図表 3-7 は，質問票の回答担当者の職種もしくは職域別を示している。事業所のトップによる回答が最も
多く 47事業所で 32.2%，次いで総務部門の担当者による回答が 40事業所（27.3%），管理部門の担当者による回
答が 14事業所（9.57%）である。この総務部門と管理部門の度数の括弧内の数字は取締役兼任者を指す。したが
って，トップの回答者とも重複するが，ここでは各部門の担当者に算入している19。そして CSR 関連の専門部署に
所属する担当者による回答が 5 事業所，3.4%である。 
 
 2）質問事項の集計結果 
 続いて，質問票の具体的なクエスチョンの集計結果を提示する。問 1 では，「CSR という用語やその内容をご存
じですか」という質問で，5段階で CSR という用語の認識度を訊いている。結果は図表 3-8の通りである。「知らな
かった」との回答が 8事業所で 5.5%，「あまり知らない」が 23事業所で 15.8%，「現在調査中」が 7事業所で 4.8%，
「大まかに知っている」が 78 事業所で 53.4%，そして「詳しく知っている」が 29 事業所で 19.3%であった。最も回答
事業者数が多かったのは「大まかに知っている」の 78 事業所（53.4%）であった。 
 問 2 は「ISO26000 の存在やその内容をご存じですか」という質問で，5 段階で ISO26000 についての認識度を
訊いている。結果は図表 3-9 に示す通りである。「知らなかった」と回答した事業所が 46 事業所で 31.5%，「あまり
知らない」という回答が 47 事業所で 32.2%であった。そして「現在調査中」が 13 事業所で 8.9%，「大まかに知って
いる」との回答が 35事業所で 24%，「詳しく知っている」と回答したのが 5事業所の 3.4%であった。「聞いたことはあ
るがあまり知らない」が問 2で最も多い回答（47 事業所，32.2%）であった。 
 問 3では「CSR活動に取り組んでいますか」という質問で，5段階で CSR活動に対する自己評価を訊いている。
図表 3-10 に示すように，「今のところ取り組む予定なし」との回答が 21 事業所あり，14.4%，「興味はあるが取り組
んでいない」と回答した事業所が 30事業所で 20.5%であった。「現在検討中」と回答した事業所も 19事業所あり，
13.0%を占める。「ある程度取り組んでいる」と回答した事業者は 51事業所で 34.9%，「積極的に取り組んでいる」と
の回答は 22 事業所で 15.1%であった。問 3 の回答では「ある程度取り組んでいる」の 51 事業所，34.9%が最も多
い回答であった。 
 CSR という用語やその内容についての認識度は，「知らなかった」と「あまり知らない」を合わせた「知らない」との
回答は全体で 31 事業所の 21.3%，「大まかに知っている」と「詳しく知っている」を合わせた「知っている」との回答 
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図表 3-8:問 1 の回答結果（CSR という用語やその概念についての認識） 
問１:CSRという用語やその内容をご存じですか 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
1 知らなかった 8 5.5 5.5 5.5 
2 聞いたことはあるがあまり知らない 23 15.8 15.9 21.4 
3  現在調査中である 7 4.8 4.8 26.2 
4  内容について大まかに知っている 78 53.4 53.8 80.0 
5  詳しく知っている 29 19.9 20.0 100.0 
合計 145 99.3 100.0  
欠損値 システム欠損値 1 .7   
合計 146 100.0   
 
図表 3-9:問 2 の回答結果（ISO26000 という用語や内容についての認識） 
問2:ISO26000の存在やその内容をご存じですか 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
1 知らなかった 46 31.5 31.5 31.5 
2 聞いたことはあるがあまり知らない 47 32.2 32.2 63.7 
3 現在調査中である 13 8.9 8.9 72.6 
4 内容について大まかに知っている 35 24.0 24.0 96.6 
5 詳しく知っている 5 3.4 3.4 100.0 
合計 146 100.0 100.0  
 
図表 3-10：問 3 の回答結果（CSR 活動への取り組み状況の自己評価） 
問3:CSR活動に取り組んでいますか 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
1 今のところ取り組む予定はない 21 14.4 14.7 14.7 
2 興味はあるが取り組んでいない 30 20.5 21.0 35.7 
3 現在検討中である 19 13.0 13.3 49.0 
4 ある程度取り組んでいる 51 34.9 35.7 84.6 
5 積極的に取り組んでいる 22 15.1 15.4 100.0 
合計 143 97.9 100.0  
欠損値 システム欠損値 3 2.1   
合計 146 100.0   
 
は 117 事業所，73.3%であったのに対して，ISO26000 の存在やその内容に関する認識度は「知らなかった」と「あ
まり知らない」を合わせた「知らない」が 93 事業所で 63.7%，「大まかに知っている」と「詳しく知っている」を合わせ
た「知っている」が 40 事業所，27.4%であった。調査時点において，CSR という用語は比較的知られているのに比
べて，ISO26000 は知られていなかった。 
 次に問 4 と問 5の集計を示す。この 2つでは，CSR活動に取り組む上で重視する目的や障害を訊いている。つ
まり CSR 活動の促進要因と阻害要因を尋ねている。問 4 では「貴社が CSR 活動に取り組む上での，または取り
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図表 3-11:CSR 活動の推進要因優先順位一位の回答構成 
問4:貴社がCSR活動に取り組む上での，また取り組む場合の重視する目的や理由は何ですか 優先順位1位 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
①売上･利益の維持･増加 12 8.2 8.8 8.8 
②コスト･経費の削減 1 .7 .7 9.6 
③求人面でのプラス効果 2 1.4 1.5 11.0 
④まわりとの同調やリスクヘッジ 4 2.7 2.9 14.0 
⑤経営理念等に社会的責任の履行がある 39 26.7 28.7 42.6 
⑥従業員満足の向上 7 4.8 5.1 47.8 
⑦顧客からの評価 28 19.2 20.6 68.4 
⑧取引先からの評価 11 7.5 8.1 76.5 
⑨地域社会への貢献 30 20.5 22.1 98.5 
⑩その他（自由記述） 2 1.4 1.5 100.0 
合計 136 93.2 100.0  
欠損値 システム欠損値 10 6.8   
合計 146 100.0   
 
図表 3-12:CSR 活動の促進要因優先順位二位の回答構成 
問4:貴社がCSR活動に取り組む上での，また取り組む場合の重視する目的や理由は何ですか 優先順位2位 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
①売上･利益の維持･増加 7 4.8 5.3 5.3 
②コスト･経費の削減 3 2.1 2.3 7.6 
③求人面でのプラス効果 1 .7 .8 8.4 
④まわりとの同調やリスクヘッジ 4 2.7 3.1 11.5 
⑤経営理念等に社会的責任の履行がある 18 12.3 13.7 25.2 
⑥従業員満足の向上 16 11.0 12.2 37.4 
⑦顧客からの評価 32 21.9 24.4 61.8 
⑧取引先からの評価 25 17.1 19.1 80.9 
⑨地域社会への貢献 25 17.1 19.1 100.0 
合計 131 89.7 100.0  
欠損値 システム欠損値 15 10.3   
合計 146 100.0   
    ＊選択肢として⑩その他（自由記述）があったが，2位として⑩を選択した回答はなかった。 
 
図表 3-13: CSR 活動の促進要因優先順位三位の回答構成 
問4:貴社がCSR活動に取り組む上での，また取り組む場合の重視する目的や理由は何ですか 優先順位3位 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
①売上･利益の維持･増加 10 6.8 8.3 8.3 
②コスト･経費の削減 2 1.4 1.7 9.9 
③求人面でのプラス効果 10 6.8 8.3 18.2 
④まわりとの同調やリスクヘッジ 10 6.8 8.3 26.4 
⑤経営理念等に社会的責任の履行がある 16 11.0 13.2 39.7 
⑥従業員満足の向上 15 10.3 12.4 52.1 
⑦顧客からの評価 12 8.2 9.9 62.0 
⑧取引先からの評価 7 4.8 5.8 67.8 
⑨地域社会への貢献 39 26.7 32.2 100.0 
合計 121 82.9 100.0  
欠損値 システム欠損値 25 17.1   
合計 146 100.0   
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 最も多く選択されている要因･理由が「経営理念などに社会的責任の履行がある」というもので 39事業所，26.7%，
次いで「地域社会への貢献」で 30事業所の 20.5%，そして「顧客からの評価」の 28事業所，19.2%であった。優先
順位 2 位の回答構成と優先順位 3位の回答構成はそれぞれ図表 3-12 と図表 3−13 に示す通りである。 
 問 5 では逆に CSR 活動の足枷となる要因を訊いている。「貴社が CSR 活動に取り組む上で障害となる要因は
何ですか」という質問で，10 の選択肢から優先順位の高い順に 3 つを選び，1,2,3 と番号をつけてもらう形で回答
してもらっている。 
 阻害要因の優先順位 1 位に関する回答は図表 3-14 の通りである。阻害要因 1 位として最も多く指摘されてい
たのが「本業の忙しさ」という回答で 35 事業所，24%，次いで「情報や知識の不足」で 29 事業所，19.9%，「人材の
不足」の 20 事業所，13.7%であった。また優先順位 2 位，優先順位 3 位の回答結果は図表 3-15 と図表 3-16 の
通りである。 
 
図表 3-14：CSR 活動の阻害要因優先順位一位の回答構成 
問5:貴社がCSR活動に取り組む上で障害となる要因は何ですか 優先順位1位 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
①時期尚早 7 4.8 5.3 5.3 
②業績の不安定 7 4.8 5.3 10.6 
③本業の忙しさ 35 24.0 26.5 37.1 
④経営者の理解不足 1 .7 .8 37.9 
⑤経営上のメリットが見えない 16 11.0 12.1 50.0 
⑥利害関係者の理解不足 6 4.1 4.5 54.5 
⑦情報や知識の不足 29 19.9 22.0 76.5 
⑧人材の不足 20 13.7 15.2 91.7 
⑨資金の不足 7 4.8 5.3 97.0 
⑩その他（自由記述） 4 2.7 3.0 100.0 
合計 132 90.4 100.0  
欠損値 システム欠損値 14 9.6   
合計 146 100.0   
 
図表 3-15：CSR 活動の阻害要因優先順位二位の回答構成 
問5:貴社がCSR活動に取り組む上で障害となる要因は何ですか 優先順位2位 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
①時期尚早 3 2.1 2.6 2.6 
②業績の不安定 16 11.0 13.8 16.4 
③本業の忙しさ 17 11.6 14.7 31.0 
④経営者の理解不足 5 3.4 4.3 35.3 
⑤経営上のメリットが見えない 9 6.2 7.8 43.1 
⑥利害関係者の理解不足 7 4.8 6.0 49.1 
⑦情報や知識の不足 19 13.0 16.4 65.5 
⑧人材の不足 33 22.6 28.4 94.0 
⑨資金の不足 7 4.8 6.0 100.0 
合計 116 79.5 100.0  
欠損値 システム欠損値 30 20.5   
合計 146 100.0   
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図表 3-16：CSR 活動の阻害要因優先順位三位の回答構成 
問5:貴社がCSR活動に取り組む上で障害となる要因は何ですか 優先順位3位 
 度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
有効 
①時期尚早 7 4.8 6.7 6.7 
②業績の不安定 3 2.1 2.9 9.5 
③本業の忙しさ 19 13.0 18.1 27.6 
④経営者の理解不足 4 2.7 3.8 31.4 
⑤経営上のメリットが見えない 12 8.2 11.4 42.9 
⑥利害関係者の理解不足 11 7.5 10.5 53.3 
⑦情報や知識の不足 22 15.1 21.0 74.3 
⑧人材の不足 18 12.3 17.1 91.4 
⑨資金の不足 9 6.2 8.6 100.0 
合計 105 71.9 100.0  
欠損値 システム欠損値 41 28.1   
合計 146 100.0   
         ＊選択肢として⑩その他（自由記述）があったが，2位として⑩を選択した回答はなかった。 
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図表 3-17: 1 位として選択されている CSR 活動の推進要因と障害要因の構成 
CSR 活動に取り組む上で重視する目的や理由 CSR 活動に取り組む上で障害となる要因 
要因･理由 事業所数（構成比） 要因･理由 事業所数（構成比） 
1 位 経営理念等における社会的責
任の履行を掲げている 
39（26.7%） 1 位 本業の忙しさ 35（23.9%） 
2 位 地域社会への貢献 30（20.5%） 2 位 情報や知識の不足 29（19.8%） 
3 位 顧客からの評価 28（19.1%） 3 位 人材不足 20（13.6%） 
4 位 売上げ，利益の維持･増加 12（8.2%） 4 位 経営上のメリットが見えない 16（10.9%） 
5 位 取引先からの評価 11（7.5%） 5 位 N/A 14（9.5%） 
 
図表 3-18:回答数の多い CSR 活動の推進要因と阻害要因の順位 
CSR 活動に取り組む目的や理由 回答数（%） CSR 活動への取り組みの阻害要因 回答数（%） 
1 位 ⑨地域社会への貢献 94（21.4%） 1 位 ③本業の忙しさ 71（16.2%） 
2 位 ⑤経営理念等に社会的責任の履行がある 73（16.6%） 1 位 ⑧人材の不足 71（16.2%） 
3 位 ⑦顧客からの評価 72（16.4%） 3 位 ⑦情報や知識の不足 70（15.9%） 
4 位 ⑧取引先からの評価 43（9.8%） 4 位 ⑤経営上のメリットがみえない 37（8.4%） 
5 位 ⑥従業員の満足の向上 38（8.6%） 5 位 ②業績の不安定 26（5.9%） 
6 位 ①売上げ･利益の維持･増加 29（6.6%） 6 位 ⑥利害関係者の理解不足 24（5.4%） 
7 位 ④まわりとの同調やリスクヘッジ 18（4.1%） 7 位 ⑨資金の不足 23（5.2%） 
8 位 ③求人面でのプラス効果 13（2.9%） 8 位 ①時期尚早 17（3.8%） 
9 位 ②コスト･経費の削減 6（1.3%） 9 位 ④経営者の理解不足 10（2.2%） 
10 位 ⑩自由回答 2（0.4%） 10 位 ⑩自由回答 4（0.9%） 
N/A 50（11.4%） N/A 85（19.4%） 
総計 438 総計 438 
 
わりとの同調やリスクヘッジ」が選択される傾向にある。つまり優先順位 1 位では対外的要因が CSR 活動の促進
要因として選択されてから，優先順位 2 位，3位で自社にとってのメリットが選択される傾向にある。 






 次に問 6の集計である。問 6「貴社において以下の各課題に取り組んでいる，実施していると思われる項目全て
に〇印をつけて下さい」という問では，2-3 で説明したように，ISO26000 が CSR 課題として規定している諸課題を，
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け，取組状況を訊いている。問 6の結果は図表 3-19の通りである。36全ての項目に○をつけた回答が 2事業所
（1.36%），逆に取組課題数が 0と回答したのが 3事業所（2.05%）であった。36項目全てに取り組んでいると回答し
た事業所の規模は 3 事業所とも資本金 3 億円以上，従業員数 500 人以上であるのに対して，取り組み課題数 0
の事業所規模は資本金 5百万未満，従業員数 50人未満の事業所であった。 
 どの課題に取り組んでいるのがより重要で，また単純に取組課題数の多少が，CSR への取り組みの良し悪しの
判断基準ではないが，回答事業所の多かった課題と回答の少なかった課題をランキング形式でまとめると図表 3 







 次に，取組課題の領域ごとの集計を示す。図表 3-23 は問 6 の 36 項目の取組課題数の平均と領域ごとの取組
課題数の平均を示している。回答事業所の平均取組課題数は 17.06項目であった21。組織統治の課題領域は問
6 の１から 5 で，同領域の平均取組課題数は図表 3-23 の通り，5 項目中 2.03課題であった。また同領域の 5 項
目の課題で，取組事業所数の多かった課題項目の順位は図表 3-24 の通りで，問 6-5「労働安全衛生法の業務
を担う担当者がいる」の 102事業所，69.9%で，次いで問 6-2「社会に対する役割や責任を規定した行動規範や方
針を整備している」の 66 事業所，45.2％であった。この課題領域で回答事業所が一番少なかった課題項目は，
問 6-4 の「自社の企業経営について広くステークホルダーと意見交換や対話を行う施策がある」の 26 事業所，
17.8%であった。 
 次に人権領域に該当する課題も 5項目（問 6-6から 6-10）あり，同領域での取組課題の平均は図表 3-23に示
すように，5 項目中 2.83 課題であった。また同領域の 5 項目の課題で，取組事業所数の多かった課題項目の順
位は図表3-25の通りで，問6-10の「法定にそって，労働災害や健康保険，年金などの各種の保険に加入してい
る」の 136事業所，93.2%，次いで問 6-9の「法定にそって，各種の休暇･休業制度を整備している」の 127事業所，
87%，そして課題領域で回答事業所が一番少なかった課題項目は，問 6-6 の「取引業者の選定や契約締結の判
断基準として CSRを踏まえた調達ガイドラインがある」の 27 事業所の 18.5%であった。 
 労働領域の課題は 6-11から 19までの 9項目で，図表 3-23に示すように，9項目中の平均取組課題数は 5.36
課題であった。この領域の9項目で取組事業所数の多かった課題項目の順位は図表 3-26の通りで，問6-17「嘱
託などの形態を含め，定年退職者の再雇用制度を実施している」が最も多くの事業所が取り組んでいると回答し 
                                            
20 事業所数よりも，50%に近いほど拮抗していると判断している。 
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図表 3-19：CSR 課題への取り組みに関する回答実績 
貴社において以下の各課題に取り組んでいる，実施していると思われる項目全てに〇印をつけて下さい。 
項目 実施度数 割合% 平均値 標準偏差 有効回答 
1. CSR 課題を担当する役員や委員会，部署などが存在する 30 20.5 .21 .405 146 
2. 社会に対する役割や責任を規定した行動規準や方針を
整備している 
73 50.0 .50 .502 146 
3. コンプライアンスや企業不祥事防止，企業倫理向上など
の社員研修を実施している 
66 45.2 .45 .499 146 
4. 自社の企業経営について，広くステークホルダー（利害
関係者）との意見交換や対話を行う施策がある 
26 17.8 .18 .384 146 
5. 労働安全衛生法の業務を担う担当者がいる 102 69.9 .70 .460 146 
6. 取引業者の選定や契約締結の判断基準として CSR を踏
まえた調達ガイドラインがある 
27 18.5 .18 .390 146 
7. 取引業者の国内外の関連法規法令の遵守状況を確認し
ている/または確認要請に対応したことがある 
57 39.0 .39 .490 146 
8. 法令違反や反社会的行為などの疑いのある業者との取
引を防止･制限するための規定や方針がある 
66 45.2 .45 .499 146 
9. 法定にそって，各種の休暇･休業制度を整備している 127 87.0 .87 .338 146 
10.法定にそって，労働災害や健康保険，年金などの各種の
保険に加入している 
136 93.2 .93 .253 146 
11.昇進や異動，配置転換などにおいて，職務に必要な能力
や適性を公平に判断している 
111 76.0 .76 .428 146 
12.公式な労使協議の体制が整備されている 82 56.2 .56 .498 146 
13.親族以外で，女性の管理職や役員がいる 55 37.7 .38 .486 146 
14.男性の育児休業･休暇を促進･支援するための制度や取
得実績がある 
42 28.8 .29 .454 146 
15.ハラスメントなど，従業員の諸権利や苦情に関する相談
窓口や担当者，もしくは規定などを設けている 
94 64.4 .64 .481 146 
16.従業員の就業能力の向上･育成に寄与する社員研修を恒
常的に行っている 
95 65.1 .65 .478 146 
17.嘱託などの形態を含め，定年退職者の再雇用制度を実施
している 
121 82.9 .83 .378 146 
18.懇談や福利厚生の一環として，社員旅行やレクリエーシ
ョンなどを行っている 
97 66.4 .66 .474 146 
19.任意の団体保険や財形貯蓄もしくは自社株取得など従
業員の資産形成を支援する何らかの取り組みがある 
86 58.9 .59 .494 146 
20.ISO14000 シリーズの認証を取得している 44 30.1 .30 .460 146 
21.関連法規の遵守とは別に，資源利用効率を向上するため
の自社独自の環境対策を行っている 
54 37.0 .37 .484 146 
22.原材料などの購入先選定の際，成分や製造方法などにお
ける環境負荷を判断要因として加味している 
40 27.4 .27 .448 146 
23.汚染物質や廃棄物の排出量削減や再利用などの取り組
みを実施している 
71 48.6 .49 .502 146 
24.社員の不正不法行為を防止するための社内倫理規定が
ある 
76 52.1 .52 .501 146 
25.取引業者の製品や製造方法における安全性，公平性など
の情報を収集･把握している 
56 38.4 .38 .488 146 
26.政党や政治団体などに恒常的に寄附を行ったり，刊行物
などを定期購読している 
23 15.8 .16 .366 146 
27.広報や啓蒙活動などを含め，自社の CSR 活動の情報公
開を行っている 
31 21.2 .21 .410 146 
28.地域住民や希望者に社内見学を実施している，もしくは
可能である 
71 48.6 .49 .502 146 
29.自社において取り扱っている商品の成分，製造方法，安
全性などに関する情報を公表している 
39 26.7 .27 .444 146 
30.顧客情報へのアクセス制限や自宅など社外への持ち出
しに関するガイドラインや規定がある 
67 45.9 .46 .500 146 
31.地域での行事などに対して，寄附や寄贈を恒常的に行っ
ている 
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32.従業員によるボランティアの実績やそれを支援する制
度がある 
45 30.8 .31 .463 146 
33.過去 5 年間に，産官学もしくは地域の公的，公益，非営
利機関などと連携して実施した事業の実績がある 
44 30.1 .30 .460 146 
34.過去 5 年間に，インターンシップや研修生などを受け入
れた実績がある 
85 58.2 .58 .495 146 
35.過去 5 年間に，高齢者や障害者，女性，既卒者などの雇
用に関する助成や補助金を受けた実績がある 
65 44.5 .45 .499 146 
36.できるだけ操業している地元から労働力や資金などの
経営資源を調達している 
91 62.3 .62 .486  
 
図表 3-20：取り組み事業所数の多い CSR 課題とその回答構成 
事業所数の多い取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-Q10 労災，健康保険などへの加入 136 / 93.1% 人権への配慮（労働慣行とも関連） 
2 位 問 6-Q9 各種の休暇･休業制度を整備している 127 / 86.9% 人権（労働慣行とも関連） 
3 位 問 6-Q17 定年退職者の再雇用制度の実施･運用 121 / 82.8% 労働慣行 
4 位 問 6-Q11 昇進，異動，配置転換の公平性，能力主導 111 / 76.0% 労働慣行（人権への配慮とも関連） 
5 位 問 6-Q5 労働安全衛生法の業務を担う担当者の存在 102 / 69.8% 組織統治（労働慣行とも関連） 
 
図表 3-21: 取り組み事業所数の少ない CSR 課題とその回答構成 
事業所数の少ない取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-26 政党･政治団体への恒常的寄附など 23 / 15.7% 事業慣行 
2 位 問 6-4 利害関係者との対話を踏まえた意思決定 27 / 18.4% 組織統治 
3 位 問 6-6 CSR を加味した契約締結や調達ガイドライン 26 / 17.8% 人権への配慮（組織統治とも関連） 
4 位 問 6-1 CSR 担当役員や専門部署･担当者の存在 30 / 20.5% 組織統治 
5 位 問 6-27 CSR への取り組みや実績などの情報公開 31 / 21.2% 消費者問題 
 
図表 3-22:取り組み事業所数の拮抗する CSR 課題とその回答構成 
事業所数の拮抗する取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-Q2 社会的責任を意識した行動規準や方針の存在 73 / 50% 組織統治 
2 位 問 6-Q23 汚染/廃棄物の排出削減や再利用の促進 71 / 48.6% 環境対策 
2 位 問 6-Q28 地域住民や希望者への社内見学などの実施 71 / 48.6% 消費者問題（ｺﾐｭﾆﾃｨ参画とも関連） 
4 位 問 6-Q24 社員の不祥事防止の社内倫理規定などの存在 76 / 52.0% 事業慣行（組織統治とも関連） 




の「男性の育児休業･休暇を推進･支援するための制度や取得実績がある」の 42 事業所の 28.8%であった。 
 環境領域に関しては，問 6-20 から 6-23 の 4 項目が該当する。図表 3-23 にあるようにこの領域の平均取組課
題数は 4項目中 1.43課題であり，取組事業所の多かった課題の順位は図表 3-27の通りである。最も多くの事業
所が取り組んでいると回答した課題は，問 6-23 の「汚染物質や廃棄物の排出量削減や再利用などの取り組みを
実施している」で，71 事業所の 48.6%，次いで問 6-21 の「関連法規の遵守とは別に資源利用効率を向上するた
めの自社独自の環境対策を行っている」の 54事業所，37%であった。そしてこの領域の 4項目中，取組事業所の
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図表 3-23:CSR 課題の領域別取組実績 
 平均値 標準偏差 最小値 最大値 有効回答 
問 6 取組課題総 36 項目全体 17.06 8.598 0 36 146 
組織統治領域課題（問 6 の 1〜5）          5/36 2.03 1.533 0 5 146 
人権領域課題（問 6 の 6〜10）            5/36 2.83 1.283 0 5 146 
労働領域課題（問 6 の 11〜19）               9/36 5.36 2.586 0 9 146 
環境領域課題（問 6 の 20〜23）           4/36 1.43 1.553 0 4 146 
事業慣行領域課題（問 6 の 24〜26）           3/36 1.06 0.93 0 3 146 
消費者課題領域課題（問 6 の 27〜３０）       4/36 1.42 1.286 0 4 146 
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図表 3-27：環境領域の取組課題実績概要 



































































ある」の，76 事業所の 52.1%，次いで問 6-25 の「取引業者の製品や製造方法における安全性，公平性などの情






 - 35 - 
所，15.8%であった。 
 6 番目の課題領域にあたる，消費者課題の領域は問 6-27 から 6-30 までの 4 項目であり，当該領域 4 項目で
の平均取組課題数は，図表 3-23に示すように，1.42項目であった。当該領域における取組課題の順位は，図表




CSR 活動の情報を公表している」で，31 事業所，21.2%であった。 
 最後の課題領域である「コミュニティー発展への参加」に関する項目は問 6-31から 36までの 6項目が該当し，
当該領域における平均取組課題数は図表 3-23 に示す通り，2.92 課題となっている。当該領域における取組課
題数の順位は，図表 3-30の通りである。問 6-31の「地域での行事などに対して，寄附や寄贈を恒常的に行って
いる」が当該領域において最も多くの事業所が実施していると回答している項目であり，96 事業所，65.8%，次い
で問 6-36 の「できるだけ操業している地元から労働力や資金などの経営資源を調達している」の 91 事業所，62. 
3%が実施されている。当該領域において回答事業所の最も少ない項目は問 6-33 の「過去 5 年間の間に産官学
もしくは地域の公的，公益，非営利機関などと連携して実施した事業の実績がある」で 44 事業所，30.1%であっ
た。 
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図表 3-21の1位以外の諸課題は加重な，したがって明確な意思をもって行われなければならない戦略的な課題




 3-3 傾向把握：クロス集計 
 
 次に主に属性事項と質問事項との関連傾向を把握するためのクロス集計の結果を示す。まず規模属性と各回




300人未満」と「大まかに知っている」の 23である。図表 3-31-1を図表 3-31-2にあるように期待度数を計算し22，
χ2検定の結果，0.0004であった23。その結果図表 3-31-1の従業員区分という規模属性とCSRという用語やその
内容に関する認識について回答は偶然の結果ではなく，統計的には有意であることが確認できた。 
 次に資本金区分という規模属性と CSR という用語やその内容に関する認識についての回答のクロス集計を示
すが図表 3-32-1である。最も交差数値が高いのは「大まかに知っている」×「資本金一千万以上一億円未満」の
54 である。「詳しく知っている」と最も多く回答しているのは，「資本金三億円以上」の事業所で全体の 13%を示す。
「詳しく知っている」と回答している事業所の 65%を占める。図表 3-32-2 のように図表 3-32-1 の期待度数を確認




 次に問 2の ISO26000という用語やその内容と規模属性の関連を見てみよう。従業員区分と問 2のクロス集計が
図表 3-33-1 であり資本金区分とのそれが図表 3-34-1 である。それぞれの期待度数値を示すのが図表 3-33-2
と 3-34-2 である。それぞれのχ2検定の結果は 0.195 と 0.261であり，ISO26000 についての認識と規模属性の
回答の関連性には統計的には有意を確認できなかった。 
 ところが問 3 の CSR 活動に関する自己評価と規模属性とをクロス集計し，その χ2検定の結果を見るとどちらも
0.0004 という値であり，統計的に有意で，回答の傾向は偶然の結果ではなかった。それらを示すのが図表 3-35- 
                                            
22 従来期待度数の数値表はχ2（カイ二乗）検定値を算定するための途中経過の計算式であり，わざわざ示す必要はないかもしれないが，
検算の手間を省くと同時にミスの発見を容易にするために，以後すべてのクロス集計の期待度数値を示すこととする。 
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図表 3-31-1: 回答事業所の従業員区分と問 1 のクロス集計実測度数 
実測度数値 











っている N/A 総計 
1 50 人未満 5 9 4 22 1 
 
41 
2 50 人以上 100 人未満 1 6 1 18 5 
 
31 
3 100人以上 300人未満 1 7 2 23 7 1 41 
4 300人以上 500人未満 









総計 8 23 7 78 29 1 146 
 
図表 3-31-2：回答事業所の従業員区分と問 1 のクロス集計期待度数 
期待度数値 
       行ラベル 1 2 3 4 5 N/A 総計 
1 2.247 6.459 1.966 21.904 8.144 0.281 41 
2 1.699 4.884 1.486 16.562 6.158 0.212 31 
3 2.247 6.459 1.966 21.904 8.144 0.281 41 
4 0.384 1.103 0.336 3.740 1.390 0.048 7 
5 1.425 4.096 1.247 13.890 5.164 0.178 26 
総計 8 23 7 78 29 1 146 
           χ2（カイ二乗）検定値 0.0004  
 
図表 3-32-1：回答事業所の資本金区分と問 1 のクロス集計実測度数 
実測度数値 





















2 五百万円以上一千万円未満 1 1 1 1 
  
4 
3 一千万円以上一億円未満 7 15 4 54 8 1 89 
4 一億円以上三億円未満 
 










   N/A 
 
1 1 1 
  
3 
総計 8 23 7 78 29 1 146 
 
 
図表 3-32-2：回答事業所の資本金区分と問 1 のクロス集計期待度数 
期待度数値 
       行ラベル 1 2 3 4 5 N/A 総計 
1 0.219 0.630 0.192 2.137 0.795 0.027 4 
2 0.219 0.630 0.192 2.137 0.795 0.027 4 
3 4.877 14.02 4.267 47.55 17.68 0.610 89 
4 0.548 1.575 0.479 5.342 1.986 0.068 10 
5 1.973 5.671 1.726 19.23 7.151 0.247 36 
000 0.164 0.473 0.144 1.603 0.596 0.021 3 
総計 8 23 7 78 29 1 146 
            χ2（カイ二乗）検定値 0.001 
 
1，3-35-2 と図表 3-36-1，図表 3-36-2 である。 
 問 3の CSR活動の状況に関する自己評価の回答と規模属性との傾向については，以下の傾向が伺える。まず
従業員規模との関係については，「ある程度取り組んでいる」×「従業員 100人以上 300人未満」の交差値 14が
最も多い。「積極的に取り組んでいる」と回答している 22 事業所の内，13 事業所が従業員規模 500 人以上の事
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図表 3-33-1：回答事業所の従業員区分と問 2 のクロス集計実測度数 
実測度数値 












1 50 人未満 16 15 2 8 
 
41 
2 50 人以上 100 人未満 11 9 2 8 1 31 
3 100人以上300人未満 14 13 5 9 
 
41 
4 300人以上500人未満 1 2 2 2 
 
7 
5 500 人以上 4 8 2 8 4 26 
総計 46 47 13 35 5 146 
 
図表 3-33-2：回答事業所の従業員区分と問 2 のクロス集計期待度数 
期待度数値 
      行ラベル 1 2 3 4 5 総計 
1 12.918 13.199 3.651 9.829 1.404 41 
2 9.767 9.979 2.760 7.432 1.062 31 
3 12.918 13.199 3.651 9.829 1.404 41 
4 2.205 2.253 0.623 1.678 0.240 7 
5 8.192 8.370 2.315 6.233 0.890 26 
総計 46 47 13 35 5 146 
          χ2（カイ二乗）検定値 0.195 
 
図表 3-34-1:回答事業所の資本金区分と問 2 のクロス集計実測度数 
実測度数値 
      資本金区分と Q2 クロス 列ラベル 












1 五百万円未満 2 2 
   
4 
2 五百万以上一千万未満 3 1 
   
4 
3 一千万円以上一億円未満 35 25 6 22 1 89 
4 一億円以上三億円未満 2 4 2 2 
 
10 
5 三億円以上 3 14 5 10 4 36 





総計 46 47 13 35 5 146 
 
図表 3-34-2:回答事業所の資本金区分と問 2 のクロス集計期待度数 
期待度数値 
      行ラベル 1 2 3 4 5 総計 
1 1.260 1.288 0.356 0.959 0.137 4 
2 1.260 1.288 0.356 0.959 0.137 4 
3 28.041 28.651 7.925 21.336 3.048 89 
4 3.151 3.219 0.890 2.397 0.342 10 
5 11.342 11.589 3.205 8.630 1.233 36 
000 0.945 0.966 0.267 0.719 0.103 3 
総計 46 47 13 35 5 146 
          χ2（カイ二乗）検定値 0.261 
 
の内の 52%，11事業所が「従業員 50人未満」であり，かつ「興味はあるが取り組んでいない」との回答した 30事業
所の内，「従業員 50人未満」の事業所の回答が 13であり，43%を占める。CSR活動に「今のところ取り組む予定な
し」と「興味はあるが取り組んでいない」を合わせた，CSR活動に取り組んでいないという回答 51の内，47％を「従
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図表 3-35-1：回答事業所の従業員区分と問 3 のクロス集計実測度数 
実測度数値 











に取組中 N/A 総計 
1 50 人未満 11 13 7 10 
  
41 
2 50 人以上 100 人未満 4 8 5 13 1 
 
31 
3 100 人以上 300 人未満 5 8 5 14 8 1 41 





5 500 人以上 1 1 
 
10 13 1 26 
総計 21 30 19 51 22 3 146 
 
図表 3-35-2：回答事業所の従業員区分と問 3 のクロス集計期待度数 
期待度数値 
       行ラベル 1 2 3 4 5 N/A 総計 
1 5.897 8.425 5.336 14.322 6.178 0.842 41 
2 4.459 6.370 4.034 10.829 4.671 0.637 31 
3 5.897 8.425 5.336 14.322 6.178 0.842 41 
4 1.007 1.438 0.911 2.445 1.055 0.144 7 
5 3.740 5.342 3.384 9.082 3.918 0.534 26 
総計 21 30 19 51 22 3 146 
           χ2（カイ二乗）検定値 0.0004 
 
図表 3-36-1：回答事業所の資本金区分と問 3 のクロス集計実測度数 
実測度数値 














1 五百万円未満 2 1 1 
  
 4 
2 五百万以上一千万未満 1 2 1 
  
 4 





7 1 1 10 
5 三億円以上 
 








総計 21 30 19 51 22 3 146 
 
図表 3-36-2：回答事業所の資本金区分と問 3 のクロス集計期待度数 
期待度数値 
       行ラベル 1 2 3 4 5 N/A 総計 
1 0.575 0.822 0.521 1.397 0.603 0.082 4 
2 0.575 0.822 0.521 1.397 0.603 0.082 4 
3 12.801 18.288 11.582 31.089 13.411 1.829 89 
4 1.438 2.055 1.301 3.493 1.507 0.205 10 
5 5.178 7.397 4.685 12.575 5.425 0.740 36 
000 0.432 0.616 0.390 1.048 0.452 0.062 3 
総計 21 30 19 51 22 3 146 
            χ2（カイ二乗）検定値 0.0004 
 
 また資本金規模と問 3のCSR活動に関する自己評価との関係については，「ある程度取り組んでいる」×「資本
金 1 千万円以上 1 億円未満」の 27 事業所が最多の交差値である。「資本金 1 千万円未満」の事業所では CSR
活動に「ある程度取り組んでいる」，「積極的に取り組んでいる」という回答はない。「資本金 3 億円以上」の 36 事
業所の内，88%の 32 事業所は CSR活動に取り組んでいる，という自己認識を持っている。 
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活動の状況に関しては規模が影響する傾向にあるように見える。図表 3-14 や 3-17 にあるように，「人材の不足」
や「資金の不足」が CSR活動の阻害要因として上げられていた。図表 3-14に示しているように，「人材の不足」は
CSR 活動の阻害要因の優先順位 1 位として 20 事業所があげている。「資金の不足」は 7 事業所があげている。




































Ⅳ 和歌山県下事業所における CSR経営状況の分析と検討 
 
 









 4-1 相関・回帰分析 
 
 ここでは 6つの質問事項の集計結果の関連性を分析する。図表 4-1は問 1から問 6の相関分析の結果を示す
相関マトリクスである。問 2の ISO26000についての認識度と問 6の事業慣行領域の取組課題数との関連を除き，
問 1 から問 6 まで，そして問 6 の領域別の実績との関連においても，全てにおいて正の相関が認められた。問 2
と問 6 のコミュニティー参加と環境の 2 つの領域については 5%以下での有意確率であるが，それ以外は 1%以下
で正の相関を確認し得る。 
 そこで次に回帰分析処理を行い，因果関係を確認した。図表 4-2 は問 1 の「CSR という用語や概念の認識」，
問 2 の「ISO26000 という用語やその内容の認識」，そして問 3 の「CSR活動に関する自己評価」と問 6 の CSR 課
題取組実績総数との回帰分析結果を示すものである。 
 問 1の「CSR という用語やその概念を知っていますか」という CSRについての認識度を説明（独立）変数とし，問
6 の CSR 課題への取組実績総数を目的（従属）変数とした回帰分析では，両者の間には因果は認められなかっ
た。次に問 2の「ISO26000という用語やその内容を知っていますか」という ISO26000についての認識度を説明変
数とし，問 6の CSR課題への取組実績総数を目的変数とした回帰分析においても，両者の間に因果は認められ
なかった。そして問 3 の「CSR 活動に取り組んでいますか」という取り組みに関する自己評価を説明変数とし， 問 
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図表 4−2：問 1,2,3 と問 6 の CSR 課題取組実績総数との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .737a .544 .523 5.979 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 5624.271 6 937.378 26.220 .000b 
残差 4719.039 132 35.750 
合計 10343.309 138 
a. 従属変数 問6取組課題総数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ   許容度 VIF 
1 
(定数) 5.470 1.872 2.922 .004 
業種ダミー変数 3.502 1.052 .203 3.328 .001 .931 1.074 
従業員ダミー 6.013 1.490 .290 4.036 .000 .669 1.496 
資本金ダミー 5.202 1.427 .281 3.646 .000 .584 1.713 
問１ .282 .690 .037 .409 .684 .429 2.331 
問2 .067 .479 .010 .140 .889 .726 1.378 
問3 1.824 .619 .280 2.949 .004 .382 2.617 
a. 従属変数 問6取組課題総数 
      注 1 **p<.01 調整済み R2=.523 





いる」と回答している事業所ほど，CSR 課題への取組課題数が多かった。①問 1 の CSR の認識度と問 6 の CSR
課題の取組実績，②問 2の ISO26000の認識度と問 6のCSR課題の取組実績，③問 3のCSR活動の自己評価
　　問1 







       問3 
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と問 6のCSR課題の取組実績それぞれには相関は認められたが，①と②には因果が認められず，③にのみ因果








 本書の仮説は，ISO26000 の CSR 課題に取り組んでいる，という認識がなくとも，日本企業であれば，地方の中
小企業であっても，ISO26000 が CSR 課題として求める事柄にある程度は取り組めている，というものであり，それ
らを意識的もしくは組織的には実施し得ていない，というものであった。その意味で，①や②は「CSR という用語や




 以下同様に問 1，2，3 と問 6の CSR課題の領域別の取組実績数との因果を分析した。まずは組織統治領域の
取組課題数との関係である。図表 4-3 が示すように，問 1，2 それぞれと問 6 の組織統治領域の取組課題数との
間には因果が認められなかったが，問 3 と問 6 の組織統治領域の取組課題数との間には因果が認められた（調
整済み R2 乗値＝.522; F値＝26.122; 1%以下で有意）。 
 これと同じ構図の結果が，図表 4-4,4-5に示すように，人権，労働領域の取組課題実績との間にも認められた。
対人権領域の調整済み R2 乗値＝.343，F 値＝12.933，対労働領域の調整済み R2 乗値＝.346，F 値＝13.156
で，それぞれ 1%以下で有意であった。 




 ところが，ISO26000 の設定している課題領域とは別に，CSR経営統合課題項目として操作設定した 14の課題
項目との間には，取組実績総数と，組織統治，人権，労働の各領域の結果と同様に，問 1や問 2との間には因果
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図表 4−3：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（組織統治）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .737a .543 .522 1.076 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 181.532 6 30.255 26.122 .000b 
残差 152.885 132 1.158 
合計 334.417 138 
a. 従属変数 「組織統治」領域取組課題数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) -.046 .337 -.136 .892 
業種ダミー変数 .387 .189 .125 2.046 .043 .931 1.074 
従業員ダミー 1.015 .268 .272 3.786 .000 .669 1.496 
資本金ダミー .911 .257 .273 3.549 .001 .584 1.713 
問１ .026 .124 .019 .209 .835 .429 2.331 
問2 .043 .086 .034 .499 .619 .726 1.378 
問3 .375 .111 .321 3.370 .001 .382 2.617 
a. 従属変数 「組織統治」領域取組課題数 
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図表 4−4：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（人権）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .609a .371 .343 1.044 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 85.001 6 14.167 12.993 .000b 
残差 143.920 132 1.090 
合計 228.921 138 
a. 従属変数 「人権」領域取組課題数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) 1.620 .327 4.955 .000 
業種ダミー変数 .186 .184 .072 1.011 .314 .931 1.074 
従業員ダミー .891 .260 .289 3.426 .001 .669 1.496 
資本金ダミー .576 .249 .209 2.312 .022 .584 1.713 
問１ -.030 .121 -.027 -.252 .801 .429 2.331 
問2 .074 .084 .072 .888 .376 .726 1.378 
問3 .225 .108 .232 2.079 .040 .382 2.617 
a. 従属変数 「人権」領域取組課題数 














       問3 
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図表 4−5：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（労働）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .612a .374 .346 2.106 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 350.251 6 58.375 13.156 .000b 
残差 585.706 132 4.437 
合計 935.957 138 
a. 従属変数 「労働」領域取組課題数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) 3.100 .660 4.700 .000 
業種ダミー変数 .710 .371 .137 1.915 .058 .931 1.074 
従業員ダミー 1.265 .525 .203 2.410 .017 .669 1.496 
資本金ダミー 1.654 .503 .297 3.290 .001 .584 1.713 
問１ -.184 .243 -.080 -.758 .450 .429 2.331 
問2 .017 .169 .008 .102 .919 .726 1.378 
問3 .562 .218 .287 2.580 .011 .382 2.617 
a. 従属変数 「労働」領域取組課題数 
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図表 4−6：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（環境）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .583a .340 .310 1.300 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 115.212 6 19.202 11.354 .000b 
残差 223.234 132 1.691 
合計 338.446 138 
a. 従属変数 「環境」領域取組課題数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) -.534 .407 -1.312 .192 
業種ダミー変数 1.010 .229 .323 4.412 .000 .931 1.074 
従業員ダミー .812 .324 .217 2.507 .013 .669 1.496 
資本金ダミー .488 .310 .146 1.573 .118 .584 1.713 
問１ .084 .150 .061 .561 .576 .429 2.331 
問2 .030 .104 .024 .291 .771 .726 1.378 
問3 .232 .135 .197 1.722 .087 .382 2.617 
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図表 4−7：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（公正な事業慣行）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .479a .230 .195 .848 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 28.309 6 4.718 6.558 .000b 
残差 94.971 132 .719 
合計 123.281 138 
a. 従属変数 「事業慣行」領域取組課題数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) .397 .266 1.494 .138 
業種ダミー変数 .173 .149 .092 1.157 .249 .931 1.074 
従業員ダミー .388 .211 .171 1.835 .069 .669 1.496 
資本金ダミー .423 .202 .209 2.090 .039 .584 1.713 
問１ -.035 .098 -.041 -.355 .723 .429 2.331 
問2 -.024 .068 -.032 -.358 .721 .726 1.378 
問3 .173 .088 .244 1.974 .050 .382 2.617 
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図表 4−8：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（消費者課題）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .623a .388 .360 1.043 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 90.979 6 15.163 13.951 .000b 
残差 143.467 132 1.087 
合計 234.446 138 
a. 従属変数 「消費者課題」領域取組数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) -.364 .326 -1.115 .267 
業種ダミー変数 .502 .183 .193 2.735 .007 .931 1.074 
従業員ダミー .693 .260 .222 2.668 .009 .669 1.496 
資本金ダミー .558 .249 .200 2.242 .027 .584 1.713 
問１ .184 .120 .159 1.530 .128 .429 2.331 
問2 -.028 .083 -.027 -.340 .734 .726 1.378 
問3 .191 .108 .195 1.773 .079 .382 2.617 
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図表 4−9：問 1,2,3 と問 6 の領域別 CSR 課題取組実績（コミュニティー参加）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .516a .266 .233 1.383 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 91.401 6 15.234 7.969 .000b 
残差 252.340 132 1.912 
合計 343.741 138 
a. 従属変数 「コミュニティー参加」領域取組課題数 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) 1.297 .433 2.996 .003 
業種ダミー変数 .534 .243 .170 2.196 .030 .931 1.074 
従業員ダミー .949 .345 .251 2.754 .007 .669 1.496 
資本金ダミー .591 .330 .175 1.792 .075 .584 1.713 
問１ .237 .160 .169 1.485 .140 .429 2.331 
問2 -.045 .111 -.036 -.409 .684 .726 1.378 
問3 .066 .143 .056 .462 .645 .382 2.617 
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図表 4−10：問 1,2,3 と問 6 の CSR 経営統合課題（14 項目）との回帰分析 
モデル要約 
モデル R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差 
1 .766a .586 .568 2.61367 
a. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダ
ミー, 問１。 
分散分析a 
モデル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
1 
回帰 1278.097 6 213.016 31.182 .000b 
残差 901.730 132 6.831 
合計 2179.827 138 
a. 従属変数 CSR経営統合項目 
b. 予測値: (定数)、問3, 業種ダミー変数, 従業員ダミー, 問2, 資本金ダミー, 問１。 
係数a 
モデル 標準化されていない係数 標準化係数 t 値 有意確率 共線性の統計量 
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF 
1 
(定数) -.153 .818 -.187 .852 
業種ダミー変数 1.025 .460 .129 2.227 .028 .931 1.074 
従業員ダミー 3.103 .651 .326 4.765 .000 .669 1.496 
資本金ダミー 2.340 .624 .275 3.751 .000 .584 1.713 
問１ .080 .302 .023 .264 .792 .429 2.331 
問2 .011 .209 .004 .054 .957 .726 1.378 
問3 .947 .270 .317 3.502 .001 .382 2.617 
a. 従属変数 CSR経営統合項目 






るというようなことは見られなかった。CSR や ISO26000 という用語･概念の認識度が CSR 課題の取組実績に影響
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を与えているとは考えにくい。しかし「CSR活動を行っている」という明確な自覚は CSR課題への取組実績に影響
を与えているかもしれない。CSR 課題領域別に見た場合，この傾向はとりわけ CSR 経営統合課題に関わる領域
において顕著であった。つまり意識的，組織的にCSR課題に取り組み，それらを統合し（CSRのマネジメント），企
業経営に組み込むことに関わる CSR 課題との関係において，「CSR 活動を行っている」という自覚が取り組みの
度合い（取組課題数や質）に影響を与えている可能性を示唆している。たとえば CSR 活動を行っているという自
覚と組織統治領域や CSR経営統合課題は，ほかの結果よりも強い因果を示している。 







 4-2 単純集計の分析 
 
 図表 4-11 は図表 3-23 のデータに CSR 経営統合課題項目を加え，それらをヒストグラムと箱ひげ図で示したも
のである。図表 4-11 は 146 社の回答データの分布もしくは散らばり具合を図示している。図表 4-11 の①をみれ
ば，平均値周辺に回答が集まっており，正規分布になっている。全体として 146 社中 97 社の取組課題数が 8.46
から 25.66 項目の範囲に収まり，回答が均質であることが伺える25。 
 領域別にみても，図表 4-11 の③人権と⑧のコミュニティー参加の 2 つの領域の回答も平均値周辺に回答が集
中しており（度数の多い回答が集まっており），正規分布が当てはまろう。また④の労働領域は平均値よりも高い
（多い）取組課題数に度数が高く，146 社の回答事業所の CSR 課題へのコミットとして，取り組みが盛んな領域で
あることを物語っている。 




 さらにそれぞれの箱ひげ図をみても，箱の長さ，位置，第 2 四分位数（箱の中の線）の位置から判断して，③人
権，④労働，⑧コミュニティー参加の各領域は箱の位置も中央もしくはそれよりも上位に箱全体があり，かつ第 2 
 
                                            
25 正規分布の場合，「平均値±標準偏差」の範囲にデータの約 2/3が入る。図表 4-11の①の場合，146社での平均取組課題数が 17.06，
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ており，取り組みに対する意識も高いことをうかがわせる。逆に⑤環境，⑥事業慣行は箱自体も下位に長く伸び
ており，⑤環境では第 2 四分位数も箱の下位にある。⑦消費者課題については，第 2 四分位数は箱の中央にあ








図表 4-12：①取り組み事業所数の多い CSR 課題とその回答構成（再掲） 
事業所数の多い取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-Q10 労災，健康保険などへの加入 136 / 93.1% 人権（労働慣行とも関連） 
2 位 問 6-Q9 各種の休暇･休業制度を整備している 127 / 86.9% 人権（労働慣行とも関連） 
3 位 問 6-Q17 定年退職者の再雇用制度の実施･運用 121 / 82.8% 労働慣行 
4 位 問 6-Q11 昇進，異動，配置転換の公平性，能力主導 111 / 76.0% 労働慣行（人権とも関連） 
5 位 問 6-Q5 労働安全衛生法の業務を担う担当者の存在 102 / 69.8% 組織統治（労働慣行とも関連） 
 
      ②人権，労働，コミュニティー参加の領域別順位 
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置，第2四分位数（箱の中の線）の位置（分布のパターン）が比較的似ている。とりわけ②と⑨は，項目数は異なる
とはいえ，同じ性質の取組課題への回答であり，質問の仕方が異なるにもかかわらず26，それが類似の傾向とみ
てとれるとすれば，個々の CSR 課題へのコミットという域を超え，146 社の CSR のマネジメントの取り組み様式とし
て，一貫性を示唆する結果と考えられるのかもしれない。 
 こうした 146 社の取組課題への全体的なコミット様式や領域ごとの取り組み傾向を，取組項目の度数や領域の
編成とつきあわせると，傾向の理由や特徴を再確認できる。 




図表 4-13：①取り組み事業所数の少ない CSR 課題とその回答構成（再掲） 
事業所数の少ない取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-26 政党･政治団体への恒常的寄附など 23 / 15.7% 事業慣行 
2 位 問 6-4 利害関係者との対話を踏まえた意思決定＊ 27 / 18.4%% 組織統治 
3 位 問 6-6 CSR を加味した契約締結や調達ガイドライン＊ 26 / 17.8% 人権への配慮（組織統治とも関連） 
4 位 問 6-1 CSR 担当役員や専門部署･担当者の存在＊ 30 / 20.5% 組織統治 
5 位 問 6-27 CSR への取り組みや実績などの情報公開＊ 31 / 21.2% 消費者問題 
 
    ②環境，事業慣行，消費者課題の領域別順位構成 

























































                ＊は CSR課題統合課題項目 
 
 そして図表 4-13は図表 3-21の取組事業所の少なかったCSR課題順位と，取り組み方にバラツキのみうけられ
                                            
26 ②は ISO26000 の領域や項目の趣旨にそった区分での質問項目で CSR 課題の統合を担う性質の課題であり，⑨は項目を再編して独
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た環境（図表 3-27），事業慣行（図表 3-28），消費者課題（図表 3-29）の各領域ごとの取組実績の順位構成を再







 逆に図表 4-13 をみて確認し得るように，領域として取組傾向にバラツキのあった環境，事業慣行，消費者課題
の各領域は，最多の取組課題事業者数は事業慣行領域の項目である「社員の不正不法行為を防止するための
社内倫理規定がある」の 76 社，次いで環境領域の 1 位と消費者課題領域の 1 位が同数で 71社である。 
 
図表 4-14：CSR のマネジメントに関する領域や項目 
①組織統治領域の取組課題実績概要 
組織統治領域（5項目） 度数（%） 












           ＊は CSR課題統合課題項目  
 
②CSR 経営統合課題項目 























多の事業所数を比べれば，環境，事業慣行，消費者課題の各領域の 1 位は最多でも 80 社に満たず，3 領域平
均で 72.6 であり，人権，労働，コミュニティー参加の各領域の順位 1 位の平均 117.6 とはかなりのひらきがある。 
 また図表 4-13 の①，②にある＊は CSR経営統合課題項目を意味するが，取組事業所の少ない課題の中には，
この CSR経営統合課題項目が多く含まれている。 
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組織統治領域の取組実績順位を，②は CSR 経営統合課題 14 項目の取組実績の順位構成を示している。組織
統治の領域としての取組実績を牽引しているのは，コンプライアンス事項である「労働安全衛生法の業務を担う
担当者がいる」の 102 社である。この課題項目は組織統治領域に包含されるが，CSR 課題の統合という機能より
も，コンプライアンス項目としての性格が強い。CSR課題の統合機能としては②CSR 経営統合課題項目の 1 位の
「ハラスメントなど従業員の諸権利や苦情に関する相談窓口や担当者，もしくは規定などを設けている」




 単純集計の分析から，146 社の CSR 課題への取り組み状況，スタンスとしては，以下の傾向を指摘しえよう。図
表 4-11の①から判断して，回答を寄せてくれた和歌山県下 146事業所における CSR経営の状況は，CSR課題
への取り組みとしては，総じてある程度は取り組んでいるといえる。平均取組課題数が 17.06 であり，この平均以





題の領域の諸課題は，146 社にとって，相対的に CSR 課題としての取組実績が低い傾向にある。 
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 4-3 CSR 活動の促進要因の影響の分析 
 
 次に CSR 課題への取り組みに影響を与える要因について分析する。主に問 4 と問 5 で訊いた CSR 活動の促




 図表 3-18 にあったように，問 4 の CSR活動の推進要因として，優先順位 1 位，2 位，3 位をトータルした中で，
CSR 活動の促進要因として選ばれていたのは，「地域社会への貢献」，「経営理念等に社会的責任の履行があ
る」，「顧客からの評価」であった。これらの各促進要因を 1 位に選択しているか否かで，質問票の各回答の平均





 まず促進要因 1 位であった，「地域社会への貢献」を，CSR 活動の促進要因として選んでいる事業所と選んで
いない事業所での CSR，ISO26000 についての認識や CSR 課題への取り組みに差があるかどうかを検証する。 
 図表 4-15 がこの差を分析した，平均の差の検定の結果である。まず「地域社会への貢献」を選択している事業
所と選択していない事業所との間の，CSR という用語やその概念の認識に差があるかどうかについてである。図
表 4-15 の「独立サンプルの検定」の問 1 の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.003 である。
Levene検定は，.003＜.05であるので，有意であるとみなせる。したがって，「等分散を仮定しない」の行の値を採
用する。それらの t 値 2.641，自由度 72.814，有意確率.010 であり，平均の差の検定は，.010＜.05 であるので，
「地域社会への貢献」を CSR 活動要因に選択している事業所とそうでない事業所で，CSR についての認識度の
平均値には有意差があるとみなせる（ｔ＝2.641，df＝72.814，p＜.05）。 
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図表 4-15：CSR 活動促進要因としての「地域社会への貢献」の影響 
グループ統計量 
 問4の1位に⑨を選択 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容
をご存じですか 
1.00 30 4.133 .7303 .1333 
.00 105 3.676 1.1308 .1104 
問2 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか 
1.00 30 2.27 1.172 .214 
.00 106 2.44 1.295 .126 
問3 CSR活動に取り組んでいま
すか 
1.00 30 3.57 1.040 .190 
.00 105 3.18 1.329 .130 
問6取組課題数 
1.00 30 18.23 7.319 1.336 
.00 106 17.37 8.894 .864 
 組織統治取組数 
1.00 30 2.00 1.531 .280 
.00 106 2.12 1.560 .151 
 人権領域取組課題数 
1.00 30 2.90 1.373 .251 
.00 106 2.89 1.267 .123 
 労働領域取組課題数 
1.00 30 5.80 2.441 .446 
.00 106 5.43 2.571 .250 
 環境領域取組課題数 
1.00 30 1.57 1.478 .270 
.00 106 1.44 1.580 .153 
 事業慣行領域取組課題数 
1.00 30 1.07 .907 .166 
.00 106 1.11 .959 .093 
 消費者課題領域取組数 
1.00 30 1.57 .935 .171 
.00 106 1.46 1.388 .135 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域取組課題数 
1.00 30 3.33 1.788 .326 
.00 106 2.91 1.515 .147 
 CSR経営項目 
1.00 30 5.2667 3.21562 .58709 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 8.994 .003 2.090 133 .039 .4571 .2187 .0245 .8898 
等分散を仮定しない 2.641 72.814 .010 .4571 .1731 .1122 .8021 
問2 
等分散を仮定する 1.390 .240 -.673 134 .502 -.177 .263 -.696 .343 
等分散を仮定しない -.712 50.818 .480 -.177 .248 -.675 .322 
問3 
等分散を仮定する 7.215 .008 1.466 133 .145 .386 .263 -.135 .906 
等分散を仮定しない 1.678 58.783 .099 .386 .230 -.074 .846 
問6取組課題数 
等分散を仮定する 4.402 .038 .488 134 .626 .865 1.774 -2.643 4.374 
等分散を仮定しない .544 55.627 .589 .865 1.591 -2.323 4.053 
 組織統治領域取組数 
等分散を仮定する .176 .676 -.382 134 .703 -.123 .321 -.758 .513 
等分散を仮定しない -.386 47.400 .701 -.123 .318 -.762 .517 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する .848 .359 .049 134 .961 .013 .267 -.515 .541 
等分散を仮定しない .047 43.957 .963 .013 .279 -.550 .576 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する 2.012 .158 .696 134 .488 .366 .526 -.674 1.406 
等分散を仮定しない .717 48.741 .477 .366 .511 -.661 1.393 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する .214 .645 .382 134 .703 .123 .322 -.514 .761 
等分散を仮定しない .397 49.364 .693 .123 .310 -.501 .747 
 事業慣行領域 〃  
等分散を仮定する .713 .400 -.237 134 .813 -.047 .196 -.434 .341 
等分散を仮定しない -.245 48.910 .808 -.047 .190 -.428 .335 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する 8.783 .004 .387 134 .699 .104 .270 -.429 .638 
等分散を仮定しない .480 69.028 .633 .104 .218 -.330 .538 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する 1.995 .160 1.310 134 .192 .428 .326 -.218 1.073 
等分散を仮定しない 1.195 41.519 .239 .428 .358 -.295 1.150 
 CSR経営統合項目 
等分散を仮定する 3.671 .057 .072 134 .943 .05912 .82476 -1.57211 1.69034 
等分散を仮定しない .083 59.550 .934 .05912 .71360 -1.36851 1.48675 
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の検定」の問 3 の欄の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.008であり，.008＜.05 であるので，Leve 
ne検定は有意であるとみなせる。したがって，「等分散を仮定しない」の行の値を採用し，t 値 1.678，自由度 58. 















 最後に，「地域社会への貢献」を CSR 活動の促進要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR
経営統合項目の取組実績の平均に差があるかどうかを確認してみよう。図表 4-15の「独立サンプルの検定」の C 
SR 経営統合項目の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.057 である。よって Levene 検定は.05
＜.057 であり，有意でないとみなせる。したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。それらは，t 値.072，
自由度 134，有意確率.943であるので，t検定は.05＜.943 となり，「地域社会への貢献」を CSR活動要因に選択
している事業所とそうでない事業所の CSR 経営統合項目に関する回答の平均値には有意差がない，とみなせる
（ｔ＝.072，df＝134，n.s.）。 
 「地域社会への貢献」を CSR 活動の促進要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の間の各設問へ
の回答の平均値の差を分析した結果，CSR という用語やその概念についての認識度には，有意な差があるとみ
なせたが，その他に関しては有意差を認められなかった。地域社会への貢献という CSR活動促進要因は，ISO26 
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 2）「経営理念等に社会的責任の履行がある」の影響 





動要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所で，CSR についての認識度の平均値には有意差はない，
とみなせる（ｔ＝1.886，df＝133，n.s.）。 
 次に ISO26000 という用語やその内容の認識に差があるかどうかについてである。図表 4-16 の「独立サンプル
の検定」の問 2の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.167であり，.05＜.167であるので，Levene検
定は有意ではない。したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。それらは，t 値 2.158，自由度 134，有
意確率.033 である。したがって平均の差の検定値は，.01＜.033＜.05 となるので，「経営理念等に社会的責任の
履行がある」を CSR 活動要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所で，ISO26000 についての認識度の
平均値に有意差がある，とみなせる（t＝2.158，df＝134，p＜.05）。 
 次は，問 3，CSR 活動についての自己評価度に差があるかどうかについてである。図表 4-16 の「独立サンプル
の検定」の問 3 の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.377 である。よって Levene 検定は，.05
＜.377 となるので，有意でない。したがって，「等分散を仮定する」の行の値を採用し，それらは t 値 1.738，自由
度 133，有意確率.084 である。したがって t 検定は，.05＜.084 となるので，「経営理念等に社会的責任の履行が
ある」を CSR 活動要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所で，CSR 活動についての自己評価度の平
均値に顕著な有意差はない，という結果になる（ｔ＝1.738，df＝133，n.s.）。 
 さて，次に「経営理念等に社会的責任の履行がある」を CSR 活動の促進要因 1 位に選択している事業所とそう
でない事業所のCSR課題への取組実績の平均値に差があるかどうかをみてみよう。まずはCSR課題取組総数の
平均の差である。図表 4-16 の「独立サンプルの検定」の問 6 取組課題数の欄の「等分散性のための Levene 検
定」の有意確率は.488 である。Levene 検定は，.05＜.488 であるので，有意ではなく，したがって「等分散を仮定
する」の行の値を採用する。それらは，t 値 2.560，自由度 134，有意確率.012 であり，平均の差の検定値は.012
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図表4-16：CSR活動促進要因としての「経営理念等に社会的責任の履行がある」の影響 
グループ統計量 
 問4の1位に⑤を選択 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容を
ご存じですか 
1.00:選択 38 4.053 .9571 .1553 
.00：非選択 97 3.670 1.0966 .1113 
問2 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか 
1.00 39 2.77 1.327 .213 
.00 97 2.26 1.219 .124 
問3 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか 
1.00 39 3.56 1.209 .194 
.00 96 3.15 1.289 .132 
問6取組課題数 
1.00 39 20.46 8.867 1.420 
.00 97 16.39 8.184 .831 
 組織統治取組数 
1.00 39 2.82 1.554 .249 
.00 97 1.80 1.455 .148 
 人権取組課題数 
1.00 39 3.21 1.281 .205 
.00 97 2.76 1.273 .129 
 労働取組課題数 
1.00 39 6.13 2.473 .396 
.00 97 5.27 2.535 .257 
 環境取組課題数 
1.00 39 1.67 1.595 .255 
.00 97 1.39 1.538 .156 
 事業慣行取組課題数 
1.00 39 1.33 .927 .148 
.00 97 1.01 .941 .096 
 消費者課題取組数 
1.00 39 2.00 1.414 .226 
.00 97 1.28 1.197 .122 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加取組課題数 
1.00 39 3.31 1.559 .250 
.00 97 2.88 1.583 .161 
 CSR経営統合課題項目 
1.00 39 6.7949 4.41397 .70680 











差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 3.397 .068 1.886 133 .061 .3825 .2028 -.0186 .7836 
等分散を仮定しない 2.002 76.992 .049 .3825 .1911 .0021 .7630 
問2 
等分散を仮定する 1.930 .167 2.158 134 .033 .511 .237 .043 .980 
等分散を仮定しない 2.080 65.168 .041 .511 .246 .020 1.003 
問3 
等分散を仮定する .785 .377 1.738 133 .084 .418 .241 -.058 .894 
等分散を仮定しない 1.786 74.814 .078 .418 .234 -.048 .885 
問6取組課題数 
等分散を仮定する .483 .488 2.560 134 .012 4.070 1.589 .926 7.213 
等分散を仮定しない 2.474 65.446 .016 4.070 1.645 .785 7.355 
 組織統治領域取組数 
等分散を仮定する 1.544 .216 3.613 134 .000 1.016 .281 .460 1.573 
等分散を仮定しない 3.512 66.264 .001 1.016 .289 .439 1.594 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する .044 .833 1.829 134 .070 .442 .242 -.036 .920 
等分散を仮定しない 1.824 69.804 .072 .442 .242 -.041 .926 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する .028 .867 1.802 134 .074 .860 .477 -.084 1.804 
等分散を仮定しない 1.821 71.828 .073 .860 .472 -.081 1.802 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する .053 .818 .933 134 .353 .275 .295 -.308 .858 
等分散を仮定しない .918 67.969 .362 .275 .299 -.322 .872 
 事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する .229 .633 1.818 134 .071 .323 .178 -.028 .674 
等分散を仮定しない 1.830 71.155 .071 .323 .177 -.029 .675 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する 3.549 .062 3.015 134 .003 .722 .239 .248 1.195 
等分散を仮定しない 2.808 61.028 .007 .722 .257 .208 1.236 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する .078 .780 1.444 134 .151 .431 .299 -.160 1.022 
等分散を仮定しない 1.453 71.203 .151 .431 .297 -.160 1.023 
 CSR経営統合課題項目 
等分散を仮定する 4.330 .039 3.016 134 .003 2.20724 .73175 .75996 3.65452 
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を仮定。ｔ＝.933，df＝134，n.s.），事業慣行（等分散を仮定。ｔ＝1.818，df＝134，n.s.），コミュニティー参加（等分
散を仮定。ｔ＝1.444，df＝134，n.s.）の通りである。 
 最後に，「経営理念等に社会的責任の履行がある」を CSR活動の促進要因 1位に選択している事業所とそうで
ない事業所の CSR 経営統合課題項目の取組実績の平均に差があるかどうかを確認する。図表 4-16 の「独立サ
ンプルの検定」の CSR経営統合課題項目の欄の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.039 である。 
.039＜.05となるので，Levene検定は有意である。したがって「等分散を仮定しない」の行の値を採用する。それら








CSR 経営統合課題項目では 2 ポイント以上，組織統治領域でも 1 ポイント以上の差がある。「経営理念等に社会
的責任の履行がある」という要因を CSR 活動の推進要因 1 位に選択した事業所は，そうでない事業所に比べ，








いるのかを特定することが CSR 経営の実現には重要となる。 
 
 3）「顧客からの評価」の影響 
 次に，「顧客からの評価」というCSR活動促進要因についてみる。図表 4-17はCSR活動の促進要因 1位に「顧
客からの評価」を選択した事業所とそうでない事業所との各回答の平均の差の検定の結果を示したものである。
                                            
29 本調査とは直接的な関連性はないが，藤野（2012）の調査でも，確固とした経営理念の存在や，そこに社会的責任への対応を包含して
いる事業所の方が，そうでない事業所よりも，CSR関連の知識（の理解度）も，取組実績も高いという結果が示されている。調査方法やサン
プル数など異なるが，中小企業を主たる対象としていること，かつ CSR 活動の実態として，ISO26000 の規定する課題と，もしくはそれを独
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図表 4-17 の「独立サンプルの検定」の問 1 の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は，.164 であ
り，.05＜.164 であるので，Levene 検定は有意でないとみなせる。したがって，「等分散を仮定する」の行の値を採
用する。それらは t 値-.154，自由度 133，有意確率.878 から，.05＜.878 であるので，「顧客からの評価」を CSR
活動要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所で，CSRについての認識度の回答の平均値には有意差
がない，とみなせる（ｔ＝-.154，df＝133，n.s.）。 
 次に ISO26000 という用語やその内容の認識に差があるかどうかについてである。図表 4-17 の「独立サンプル
の検定」の問 2 の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.002 であり，.002＜.05 となるので，Levene 検




 次は問 3，CSR活動についての自己評価度に差があるかどうかについてである。図表 4-17の「独立サンプルの





 さて，次に「顧客からの評価」を CSR活動の促進要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR 課
題への取組実績の平均値に差があるかどうかをみてみよう。まずは CSR 課題取組総数の平均の差である。図表
4-17 の「独立サンプルの検定」の問 6 取組課題数の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.100
である。.05＜.100であるので，Levene検定は有意ではないとみなせる。したがって，「等分散を仮定する」の行の







を CSR 活動推進要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の間で，回答の平均値に有意差はない，と
みなせる結果となった。 
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図表 4-17：CSR 活動促進要因としての「顧客からの評価」の影響 
グループ統計量 
 問4の1位に⑦を選択 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容
をご存じですか 
1.00 選択 28 3.750 .8872 .1677 
.00  非選択 107 3.785 1.1162 .1079 
問2 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか 
1.00 28 2.14 1.044 .197 
.00 108 2.47 1.315 .126 
問3 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか 
1.00 28 3.36 1.254 .237 
.00 107 3.24 1.287 .124 
問6取組課題数 
1.00 28 15.79 7.239 1.368 
.00 108 18.02 8.835 .850 
 組織統治領域取組数 
1.00 28 1.75 1.295 .245 
.00 108 2.19 1.601 .154 
 人権領域取組課題数 
1.00 28 2.68 1.056 .200 
.00 108 2.94 1.338 .129 
 労働領域取組課題数 
1.00 28 5.21 2.250 .425 
.00 108 5.59 2.612 .251 
 環境領域取組課題数 
1.00 28 1.46 1.527 .289 
.00 108 1.47 1.568 .151 
 事業慣行領域取組課題数 
1.00 28 .89 .786 .149 
.00 108 1.16 .978 .094 
 消費者課題領域取組数 
1.00 28 1.21 1.166 .220 
.00 108 1.56 1.328 .128 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域取組課題数 
1.00 28 2.57 1.345 .254 
.00 108 3.11 1.625 .156 
 CSR経営統合項目 
1.00 28 4.5000 3.34996 .63308 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 1.961 .164 -.154 133 .878 -.0350 .2279 -.4858 .4157 
等分散を仮定しない -.176 51.739 .861 -.0350 .1994 -.4352 .3651 
問2 
等分散を仮定する 9.981 .002 -1.228 134 .222 -.329 .268 -.860 .201 
等分散を仮定しない -1.405 51.562 .166 -.329 .234 -.800 .141 
問3 
等分散を仮定する .231 .632 .420 133 .675 .114 .272 -.424 .652 
等分散を仮定しない .427 43.124 .672 .114 .268 -.425 .654 
問6取組課題数 
等分散を仮定する 2.738 .100 -1.233 134 .220 -2.233 1.811 -5.814 1.348 
等分散を仮定しない -1.386 50.001 .172 -2.233 1.611 -5.468 1.002 
 組織統治取組数 
等分散を仮定する 2.127 .147 -1.329 134 .186 -.435 .327 -1.083 .213 
等分散を仮定しない -1.505 50.651 .138 -.435 .289 -1.016 .145 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する 2.249 .136 -.975 134 .332 -.266 .273 -.805 .274 
等分散を仮定しない -1.119 51.901 .268 -.266 .238 -.742 .211 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する 1.506 .222 -.701 134 .484 -.378 .539 -1.445 .688 
等分散を仮定しない -.766 47.692 .448 -.378 .494 -1.372 .615 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する .491 .484 -.024 134 .981 -.008 .331 -.662 .646 
等分散を仮定しない -.024 42.957 .981 -.008 .326 -.665 .649 
 事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する 2.495 .117 -1.324 134 .188 -.265 .200 -.660 .131 
等分散を仮定しない -1.505 50.952 .139 -.265 .176 -.618 .088 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する 2.274 .134 -1.241 134 .217 -.341 .275 -.885 .203 
等分散を仮定しない -1.340 46.869 .187 -.341 .255 -.854 .171 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する 1.128 .290 -1.618 134 .108 -.540 .334 -1.199 .120 
等分散を仮定しない -1.808 49.517 .077 -.540 .298 -1.139 .060 
 CSR経営統合課題項目 
等分散を仮定する 2.169 .143 -1.078 134 .283 -.90741 .84214 -2.57301 .75820 
等分散を仮定しない -1.215 50.289 .230 -.90741 .74661 -2.40681 .59199 
 
統合項目の取組実績の平均に差があるかどうかを確認する。図表 4-17の「独立サンプルの検定」のCSR経営統
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は有意ではなく，したがって「等分散を仮定する」の行の t 値-1.078，自由度 134，有意確率.283 であるので，.05
＜.283 となり，「顧客からの評価」を CSR活動要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR経営統
合項目に関する回答の平均値には有意差がない，とみなせる（ｔ＝-1.078，df＝134，n.s.）。 
 この「顧客からの評価」を CSR 活動促進要因 1 位に選択している事業所と選択していない事業所の間で，CSR
や ISO26000 の認識度，CSR 活動の自己評価，そして CSR 課題への取組実績それぞれの平均値に差は認めら
れなかった。また CSR経営統合項目に関しても同様であった。 
 CSR 活動の促進要因として優先順位トータルの順位で 3 番目に選択した事業所の多かった「顧客からの評価」




 4-4 CSR 活動の阻害要因の影響の分析  
 
 さて，これまでは CSR 活動の促進要因の影響を分析してきたが，次に阻害要因の影響を分析する。図表 3-18
に示したように，問 5 の CSR 活動の阻害要因として，優先順位 1 位，2 位，3 位をトータルした中で，CSR 活動の
阻害要因として選ばれていたのは，「本業の忙しさ」，「人材の不足」，そして「情報や知識の不足」であった。これ
らの各阻害要因を 1位に選択している事業所とそうでない事業所で，質問票の各回答の平均に差があるかどうか
を t 検定によって分析した。それぞれの阻害要因が CSR や ISO26000，CSR活動に関する認識度や自己評価の
度合い，そして CSR課題の取組実績に影響を与えているのかどうかを統計的に検証した。 
 




 図表 4-18 の「独立サンプルの検定」の問 1 の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.5 53 であ
り，.05＜.553 であるので，Levene 検定は有意でないとみなせる。したがって，「等分散を仮定する」の行の値を採
用する。それらは，t値.340，自由度 129，有意確率.734であるので，.05＜.734 となり，「本業の忙しさ」を CSR活
動の阻害要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所で，CSRについての認識度の平均値には有意差が
ない，とみなせる（ｔ＝.340，df＝129，n.s.）。 
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その t値-1.747，自由度 78.892，有意確率.085から，平均の差の検定は，.05＜.085となるので，「本業の忙しさ」
を CSR 活動の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所で，ISO26000 についての認識度の平均
値に有意差はない，とみなせる（t＝-1.747，df＝78.892，n.s.）。 
 次は，問 3 の CSR 活動についての自己評価度についての回答の平均値に差があるかどうかについてである。
図表 4-18 の「独立サンプルの検定」の問 3 の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.214 であ
り，.05＜.214 となるので，Levene 検定は有意でないとみなせる。したがって，「等分散を仮定する」の行の値を採
用し，確認すると，t 値.468，自由度 128，有意確率.640 であり，.05＜.640 となるので，「本業の忙しさ」を CSR 活
動の阻害要因1位に選択している事業所とそうでない事業所で，CSR活動についての自己評価度の回答の平均
値には有意差がない，とみなせる（ｔ＝.468，df＝128，n.s.）。 
 さて，次に「本業の忙しさ」を CSR 活動の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR 課題
への取組実績の平均値に差があるかどうかをみてみよう。まずは CSR 課題取組総数の平均の差である。図表 4- 
18の「独立サンプルの検定」の問 6取組課題数の欄の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.711であ
る。Levene 検定は，.05＜.711 となるので，有意ではないとみなせる。したがって，「等分散を仮定する」の行の値
を採用する。その t 値.434，自由度 130，有意確率.665 であり，.05＜.665 となるので，「本業の忙しさ」を CSR 活
動の阻害要因1位に選択している事業所とそうでない事業所で，CSR課題の取組実績の平均値には有意差がな
い，とみなせる（ｔ＝.434，df＝130，n.s.）。 






 最後に「本業の忙しさ」を CSR 活動の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR 経営統
合項目の取組実績の回答における平均に差があるかどうかを確認する。図表 4-18 の「独立サンプルの検定」の
CSR 経営統合項目の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率は.467 であり，.05＜.467 であるので，
Levene 検定は有意ではなく，したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。その t 値.910，自由度 130，
有意確率.364であるので，.05＜.364 となり，「本業の忙しさ」を CSR活動の阻害要因 1位に選択している事業所
とそうでない事業所の CSR 経営統合項目に関する回答の平均値には有意差がない，とみなせる（ｔ＝.910，df＝
130，n.s.）。 
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図表4-18：CSR活動阻害要因としての「本業の忙しさ」の影響 
グループ統計量 
 問5の1位に③を選択 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容を
ご存じですか 
1.00 選択 35 3.771 1.0870 .1837 
.00 非選択 96 3.698 1.0966 .1119 
問2 ISO26000の存在やその内容を
ご存じですか 
1.00 35 2.06 .998 .169 
.00 97 2.43 1.314 .133 
問3 CSRという用語やその内容を
ご存じですか 
1.00 35 3.26 1.172 .198 
.00 95 3.14 1.342 .138 
問6取組課題数 
1.00 35 17.69 8.953 1.513 
.00 97 16.96 8.332 .846 
 組織統治領域取組数 
1.00 35 2.03 1.671 .283 
.00 97 2.00 1.500 .152 
 人権領域取組課題数 
1.00 35 3.00 1.328 .225 
.00 97 2.75 1.225 .124 
 労働領域取組課題数 
1.00 35 5.51 2.344 .396 
.00 97 5.39 2.580 .262 
 環境領域取組課題数 
1.00 35 1.57 1.596 .270 
.00 97 1.41 1.539 .156 
 事業慣行領域取組課題数 
1.00 35 1.09 1.011 .171 
.00 97 1.05 .906 .092 
 消費者課題領域取組数 
1.00 35 1.46 1.379 .233 
.00 97 1.41 1.273 .129 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域取組課題数 
1.00 35 3.03 1.706 .288 
.00 97 2.94 1.553 .158 
 CSR経営項目 
1.00 35 5.5143 4.24521 .71757 
.00 97 4.8041 3.85043 .39095 
独立サンプルの検定 
等分散性のため










             差の95%信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する .354 .553 .340 129 .734 .0735 .2160 -.3539 .5009 
等分散を仮定しない .342 60.912 .734 .0735 .2151 -.3567 .5037 
問2 
等分散を仮定する 12.280 .001 -1.538 130 .127 -.376 .244 -.859 .108 
等分散を仮定しない -1.747 78.892 .085 -.376 .215 -.804 .052 
問3 
等分散を仮定する 1.557 .214 .468 128 .640 .120 .257 -.388 .628 
等分散を仮定しない .499 68.959 .620 .120 .241 -.361 .602 
問6取組課題数 
等分散を仮定する .138 .711 .434 130 .665 .727 1.676 -2.588 4.042 
等分散を仮定しない .419 56.608 .677 .727 1.734 -2.745 4.199 
 組織統治領域取組数 
等分散を仮定する .922 .339 .094 130 .926 .029 .305 -.575 .632 
等分散を仮定しない .089 54.991 .929 .029 .321 -.615 .672 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する .812 .369 1.002 130 .318 .247 .247 -.241 .736 
等分散を仮定しない .964 56.192 .339 .247 .257 -.267 .762 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する 1.315 .254 .247 130 .806 .123 .497 -.861 1.106 
等分散を仮定しない .258 65.787 .797 .123 .475 -.826 1.071 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する .426 .515 .519 130 .605 .159 .306 -.447 .765 
等分散を仮定しない .510 58.341 .612 .159 .312 -.465 .783 
 事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する 1.677 .198 .185 130 .853 .034 .184 -.330 .399 
等分散を仮定しない .176 54.916 .861 .034 .194 -.355 .423 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する .548 .460 .174 130 .862 .045 .257 -.463 .552 
等分散を仮定しない .168 56.220 .867 .045 .267 -.489 .579 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する .880 .350 .288 130 .774 .090 .314 -.532 .713 
等分散を仮定しない .275 55.617 .784 .090 .329 -.568 .749 
 CSR経営項目 
等分散を仮定する .533 .467 .910 130 .364 .71016 .78034 -.83366 2.25398 
等分散を仮定しない .869 55.450 .389 .71016 .81716 -.92717 2.34749 
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も差異は見られなかった。CSR活動の阻害要因の総合で順位 1位であったのが，この「本業の忙しさ」であったが
（図表 3-18参照），「本業の忙しさ」が，具体的にCSR活動を阻害しているということはデータ的には認められない，
という結果となった。とりわけ，個々の，そして領域別での，CSR 課題への取り組み や CSR 経営統合項目におい
ても，である。 
 
 b） 「人材の不足」の影響 
 2つ目の CSR活動阻害要因は「人材の不足」である。CSR活動の阻害要因 1位として，この「人材の不足」を選
択した事業所とそうでない事業所の質問票の回答の平均値の差を分析したものが，図表 4- 19 である。「人材の
不足」の CSR活動に与える影響，とりわけ阻害要因としてのそれをみてみよう。 
 図表 4-19の「独立サンプルの検定」の問 1の欄の「等分散性のための Levene検定」にある有意確率は.002で
ある。したがって Levene 検定は，.002＜.05 であるので，有意である。よって，「等分散を仮定しない」の行の値を
採用し，その値を確認すると，t 値 3.531，自由度 51.352，有意確率.001 となる。したがって，平均の差の検定





 次に ISO26000 という用語やその内容の認識の回答についての平均値に差があるかどうかについてである。図
表 4-19 の「独立サンプルの検定」の問 2 の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.615であり，Levene
検定は，.05＜.615 となるので，有意ではないとみなせる。したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。
その t 値 2.657，自由度 130，有意確率.009 であり，.009＜.01 となるので，「人材の不足」を CSR 活動の阻害要
因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所で，ISO26000 についての認識度の平均値には顕著な有意差
がある，とみなせる（t＝2.657，df＝130，p<.01）。グループ統計量で実数を確認すると，ISO26000 についても，
「人材の不足」を阻害要因 1 位に選択している事業所の方が，そうでない事業所よりも，ISO26000 についての認
識度が高いという結果になっている。 
 しかし「人材の不足」を選択しているグループの方が，そうでないグループよりも，CSR についての認識も，ISO 
26000 についてのそれも，約 0.6 ポイントほど認識度が高い，という結果になっている。  
 次は，問 3 の CSR 活動についての自己評価度についての回答の平均値に差があるかどうかについてである。
図表 4-19 の「独立サンプルの検定」の問 3 の欄の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.442 であり，
Levene検定は，.05＜.442の結果，有意でないとみなせる。したがって，「等分散を仮定する」の行の値を採用し，
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図表4-19：CSR活動阻害要因としての「人材の不足」の影響 
グループ統計量 
 問5の1位に⑧を選択 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容を
ご存じですか 
1.00:選択 19 4.211 .5353 .1228 
.00：非選択 112 3.634 1.1390 .1076 
問2 ISO26000の存在やその内容を
ご存じですか 
1.00 20 3.00 1.214 .271 
.00 112 2.21 1.219 .115 
問3 CSR活動に取り組んでいます
か 
1.00 20 3.20 1.196 .268 
.00 110 3.16 1.317 .126 
問6取組課題数 
1.00 20 16.70 10.648 2.381 
.00 112 17.23 8.078 .763 
 組織統治取組数 
1.00 20 1.90 1.683 .376 
.00 112 2.03 1.521 .144 
 人権取組課題数 
1.00 20 2.65 1.461 .327 
.00 112 2.85 1.217 .115 
 労働取組課題数 
1.00 20 4.85 3.100 .693 
.00 112 5.53 2.394 .226 
 環境取組課題数 
1.00 20 1.60 1.789 .400 
.00 112 1.43 1.511 .143 
 事業慣行取組課題数 
1.00 20 1.10 1.021 .228 
.00 112 1.05 .919 .087 
 消費者課題取組数 
1.00 20 1.75 1.410 .315 
.00 112 1.37 1.273 .120 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加取組課題数 
1.00 20 2.85 1.872 .418 
.00 112 2.98 1.542 .146 
 CSR経営統合課題項目 
1.00 20 5.2500 4.30269 .96211 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 9.725 .002 2.161 129 .033 .5766 .2668 .0488 1.1044 
等分散を仮定しない 3.531 51.352 .001 .5766 .1633 .2488 .9044 
問2 
等分散を仮定する .254 .615 2.657 130 .009 .786 .296 .201 1.371 
等分散を仮定しない 2.665 26.308 .013 .786 .295 .180 1.391 
問3 
等分散を仮定する .594 .442 .115 128 .909 .036 .316 -.589 .662 
等分散を仮定しない .123 28.055 .903 .036 .296 -.569 .642 
問6取組課題数 
等分散を仮定する 4.893 .029 -.258 130 .797 -.532 2.064 -4.616 3.551 
等分散を仮定しない -.213 23.065 .833 -.532 2.500 -5.704 4.639 
 組織統治領域取組数 
等分散を仮定する .733 .393 -.338 130 .736 -.127 .375 -.869 .616 
等分散を仮定しない -.315 24.861 .756 -.127 .403 -.957 .703 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する .723 .397 -.650 130 .517 -.198 .305 -.801 .405 
等分散を仮定しない -.572 23.939 .572 -.198 .346 -.913 .517 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する 4.475 .036 -1.111 130 .269 -.677 .609 -1.882 .528 
等分散を仮定しない -.928 23.217 .363 -.677 .729 -2.184 .831 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する 2.825 .095 .454 130 .650 .171 .377 -.575 .918 
等分散を仮定しない .404 24.083 .690 .171 .425 -.705 1.048 
 事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する 2.083 .151 .205 130 .838 .046 .227 -.402 .495 
等分散を仮定しない .190 24.804 .851 .046 .244 -.457 .550 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する .843 .360 1.222 130 .224 .384 .314 -.238 1.005 
等分散を仮定しない 1.138 24.851 .266 .384 .337 -.311 1.079 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する 2.299 .132 -.341 130 .733 -.132 .387 -.898 .634 
等分散を仮定しない -.298 23.826 .768 -.132 .443 -1.047 .783 
 CSR経営統合課題項目 
等分散を仮定する .404 .526 .315 130 .753 .30357 .96338 -1.6023 2.2094 
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 さて，次に「人材の不足」をCSR活動の阻害要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所のCSR課題へ
の取組実績の平均値に差があるかどうかをみてみよう。まずは CSR 課題取組総数の平均の差である。図表 4-19











 最後に「人材の不足」を CSR 活動の阻害要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR経営統合
項目の取組実績の回答における平均に差があるかどうかを確認する。図表 4-19 の「独立サンプルの検定」の
CSR 経営統合項目の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率を確認すると，.526 であり，Levene 検
定.05＜.526 となるので，有意ではなく，したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。その数値は，t
値.315，自由度 130，有意確率.753 であり，差の検定は.05＜.753 となり，「人材の不足」を CSR 活動の阻害要因
1位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR経営統合項目における回答の平均値には有意差がない，
とみなせる（ｔ＝.315，df＝130，n.s.）。 
 この「人材の不足」は，CSR 活動の阻害要因の総合順位 2 位の阻害要因になっていたが（図表 3-18 参照），こ
れを CSR活動の阻害要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所の間では，CSRや ISO26000の認識に
関して，回答の平均値に有意差がみられたが，CSR 活動やその取組実績に関しては，有意差はみられなかった。
しかも有意差がみられた項目でも，阻害要因の 1位に選択している事業所の方が，そうでない事業所よりも，認識
度が高いという結果を示していた。つまり「人材の不足」という要因は，CSR と ISO26000 の認識度に関しては，阻




 c） 「情報や知識の不足」の影響 
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要因 1 位として，この「情報や知識の不足」を選択した事業所とそうでない事業所の質問票の各回答の平均の差
の検定の結果を示している。 
 図表 4-20の「独立サンプルの検定」の問 1の欄の「等分散性のための Levene検定」にある有意確率は.116で
ある。したがって Levene 検定は，.05＜.116 から，有意でないとみなせるので，「等分散を仮定する」の行の値を
採用する。その値を確認すると，t 値-1.912，自由度 129，有意確率.058 となる。したがって，2 の母平均の検定
は，.05＜.058 となり，「情報や知識の不足」を CSR活動の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業
所で，問 1 の CSRについての認識度の平均値には有意差がない，とみなせる結果となった（ｔ＝-1.912，df＝129，
n.s.）。 
 次に ISO26000 という用語やその内容の認識の回答についての差の検定結果である。図表 4-20 の「独立サン
プルの検定」の問 2の「等分散性のための Levene検定」の有意確率を確認すると，その数値は.111であり，Leve 
ne 検定は，.05＜.111 の結果，有意ではないとみなせる。したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。
その t 値-1.126，自由度 130，有意確率.262 であり，.05＜.262 という差の検定値の結果，「情報や知識の不足」
を CSR 活動の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所で，ISO26000 についての認識度につい
ての回答の平均値に有意差はない，とみなせる（t＝-1.126，df＝130，n.s.）。 
 次は，問 3 の CSR 活動についての自己評価度についての回答の平均値に差があるかどうかについてである。






 さて，次に「情報や知識の不足」を CSR活動の阻害要因 1位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR
課題への取組実績の平均値に差があるかどうかをみてみよう。まずは CSR 課題取組総数の平均の差である。図
表 4-20の「独立サンプルの検定」の問6取組課題数の欄の「等分散性のためのLevene検定」の有意確率は.050





 領域別にみても，すべての領域において，「情報や知識の不足」をCSR活動阻害要因 1位に選択している事業 
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図表4-20：CSR活動阻害要因としての「情報や知識の不足」の影響 
グループ統計量 
 問5の1位に⑦を選択 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容
をご存じですか 
1.00 選択 29 3.379 1.1776 .2187 
.00 未選択 102 3.814 1.0505 .1040 
問2 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか 
1.00 29 2.10 1.145 .213 
.00 103 2.40 1.271 .125 
問3 CSRという用語やその内容
をご存じですか 
1.00 28 3.36 1.193 .225 
.00 102 3.12 1.322 .131 
問6取組課題数 
1.00 29 16.86 6.637 1.232 
.00 103 17.23 8.948 .882 
 組織統治領域取組数 
1.00 29 1.97 1.375 .255 
.00 103 2.02 1.590 .157 
 人権領域取組課題数 
1.00 29 2.79 .861 .160 
.00 103 2.83 1.346 .133 
 労働領域取組課題数 
1.00 29 5.66 2.349 .436 
.00 103 5.36 2.562 .252 
 環境領域取組課題数 
1.00 29 1.10 1.145 .213 
.00 103 1.55 1.637 .161 
 事業慣行領域取組課題数 
1.00 29 1.10 .860 .160 
.00 103 1.05 .954 .094 
 消費者課題領域取組数 
1.00 29 1.24 1.154 .214 
.00 103 1.48 1.335 .132 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域取組課題数 
1.00 29 3.00 1.282 .238 
.00 103 2.95 1.671 .165 
 CSR経営項目 
1.00 29 4.5517 3.27966 .60902 
.00 103 5.1165 4.13095 .40703 
独立サンプルの検定 
等分散性のため










差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1  
等分散を仮定する 2.501 .116 -1.912 129 .058 -.4344 .2271 -.8838 .0150 
等分散を仮定しない -1.794 41.515 .080 -.4344 .2421 -.9233 .0544 
問2 
等分散を仮定する 2.579 .111 -1.126 130 .262 -.295 .262 -.812 .223 
等分散を仮定しない -1.194 49.172 .238 -.295 .247 -.790 .201 
問3 
等分散を仮定する 1.570 .212 .866 128 .388 .239 .277 -.308 .787 
等分散を仮定しない .919 46.856 .363 .239 .261 -.285 .764 
問6取組課題数 
等分散を仮定する 3.917 .050 -.208 130 .836 -.371 1.788 -3.907 3.166 
等分散を仮定しない -.245 59.697 .807 -.371 1.515 -3.402 2.661 
 組織統治領域取組数 
等分散を仮定する 2.059 .154 -.166 130 .869 -.054 .325 -.697 .589 
等分散を仮定しない -.180 51.061 .858 -.054 .300 -.655 .548 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する 6.489 .012 -.122 130 .903 -.032 .264 -.555 .491 
等分散を仮定しない -.155 70.622 .877 -.032 .208 -.446 .382 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する .335 .564 .559 130 .577 .296 .529 -.751 1.343 
等分散を仮定しない .587 48.405 .560 .296 .504 -.717 1.309 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する 18.725 .000 -1.386 130 .168 -.450 .325 -1.092 .192 
等分散を仮定しない -1.686 63.744 .097 -.450 .267 -.983 .083 
 事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する 1.706 .194 .280 130 .780 .055 .196 -.334 .443 
等分散を仮定しない .296 49.146 .768 .055 .185 -.317 .427 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する 2.206 .140 -.859 130 .392 -.234 .273 -.774 .305 
等分散を仮定しない -.932 51.058 .356 -.234 .251 -.739 .271 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する 2.352 .128 .145 130 .885 .049 .335 -.615 .712 
等分散を仮定しない .168 57.584 .867 .049 .289 -.531 .628 
 CSR経営項目 
等分散を仮定する 2.233 .137 -.678 130 .499 -.56478 .83311 -2.21299 1.08342 
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0.622，n.s.），労働（等分散を仮定。ｔ＝.559，df＝130，n.s.），環境（等分散を仮定しない。ｔ＝-1.686，df＝63.744，
n.s.）， 事業慣行（等分散を仮定。ｔ＝.280，df＝130，n.s.），消費者課題 （等分散を仮定。ｔ＝-.859，df＝130，n. 
s.），そしてコミュニティー参加（等分散を仮定。ｔ＝.145，df＝130，n.s.），である。 
 最後に「情報や知識の不足」を CSR活動の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR 経
営統合項目の取組実績の回答における平均に差があるかどうかを確認する。図表 4-20の「独立サンプルの検定」
の CSR 経営統合項目の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率を確認すると，.137 である。 Levene
検定は，.05＜.137 から，有意ではなく，したがって「等分散を仮定する」の行の値を採用する。その数値は，t 値
-.678，自由度 130，有意確率.499 であり，差の検定は.05＜.499 であるので，「情報や知識の不足」を CSR 活動
の阻害要因 1 位に選択している事業所とそうでない事業所の CSR 経営統合項目における回答の平均値には有
意差はない，とみなせる（ｔ＝-.678，df＝130，n.s.）。 
 この「情報や知識の不足」は，CSR 活動の阻害要因の総合で順位 3 位の阻害要因として指摘されていた（図表








 4-5 CSR 経営統合課題項目の影響 
 
 ここでは，図表 2-7で示した CSR経営統合課題 14項目の影響を分析する。問 6の 36項目の CSR課題の内，
組織統治領域だけではなく，その他の領域にも分散している，CSR 課題を統合し，実施するには，特定のシステ
ムや手順などを備える必要のある CSR 課題の有無（実施しているか，いないか）で，とりわけ問 1,問 2 の CSR や
ISO26000 に関する認識度に対する回答や問 3 の CSR 活動に対する自己評価度についての回答に差があるか
どうかを確認する。 
 まず問 6-1「CSR課題を担当する役員や委員会，部署などが存在する」に「はい」と回答した事業所とそうでない
事業所の，問 1，問 2，問 3の回答における平均値の差の分析である。図表 4-21-1はこの結果を示す。独立サン
プルの検定の問 1 の欄の「等分散性のための Levene 検定」にある有意確率は.000 である。したがって，Levene
検定は，.000＜.05 であるから，有意であるとみなせ，「等分散を仮定しない」の行の値を採用することになる。そ
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したがって，2 の母平均の差の検定は.000＜.01 となり，CSR 関連の専門部署･担当者の有無に〇をつけた事業
所とそうでない事業所の，問 1 の CSR についての認識度についての平均値の差には，顕著な有意差がある，と
みなせる結果となった（ｔ＝7.648，df＝74.255，p＜.01）。 
 











1.はい 30 4.633 .6687 .1221 
0.いいえ 115 3.417 1.0921 .1018 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1.はい 30 3.03 1.402 .256 
0.いいえ 116 2.18 1.147 .106 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1.はい 30 4.47 .819 .150 











差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 14.135 .000 5.812 143 .000 1.2159 .2092 .8024 1.6295 
等分散を仮定しない 7.648 74.255 .000 1.2159 .1590 .8992 1.5327 
問2 
等分散を仮定する 4.751 .031 3.461 144 .001 .852 .246 .366 1.339 
等分散を仮定しない 3.075 39.609 .004 .852 .277 .292 1.413 
問3 
等分散を仮定する 15.617 .000 7.033 141 .000 1.653 .235 1.188 2.117 
等分散を仮定しない 8.780 66.793 .000 1.653 .188 1.277 2.028 
 
 この点は，問 2，問 3 に関しても同じであった。問 2 の欄の「等分散性のための Levene 検定」にある有意確率
は.031であり，.031＜.05であるので，「等分散を仮定しない」の行の数値をみると，t値 3.075，自由度 39.609，有
意確率.004 である。したがって.004＜.01 であり，CSR 担当の部署がある事業所とそうでない事業所との間で，問
1の CSRの認識度について，顕著な有意差がある，とみなせる（t＝3.075，df＝39.609，p＜.01）。問 3の欄の「等
分散性のための Levene検定」にある有意確率は.000であり，.000＜.05であるので，「等分散を仮定しない」の行
の数値を採用する。それらは t 値 8.780，自由度 66.793 で，有意確率.000 となる。したがって.000＜.01 であり，
CSR担当の部署がある事業所とそうでない事業所との間で，問 3のCSR活動の実施状況に関する自己評価にお
いても，顕著な有意差がある，とみなせる結果となった（t＝8.780，df＝66.793，p＜.01）。 
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問 1 と問 3 に関してはより顕著である傾向を伺える。 
 











1.はい 73 4.096 .9304 .1089 
0.いいえ 72 3.236 1.1566 .1363 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1.はい 73 2.63 1.230 .144 
0.いいえ 73 2.08 1.211 .142 
問3 CSR活動に取り組んで
いますか 
1.はい 73 3.81 1.138 .133 












差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 15.720 .000 4.935 143 .000 .8598 .1742 .5154 1.2041 
等分散を仮定しない 4.928 135.943 .000 .8598 .1745 .5148 1.2048 
問2 
等分散を仮定する .902 .344 2.712 144 .007 .548 .202 .149 .947 
等分散を仮定しない 2.712 143.962 .007 .548 .202 .149 .947 
問3 
等分散を仮定する 2.297 .132 6.868 141 .000 1.323 .193 .942 1.703 
等分散を仮定しない 6.865 140.417 .000 1.323 .193 .942 1.703 
 
 図表 4-21-3 は「コンプライアンスや企業不祥事防止，企業倫理向上などの社員研修を実施している」と回答し
ている事業所とそうでない事業所における問 1，2，3に対する回答の平均差を検定した結果を示している。 




け問 1 と問 3 に関して，この CSR 経営統合課題の項目を実施している事業所は，していない事業所よりも，CSR
関連の認識や取組に積極的であると解釈できる。 
 図表 4-21-4 は「自社の企業経営について広くステークホルダーとの意見交換や対話を行う施策がある」と回答
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1.はい 66 4.076 .9815 .1208 
0.いいえ 79 3.329 1.1404 .1283 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 66 2.59 1.277 .157 
0 80 2.16 1.195 .134 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 65 3.85 1.176 .146 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 9.375 .003 4.180 143 .000 .7466 .1786 .3936 1.0997 
等分散を仮定しない 4.237 142.863 .000 .7466 .1762 .3983 1.0950 
問2 
等分散を仮定する 1.796 .182 2.090 144 .038 .428 .205 .023 .834 
等分散を仮定しない 2.077 134.943 .040 .428 .206 .020 .836 
問3 
等分散を仮定する 2.242 .137 6.389 141 .000 1.256 .197 .868 1.645 








 図表 4-21-5 は「取引業者の選定や契約締結の判断基準として CSRを踏まえた調達ガイドラインがある」と回答
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1.はい 26 4.346 .9774 .1917 
0.いいえ 119 3.521 1.1112 .1019 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 26 3.31 1.258 .247 
0 120 2.15 1.150 .105 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 26 4.12 1.177 .231 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 2.549 .113 3.500 143 .001 .8251 .2357 .3591 1.2911 
等分散を仮定しない 3.801 40.429 .000 .8251 .2171 .3866 1.2637 
問2 
等分散を仮定する 1.407 .237 4.577 144 .000 1.158 .253 .658 1.658 
等分散を仮定しない 4.319 34.636 .000 1.158 .268 .613 1.702 
問3 
等分散を仮定する 2.518 .115 4.304 141 .000 1.167 .271 .631 1.702 
等分散を仮定しない 4.507 38.926 .000 1.167 .259 .643 1.690 
 











1.はい 26 4.269 1.1852 .2324 
0.いいえ 119 3.538 1.0798 .0990 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 27 3.04 1.400 .269 
0 119 2.20 1.161 .106 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 27 4.07 1.269 .244 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する .100 .752 3.074 143 .003 .7314 .2379 .2612 1.2017 
等分散を仮定しない 2.895 34.649 .007 .7314 .2526 .2184 1.2445 
問2 
等分散を仮定する 3.571 .061 3.244 144 .001 .835 .257 .326 1.344 
等分散を仮定しない 2.883 34.567 .007 .835 .290 .247 1.424 
問3 
等分散を仮定する .994 .321 4.203 141 .000 1.126 .268 .596 1.655 
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1.はい 66 3.985 1.1162 .1374 
0.いいえ 79 3.405 1.0803 .1215 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 66 2.59 1.265 .156 
0 80 2.16 1.206 .135 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 66 3.70 1.301 .160 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 2.287 .133 3.170 143 .002 .5798 .1829 .2182 .9413 
等分散を仮定しない 3.161 136.753 .002 .5798 .1834 .2170 .9425 
問2 
等分散を仮定する 1.056 .306 2.090 144 .038 .428 .205 .023 .834 
等分散を仮定しない 2.080 136.089 .039 .428 .206 .021 .836 
問3 
等分散を仮定する .000 1.000 4.817 141 .000 .996 .207 .587 1.404 
等分散を仮定しない 4.778 132.123 .000 .996 .208 .583 1.408 
 











1.はい 93 3.903 1.0639 .1103 
0.いいえ 52 3.250 1.1354 .1575 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 94 2.51 1.233 .127 
0 52 2.08 1.234 .171 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 91 3.53 1.311 .137 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 3.983 .048 3.461 143 .001 .6532 .1887 .2802 1.0263 
等分散を仮定しない 3.398 100.001 .001 .6532 .1923 .2718 1.0347 
問2 
等分散を仮定する .170 .681 2.034 144 .044 .434 .213 .012 .855 
等分散を仮定しない 2.034 105.294 .044 .434 .213 .011 .857 
問3 
等分散を仮定する 1.412 .237 4.690 141 .000 1.008 .215 .583 1.433 
等分散を仮定しない 4.927 122.395 .000 1.008 .205 .603 1.413 
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1.はい 40 4.150 1.0990 .1738 
0.いいえ 105 3.486 1.0929 .1067 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 40 2.75 1.354 .214 
0 106 2.21 1.177 .114 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 39 3.92 1.265 .202 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 1.549 .215 3.266 143 .001 .6643 .2034 .2623 1.0663 
等分散を仮定しない 3.258 70.190 .002 .6643 .2039 .2577 1.0709 
問2 
等分散を仮定する 3.442 .066 2.382 144 .019 .542 .228 .092 .993 
等分散を仮定しない 2.235 62.520 .029 .542 .243 .057 1.028 
問3 
等分散を仮定する 2.286 .133 4.488 141 .000 1.048 .234 .586 1.510 
等分散を仮定しない 4.441 66.938 .000 1.048 .236 .577 1.519 
 
 図表 4-21-9は「社員の不正不法行為を防止するための社内倫理規定がある」と回答している事業所とそうでな
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1.はい 75 4.120 .8693 .1004 
0.いいえ 70 3.186 1.1831 .1414 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 76 2.58 1.268 .145 
0 70 2.11 1.186 .142 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 75 3.79 1.131 .131 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 25.636 .000 5.444 143 .000 .9343 .1716 .5950 1.2735 
等分散を仮定しない 5.388 126.180 .000 .9343 .1734 .5911 1.2775 
問2 
等分散を仮定する 1.613 .206 2.282 144 .024 .465 .204 .062 .867 
等分散を仮定しない 2.288 143.961 .024 .465 .203 .063 .866 
問3 
等分散を仮定する 2.476 .118 6.815 141 .000 1.316 .193 .934 1.698 
等分散を仮定しない 6.801 138.309 .000 1.316 .194 .933 1.699 
 











1.はい 55 3.909 1.1749 .1584 
0.いいえ 90 3.522 1.0834 .1142 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 56 2.52 1.362 .182 
0 90 2.26 1.167 .123 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 55 3.64 1.282 .173 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する .212 .646 2.020 143 .045 .3869 .1915 .0084 .7654 
等分散を仮定しない 1.981 107.141 .050 .3869 .1953 -.0003 .7740 
問2 
等分散を仮定する 3.759 .054 1.238 144 .218 .262 .212 -.156 .681 
等分散を仮定しない 1.194 103.382 .235 .262 .220 -.173 .698 
問3 
等分散を仮定する .144 .705 3.527 141 .001 .773 .219 .340 1.206 
等分散を仮定しない 3.519 113.974 .001 .773 .220 .338 1.208 
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1，p=.001，∴p＜.01｝で顕著な有意差がある，とみなせる。 
 図表 4-21-11は「広報や啓蒙活動などを含め，自社のCSR活動の情報公開を行っている」と回答している事業

















1.はい 31 4.516 .6768 .1216 
0.いいえ 114 3.439 1.1213 .1050 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 31 2.94 1.209 .217 
0 115 2.20 1.215 .113 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 31 4.39 .715 .128 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 12.339 .001 5.096 143 .000 1.0775 .2114 .6596 1.4955 
等分散を仮定しない 6.708 79.706 .000 1.0775 .1606 .7578 1.3972 
問2 
等分散を仮定する .000 .986 2.993 144 .003 .735 .246 .250 1.221 
等分散を仮定しない 3.002 47.633 .004 .735 .245 .243 1.228 
問3 
等分散を仮定する 22.023 .000 6.650 141 .000 1.566 .235 1.100 2.031 
等分散を仮定しない 8.959 85.889 .000 1.566 .175 1.218 1.913 
 
 図表 4-21-12 は「自社において取り扱っている製品の成分，製造方法，安全性などに関する情報を公表してい
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1.はい 39 4.051 1.0247 .1641 
0.いいえ 106 3.528 1.1398 .1107 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 39 2.67 1.344 .215 
0 107 2.24 1.196 .116 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 39 3.77 1.111 .178 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 4.307 .040 2.515 143 .013 .5230 .2080 .1119 .9340 
等分散を仮定しない 2.642 74.861 .010 .5230 .1979 .1287 .9173 
問2 
等分散を仮定する 2.686 .103 1.831 144 .069 .424 .231 -.034 .881 
等分散を仮定しない 1.734 61.272 .088 .424 .244 -.065 .912 
問3 
等分散を仮定する 6.046 .015 3.492 141 .001 .837 .240 .363 1.310 
等分散を仮定しない 3.791 81.228 .000 .837 .221 .397 1.276 
 











1.はい 67 4.179 .8335 .1018 
0.いいえ 78 3.231 1.1724 .1328 
問2 ISO26000の存在やそ
の内容をご存じですか 
1 67 2.60 1.280 .156 
0 79 2.15 1.188 .134 
問3 CSR活動に取り組ん
でいますか 
1 67 3.76 1.169 .143 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 26.988 .000 5.528 143 .000 .9483 .1716 .6092 1.2875 
等分散を仮定しない 5.668 138.377 .000 .9483 .1673 .6175 1.2791 
問2 
等分散を仮定する 2.425 .122 2.177 144 .031 .445 .204 .041 .849 
等分散を仮定しない 2.163 136.196 .032 .445 .206 .038 .852 
問3 
等分散を仮定する 2.852 .093 5.606 141 .000 1.130 .202 .731 1.528 
等分散を仮定しない 5.624 140.209 .000 1.130 .201 .733 1.527 
 
定する。ｔ＝5.606，df＝141，p=.000，∴p＜.01｝で顕著な有意差がある，とみなせる。 






















1 44 3.955 .8880 .1339 
0 101 3.545 1.2044 .1198 
問2 ISO26000の存在やその
内容をご存じですか 
1 44 2.45 1.320 .199 
0 102 2.31 1.219 .121 
問3 CSR活動に取り組んで
いますか 
1 44 3.43 1.189 .179 













差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 12.199 .001 2.029 143 .044 .4100 .2021 .0106 .8094 
等分散を仮定しない 2.282 109.335 .024 .4100 .1797 .0539 .7661 
問2 
等分散を仮定する .386 .535 .625 144 .533 .141 .225 -.305 .586 
等分散を仮定しない .605 76.054 .547 .141 .233 -.323 .604 
問3 
等分散を仮定する 3.308 .071 1.640 141 .103 .391 .239 -.080 .863 
等分散を仮定しない 1.732 94.281 .087 .391 .226 -.057 .840 
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ータを加工，操作して設定した変数と質問票の各回答における平均値の差の検定などを分析した結果を示す。










せる。したがって，「等分散を仮定しない」の行の値を採用する。それらは t 値-5.674，自由度 70.199，有意確率 
.000 であるので，母平均ｎ差の検定は，.000＜.01 であるので，県内資本と県外資本の事業所では，問 1 の CSR
についての認識度の回答の平均値には顕著な有意差がある，とみなせる（ｔ＝-5.674，df＝70.199，p<.01）。 
 次に問 2 の ISO26000 という用語やその内容の認識に差があるかどうかについてである。図表 4-22 の「独立サ
ンプルの検定」の問2の「等分散性のためのLevene検定」の有意確率は.040であり，.040＜.05であるので，Leve 
ne 検定は有意であるとみなせる。したがって「等分散を仮定しない」の行の値を採用し，t 値-2.334，自由度 40.5 
89，有意確率.025であり，.025＜.05であるので，県内資本と県外資本の事業所で，ISO26000についての認識度
の平均値に有意差がある，とみなせる（t＝-2.334，df＝40.589，p＜.025）。 
 次は，問 3，CSR 活動についての自己評価度に差があるかどうかについてである。図表 4-22 の「独立サンプル
の検定」の問 3の欄の「等分散性のための Levene検定」の有意確率は.000である。したがって Levene検定は.0 
00＜.01 であるので，有意であるとみなせる。故に「等分散を仮定しない」の行の値を採用し，それらを確認すると，
t 値-7.958，自由度 65.217，有意確率.000 であり，.000＜.01 となるので，県内資本と県外資本の事業所の CSR
活動に関する自己評価についての回答の平均値には顕著な有意差がある，とみなせる（ｔ＝-7.958，df＝65.217，
p＜.01）。 
 さて，次に県内資本と県外資本の事業所で，CSR 課題への取組実績に関する差異をみてみよう。まずは CSR
課題取組総数の平均の差についてである。図表 4-22の「独立サンプルの検定」の問 6取組課題数の欄の「等分













 県内外資本事業所 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 CSRという用語やその内容
をご存じですか（5段階評価） 
県内資本事業所 115 3.470 1.1342 .1058 
県外資本事業所 30 4.433 .7279 .1329 
問2 ISO26000の存在やその内容
をご存じですか（5段階評価） 
 県内資本事業所 116 2.22 1.180 .110 
県外資本事業所 30 2.87 1.383 .252 
問3 CSR活動に取り組んでいま
すか（5段階評価） 
県内資本事業所 114 2.85 1.250 .117 
県外資本事業所 29 4.38 .820 .152 
問6取組課題数 
県内資本事業所 116 14.64 7.189 .667 
県外資本事業所 30 26.43 7.094 1.295 
  組織統治領域取組数 
県内資本事業所 116 1.58 1.224 .114 
県外資本事業所 30 3.80 1.324 .242 
  人権領域取組課題数 
県内資本事業所 116 2.53 1.145 .106 
県外資本事業所 30 3.97 1.159 .212 
  労働領域取組課題数 
県内資本事業所 116 4.80 2.432 .226 
県外資本事業所 30 7.53 1.961 .358 
  環境領域取組課題数 
県内資本事業所 116 1.09 1.361 .126 
県外資本事業所 30 2.77 1.547 .282 
  事業慣行領域取組課題数 
県内資本事業所 116 .87 .870 .081 
県外資本事業所 30 1.80 .805 .147 
  消費者課題領域取組数 
県内資本事業所 116 1.10 1.114 .103 
県外資本事業所 30 2.67 1.155 .211 
   ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域取組課題数 
県内資本事業所 116 2.66 1.532 .142 
県外資本事業所 30 3.90 1.398 .255 
  CSR経営統合課題項目 
県内資本事業所 116 3.8707 3.05751 .28388 














差の 95% 信頼区間  
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 9.043 .003 -4.417 143 .000 -.9638 .2182 -1.3951 -.5324 
等分散を仮定しない -5.674 70.199 .000 -.9638 .1698 -1.3025 -.6250 
問2 
等分散を仮定する 4.307 .040 -2.563 144 .011 -.643 .251 -1.138 -.147 
等分散を仮定しない -2.334 40.589 .025 -.643 .275 -1.199 -.086 
問3 
等分散を仮定する 15.038 .000 -6.244 141 .000 -1.528 .245 -2.012 -1.045 
等分散を仮定しない -7.958 65.217 .000 -1.528 .192 -1.912 -1.145 
問6取組課題数 
等分散を仮定する .363 .548 -8.032 144 .000 -11.795 1.469 -14.698 -8.893 
等分散を仮定しない -8.096 45.637 .000 -11.795 1.457 -14.729 -8.862 
 組織統治領域 
等分散を仮定する .674 .413 -8.717 144 .000 -2.222 .255 -2.726 -1.718 
等分散を仮定しない -8.323 42.722 .000 -2.222 .267 -2.761 -1.684 
 人権領域 
等分散を仮定する .802 .372 -6.090 144 .000 -1.432 .235 -1.897 -.967 
等分散を仮定しない -6.047 44.774 .000 -1.432 .237 -1.909 -.955 
 労働領域 
等分散を仮定する 5.947 .016 -5.687 144 .000 -2.732 .480 -3.681 -1.782 
等分散を仮定しない -6.454 54.508 .000 -2.732 .423 -3.580 -1.883 
 環境領域 
等分散を仮定する 2.082 .151 -5.857 144 .000 -1.680 .287 -2.248 -1.113 
等分散を仮定しない -5.432 41.368 .000 -1.680 .309 -2.305 -1.056 
 事業慣行領域 
等分散を仮定する .265 .607 -5.292 144 .000 -.929 .176 -1.276 -.582 
等分散を仮定しない -5.540 48.057 .000 -.929 .168 -1.267 -.592 
 消費者課題領域 
等分散を仮定する .907 .342 -6.799 144 .000 -1.563 .230 -2.018 -1.109 
等分散を仮定しない -6.657 44.004 .000 -1.563 .235 -2.036 -1.090 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 
等分散を仮定する 2.124 .147 -4.008 144 .000 -1.236 .308 -1.846 -.627 
等分散を仮定しない -4.230 48.618 .000 -1.236 .292 -1.824 -.649 
 CSR経営統合項目 
等分散を仮定する 3.557 .061 -8.628 144 .000 -5.66264 .65633 -6.95992 -4.36536 












 最後に県内資本と県外資本の事業所の CSR 経営統合課題項目に関する取組実績における平均の差をみて
みよう。図表 4-22の「独立サンプルの検定」の CSR経営統合項目の欄の「等分散性のための Levene検定」の有






しても，県内資本と県外資本の事業所ではあきらかに CSR の認識，そして CSR 活動の自己評価，そして何より
CSR 経営統合課題項目を含む，CSR 課題への取組実績において，大きな差異がみられる。圧倒的に県外資本
の事業所のパフォーマンスが優れている。CSR 課題の取組実績では，県内資本事業所の平均値は 14.64 である
のに対して県外資本事業所のそれは 26.43である。にもかかわらず標準偏差にほとんど違いはない。14.64 という
取組課題数は全体平均の取組課題数 17を下回る。CSR経営統合課題の取組実績においても同様である。県内
資本事業所が 3.87であるのに対して，県外資本事業所は 9.5333 の平均値となっている。 
 県外資本の和歌山事業所は単に CSR 課題に個々に取り組んでいるというレベルを凌駕し，CSR のマネジメント
の域には達していると推測し得るが，県内資本の事業所はCSR課題取組総数14.64と平均取組課題数以下では，
CSR 課題にある程度取り組んでいるとかろうじていえる程度かもしれない。ましてや CSR 経営統合課題取組数の
平均値が 3.8 では，到底 CSR のマネジメントの域に達しているとは判断し得ない。 
 
 ⅱ） 規模:従業員と資本金 
 図表 4-23と 24は従業員と資本金の規模を，従業員は 300人未満か以上かで，資本金は 1億円未満か以上か













 従業員ダミー N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 
 1: 300人以上 33 4.333 .8898 .1549 
 0: 300人未満 112 3.473 1.1227 .1061 
問2 
 1 33 2.94 1.321 .230 
 0 113 2.19 1.177 .111 
問3 
1 31 4.19 .946 .170 
 0 112 2.88 1.274 .120 
問6取組課題数 
1  33 25.15 7.981 1.389 
0 113 14.70 7.252 .682 
組織統治領域取組数 
 1 33 3.52 1.584 .276 
 0 113 1.60 1.221 .115 
人権領域 〃 
1 33 3.94 1.171 .204 
 0 113 2.50 1.127 .106 
労働領域 〃 
1 33 7.27 2.254 .392 
 0 113 4.81 2.412 .227 
環境領域 〃 
1 33 2.39 1.540 .268 
 0 113 1.15 1.447 .136 
事業慣行領域 〃 
 1  33 1.64 .859 .150 
 0 113 .89 .890 .084 
消費者課題領域 〃 
 1 33 2.36 1.342 .234 
 0 113 1.15 1.136 .107 
ｺﾐｭﾆﾃｨ-参加領域 〃 
 1 33 4.03 1.380 .240 
0 113 2.59 1.492 .140 
CSR経営統合課題項目 
1 33 9.0606 4.07691 .70970 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 6.458 .012 4.040 143 .000 .8601 .2129 .4392 1.2810 
等分散を仮定しない 4.582 64.948 .000 .8601 .1877 .4852 1.2351 
問2 
等分散を仮定する 1.945 .165 3.146 144 .002 .754 .240 .280 1.227 
等分散を仮定しない 2.952 47.806 .005 .754 .255 .240 1.267 
問3 
等分散を仮定する 13.190 .000 5.361 141 .000 1.319 .246 .832 1.805 
等分散を仮定しない 6.332 63.392 .000 1.319 .208 .902 1.735 
問6取組課題数 
等分散を仮定する .561 .455 7.119 144 .000 10.452 1.468 7.550 13.354 
等分散を仮定しない 6.753 48.486 .000 10.452 1.548 7.341 13.564 
組織統治取組数 
等分散を仮定する 8.568 .004 7.379 144 .000 1.913 .259 1.401 2.426 
等分散を仮定しない 6.407 43.708 .000 1.913 .299 1.311 2.515 
人権領域 〃 
等分散を仮定する 1.188 .278 6.379 144 .000 1.435 .225 .990 1.880 
等分散を仮定しない 6.245 50.595 .000 1.435 .230 .974 1.896 
労働領域 〃 
等分散を仮定する 1.539 .217 5.244 144 .000 2.467 .471 1.537 3.397 
等分散を仮定しない 5.444 55.226 .000 2.467 .453 1.559 3.376 
環境領域 〃 
等分散を仮定する .846 .359 4.281 144 .000 1.243 .290 .669 1.818 
等分散を仮定しない 4.136 49.683 .000 1.243 .301 .640 1.847 
事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する .012 .913 4.248 144 .000 .743 .175 .397 1.088 
等分散を仮定しない 4.331 53.680 .000 .743 .171 .399 1.086 
消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する 4.465 .036 5.176 144 .000 1.213 .234 .750 1.677 
等分散を仮定しない 4.723 46.205 .000 1.213 .257 .696 1.730 
ｺﾐｭﾆﾃｨ-参加領域 〃 
等分散を仮定する 2.513 .115 4.949 144 .000 1.437 .290 .863 2.011 
等分散を仮定しない 5.165 55.705 .000 1.437 .278 .880 1.995 
CSR経営統合課題項目 
等分散を仮定する 8.806 .004 8.009 144 .000 5.20220 .64952 3.91838 6.48602 











 資本金ダミー N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 
1.00:一億円以上 46 4.283 .8073 .1190 
.00：一億円未満 96 3.396 1.1560 .1180 
問2 
1.00 46 2.83 1.198 .177 
.00 97 2.13 1.213 .123 
問3 
1.00 44 4.25 .751 .113 
.00 96 2.68 1.244 .127 
問6取組課題数 
1.00 46 24.54 6.940 1.023 
.00 97 13.74 6.930 .704 
組織統治取組数 
1.00 46 3.37 1.339 .197 
.00 97 1.41 1.197 .122 
人権領域 〃 
1.00 46 3.74 1.144 .169 
.00 97 2.44 1.118 .113 
労働領域 〃 
1.00 46 7.35 1.622 .239 
.00 97 4.47 2.433 .247 
環境領域 〃 
1.00 46 2.37 1.511 .223 
.00 97 1.03 1.388 .141 
事業慣行領域 〃 
1.00 46 1.61 .802 .118 
.00 97 .82 .890 .090 
消費者課題領域 〃 
1.00 46 2.30 1.263 .186 
.00 97 1.02 1.090 .111 
ｺﾐｭﾆﾃｨ-参加領域 〃 
1.00 46 3.80 1.544 .228 
.00 97 2.54 1.415 .144 
CSR経営統合課題項目 
1.00 46 8.5652 3.56310 .52535 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 13.579 .000 4.680 140 .000 .8868 .1895 .5122 1.2614 
等分散を仮定しない 5.291 121.373 .000 .8868 .1676 .5550 1.2186 
問2 
等分散を仮定する .074 .786 3.199 141 .002 .692 .216 .264 1.120 
等分散を仮定しない 3.213 89.465 .002 .692 .215 .264 1.120 
問3 
等分散を仮定する 28.107 .000 7.756 138 .000 1.573 .203 1.172 1.974 
等分散を仮定しない 9.247 127.723 .000 1.573 .170 1.236 1.909 
問6取組課題数 
等分散を仮定する .066 .797 8.702 141 .000 10.801 1.241 8.347 13.255 
等分散を仮定しない 8.698 88.359 .000 10.801 1.242 8.333 13.269 
組織統治領域 〃 
等分散を仮定する 2.911 .090 8.788 141 .000 1.957 .223 1.517 2.397 
等分散を仮定しない 8.441 80.147 .000 1.957 .232 1.496 2.419 
人権領域 〃 
等分散を仮定する 1.478 .226 6.428 141 .000 1.296 .202 .897 1.694 
等分散を仮定しない 6.375 86.658 .000 1.296 .203 .892 1.700 
労働領域 〃 
等分散を仮定する 13.941 .000 7.274 141 .000 2.874 .395 2.093 3.655 
等分散を仮定しない 8.357 125.339 .000 2.874 .344 2.193 3.554 
環境領域 〃 
等分散を仮定する 2.214 .139 5.235 141 .000 1.339 .256 .833 1.844 
等分散を仮定しない 5.079 82.061 .000 1.339 .264 .814 1.863 
事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する .283 .595 5.075 141 .000 .784 .154 .479 1.089 
等分散を仮定しない 5.267 97.314 .000 .784 .149 .489 1.079 
消費者課題領域〃 
等分散を仮定する 6.327 .013 6.249 141 .000 1.284 .205 .878 1.690 
等分散を仮定しない 5.928 77.842 .000 1.284 .217 .853 1.715 
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域〃 
等分散を仮定する .274 .602 4.862 141 .000 1.268 .261 .753 1.784 
等分散を仮定しない 4.712 81.891 .000 1.268 .269 .733 1.804 
CSR経営統合課題 
等分散を仮定する 7.494 .007 9.147 141 .000 5.13223 .56110 4.02298 6.24148 
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 それぞれのグループ統計量を確認しても，取組実績数の平均は全ての項目で 300人未満のグループと 300以
上のグループとの間で，歴然とした差がみられる。300 人以上の規模の事業所では，CSR という用語やその概念
の認識（問 1）の回答の平均値は 4.3，つまり「大まかに知っている」を超えた位置にあり，「CSR活動への取り組み
の自己評価」（問 3）の回答平均も 4.1，「ある程度取り組んでいる」を少し超えた位置にあるのに対して，300 人未
満のグループは対問 1 で 3.4，「現在調査中」を超えた位置に，対問 3 で 2.8，「現在調査中」のやや手前に回答
の平均値がある。それぞれ 1段階のひらきがある。対問 2（ISO26 000の用語やその内容の認識）については，対
問 1，3 ほどではないが，約 1 段階のひらきがある。問 6 の CSR 課題取組実績数に関しても，300 人以上の事業
所は平均取組課題数の 17を超える 25項目であるが 300人未満の事業所は 14.7項目にとどまっている。領域別
にみても同様であり，とりわけCSR経営統合課題項目に関しては，300人未満と以上のグループでは倍以上の平
均の差がみられる。 
 こうした傾向は，従業員規模だけではない。図表 4-24 の資本金規模の「グループ統計量」をみても，同様の傾
向が見てとれ，同様の指摘を行うことができよう。 
 従業員 300 人，資本金 1 億円という設定ではあるが，大小 2 つのグループを設定して，それぞれのグループの
CSR 関連の認識度や CSR 課題取組実績に関する回答を比較すると，従業員，資本金とも規模という要因は，CS 
R や ISO26000 についての認識度，CSR 活動の自己評価や実際の取組実績などに影響を与えていることが，平
均の差の検定からも推測し得る。 
 
 ⅲ） 業種:製造業と非製造業 
 次に図表 4-25は製造業と非製造業というグループ間に，CSRや ISO26000の認識，CSR活動の自己評価やそ
の取組実績に差があるかどうかを分析した結果を示したものである。「独立サンプルの検定」の問 1 の欄の「等分
散性のための Levene 検定」にある有意確率は.236 であるので，Levene 検定は有意ではない。したがって「等分
散を仮定する」の行の値を採用する。それらは，t 値.316，自由度 143，有意確率.752 であるので，製造業と非製
造業の間の「CSR という用語やその概念についての認識」に関する回答の平均値に有意差はない，とみなせる結
果であった（ｔ＝.316，df＝143，n.s.）。 
 次に ISO26000 という用語やその内容の認識の回答についての差の検定結果である。図表 4-25 の「独立サン




がある，とみなせる（t＝-2.058，df＝135.563, p <.05）。 










 業種ダミー変数 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 
1.00 製造業 76 3.697 1.0834 .1243 
.00  非製造業 69 3.638 1.1878 .1430 
問2 
1.00 77 2.16 1.148 .131 
.00 69 2.58 1.322 .159 
問3 
1.00 74 3.16 1.272 .148 
.00 69 3.16 1.389 .167 
問6取組課題数 
1.00 77 18.09 8.168 .931 
.00 69 15.91 8.973 1.080 
組織統治領域取組数 
1.00 77 2.10 1.474 .168 
.00 69 1.96 1.604 .193 
人権領域 〃 
1.00 77 2.82 1.295 .148 
.00 69 2.84 1.279 .154 
労働領域 〃 
1.00 77 5.53 2.371 .270 
.00 69 5.17 2.813 .339 
環境領域 〃 
1.00 77 1.86 1.604 .183 
.00 69 .96 1.355 .163 
事業慣行領域 〃 
1.00 77 1.10 .897 .102 
.00 69 1.01 .978 .118 
消費者課題領域 〃 
1.00 77 1.58 1.281 .146 
.00 69 1.25 1.277 .154 
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
1.00 77 3.09 1.515 .173 
.00 69 2.72 1.644 .198 
CSR経営統合課題項目 
1.00 77 5.1948 3.90357 .44485 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 1.417 .236 .316 143 .752 .0597 .1886 -.3131 .4325 
等分散を仮定しない .315 138.091 .753 .0597 .1895 -.3149 .4343 
問2 
等分散を仮定する 4.874 .029 -2.074 144 .040 -.424 .204 -.828 -.020 
等分散を仮定しない -2.058 135.563 .042 -.424 .206 -.831 -.016 
問3 
等分散を仮定する .567 .453 .012 141 .990 .003 .223 -.437 .443 
等分散を仮定しない .012 137.551 .990 .003 .223 -.439 .444 
問6取組課題数 
等分散を仮定する .213 .645 1.535 144 .127 2.178 1.419 -.626 4.982 
等分散を仮定しない 1.527 138.264 .129 2.178 1.426 -.642 4.997 
組織統治領域 〃 
等分散を仮定する .576 .449 .579 144 .564 .147 .255 -.356 .651 
等分散を仮定しない .576 138.779 .566 .147 .256 -.359 .653 
人権領域 〃 
等分散を仮定する .085 .771 -.105 144 .917 -.022 .213 -.444 .399 
等分散を仮定しない -.105 142.626 .917 -.022 .213 -.444 .399 
労働領域 〃 
等分散を仮定する 2.637 .107 .836 144 .405 .359 .429 -.490 1.207 
等分散を仮定しない .828 133.673 .409 .359 .433 -.498 1.215 
環境領域 〃 
等分散を仮定する 9.229 .003 3.643 144 .000 .901 .247 .412 1.389 
等分散を仮定しない 3.677 143.525 .000 .901 .245 .416 1.385 
事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する .020 .888 .576 144 .565 .089 .155 -.217 .396 
等分散を仮定しない .573 138.690 .567 .089 .156 -.219 .398 
消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する .523 .471 1.595 144 .113 .338 .212 -.081 .757 
等分散を仮定しない 1.595 142.367 .113 .338 .212 -.081 .757 
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する 1.057 .306 1.401 144 .163 .366 .261 -.150 .883 
等分散を仮定しない 1.395 138.894 .165 .366 .263 -.153 .885 
CSR経営統合課題項目 
等分散を仮定する .068 .794 .520 144 .604 .33973 .65361 -.95217 1.63163 
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示している。 
 次は，問 3 の CSR 活動についての自己評価度についての回答の平均に差があるかどうかについてである。図
表 4-25 の「独立サンプルの検定」の問 3 の欄の「等分散性のための Levene 検定」の有意確率を確認すると，そ
の値は.453であり，Levene検定は，.05＜.401となるので，有意でないとみなせる。したがって「等分散を仮定する」
の行の値を採用する。その数値は t値.012，自由度 141，有意確率.990であり，2つの母平均の差の検定は，.05



















かを確認する。図表 4-25 の「独立サンプルの検定」の CSR 経営統合項目の欄の「等分散性のための Levene 検
定」の有意確率を確認すると，.794 であるので，Levene 検定は，.05＜.794 という結果から有意ではない。したが
って「等分散を仮定する」の行の値を採用する。その数値は，t 値.520，自由度 144，有意確率.604 であり，差の
検定は.05＜.604 となるので，製造業と非製造業との間の CSR経営統合項目における回答の平均には有意差は
ない，とみなせる（ｔ＝.520，df＝144，n.s.）。 
                                            
31 図表 3-19，3−23，3-27 および元データを分析すると，この差は「ISO14000シリーズの認証」を取得しているかどうかが影響していると考
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 ⅳ）CSR 関連概念の認識パターンの差異の影響 
 図表 4-26 は CSR 関連概念の認識パターンの差異による，CSR 活動におけるパフォーマンスへの影響を検討








プで再分析した結果を図表 4-26 は提示している。グループ 3 を包含した分析が完遂し得なかったことは残念で
あるが，3 つのグループによる分析結果であっても，認識パターンの違いによる CSR 課題のパフォーマンスへの
影響という，分析の趣旨は間接的には果たせるであろうという判断で，3グループによる各CSR課題のパフォーマ
ンスについての回答の平均値の差の分析結果を以下に言及する。 
 図表 4-26 の多重比較の表の「有意確率」の列の数値から，5%以下の有意確率の数値を示している項目をピッ




どちらも知らないグループは 1.65 であり，CSR 活動の自己評価度は CSR 関連概念を知っているほど，高い傾向
であることをうかがわせる結果となっている。 
 次に対問 6 の CSR 課題取組総数項目に関しては，1.両方知っているグループと 4.両方知らないグループ，そ
して 2.CSRだけを知っているグループと 4.両方知らないグループとの間に有意差（前者の有意確率は.000，後者
のそれは.005）を確認し得る。記述統計で確認すると両方知っているグループの取組課題数の平均は 20 課題，
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1.00: 33 3.91 1.208 .210 3.48 4.34 1 5 
2.00 58 3.55 1.029 .135 3.28 3.82 1 5 
4.00 31 1.65 .877 .158 1.32 1.97 1 4 
合計 122 3.16 1.375 .124 2.92 3.41 1 5 
問6取組課題数 
1.00 34 20.44 9.668 1.658 17.07 23.81 6 36 
2.00 59 17.56 7.960 1.036 15.49 19.63 0 36 
4.00 32 11.81 6.616 1.170 9.43 14.20 0 26 
合計 125 16.87 8.705 .779 15.33 18.41 0 36 
組織統治領域取組数 
1.00 34 2.88 1.701 .292 2.29 3.48 0 5 
2.00 59 2.05 1.513 .197 1.66 2.45 0 5 
4.00 32 1.19 1.030 .182 .82 1.56 0 4 
合計 125 2.06 1.578 .141 1.78 2.34 0 5 
人権領域 〃 
1.00 34 3.47 1.308 .224 3.01 3.93 0 5 
2.00 59 2.76 1.250 .163 2.44 3.09 0 5 
4.00 32 2.13 1.040 .184 1.75 2.50 0 5 
合計 125 2.79 1.303 .117 2.56 3.02 0 5 
労働領域 〃 
1.00 34 6.06 2.662 .457 5.13 6.99 1 9 
2.00 59 5.44 2.458 .320 4.80 6.08 0 9 
4.00 32 4.22 2.649 .468 3.26 5.17 0 9 
合計 125 5.30 2.634 .236 4.83 5.76 0 9 
環境領域 〃 
1.00 34 1.91 1.694 .291 1.32 2.50 0 4 
2.00 59 1.49 1.513 .197 1.10 1.89 0 4 
4.00 32 .81 1.355 .239 .32 1.30 0 4 
合計 125 1.43 1.567 .140 1.15 1.71 0 4 
事業慣行領域 〃 
1.00 34 1.29 .970 .166 .96 1.63 0 3 
2.00 59 1.10 .923 .120 .86 1.34 0 3 
4.00 32 .75 .916 .162 .42 1.08 0 3 
合計 125 1.06 .948 .085 .90 1.23 0 3 
消費者課題領域 〃 
1.00 34 1.76 1.478 .254 1.25 2.28 0 4 
2.00 59 1.56 1.277 .166 1.23 1.89 0 4 
4.00 32 .66 .745 .132 .39 .92 0 2 
合計 125 1.38 1.294 .116 1.15 1.61 0 4 
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
1.00 34 3.06 1.455 .250 2.55 3.57 1 6 
2.00 59 3.15 1.585 .206 2.74 3.57 0 6 
4.00 32 2.06 1.294 .229 1.60 2.53 0 4 
合計 125 2.85 1.540 .138 2.58 3.12 0 6 
CSR経営統合課題項目 
1.00 34 6.7647 4.79936 .82308 5.0901 8.4393 .00 14.00 
2.00 59 5.2542 3.68404 .47962 4.2942 6.2143 .00 14.00 
4.00 32 2.7500 2.44949 .43301 1.8669 3.6331 .00 8.00 
合計 125 5.0240 4.02104 .35965 4.3121 5.7359 .00 14.00 
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多重比較 
Tukey HSD  
従属変数 (I) CSR認識１ (J) CSR認識１ 平均値の
差 (I-J) 




2.00 .357 .228 .264 -.18 .90 
4.00 2.264* .262 .000 1.64 2.88 
2.00 
1.00 -.357 .228 .264 -.90 .18 
4.00 1.907* .233 .000 1.35 2.46 
4.00 
1.00 -2.264* .262 .000 -2.88 -1.64 
2.00 -1.907* .233 .000 -2.46 -1.35 
問6取組課題数 
1.00 
2.00 2.882 1.756 .232 -1.28 7.05 
4.00 8.629* 2.009 .000 3.86 13.39 
2.00 
1.00 -2.882 1.756 .232 -7.05 1.28 
4.00 5.747* 1.791 .005 1.50 10.00 
4.00 
1.00 -8.629* 2.009 .000 -13.39 -3.86 
2.00 -5.747* 1.791 .005 -10.00 -1.50 
組織統治取組数 
1.00 
2.00 .832* .315 .025 .08 1.58 
4.00 1.695* .360 .000 .84 2.55 
2.00 
1.00 -.832* .315 .025 -1.58 -.08 
4.00 .863* .321 .022 .10 1.63 
4.00 
1.00 -1.695* .360 .000 -2.55 -.84 
2.00 -.863* .321 .022 -1.63 -.10 
人権領域 〃 
1.00 
2.00 .708* .262 .021 .09 1.33 
4.00 1.346* .300 .000 .63 2.06 
2.00 
1.00 -.708* .262 .021 -1.33 -.09 
4.00 .638* .267 .048 .00 1.27 
4.00 
1.00 -1.346* .300 .000 -2.06 -.63 
2.00 -.638* .267 .048 -1.27 .00 
労働領域 〃 
1.00 
2.00 .618 .552 .504 -.69 1.93 
4.00 1.840* .631 .012 .34 3.34 
2.00 
1.00 -.618 .552 .504 -1.93 .69 
4.00 1.222 .563 .080 -.11 2.56 
4.00 
1.00 -1.840* .631 .012 -3.34 -.34 
2.00 -1.222 .563 .080 -2.56 .11 
環境領域 〃 
1.00 
2.00 .420 .329 .410 -.36 1.20 
4.00 1.099* .376 .011 .21 1.99 
2.00 
1.00 -.420 .329 .410 -1.20 .36 
4.00 .679 .335 .110 -.12 1.47 
4.00 
1.00 -1.099* .376 .011 -1.99 -.21 
2.00 -.679 .335 .110 -1.47 .12 
事業慣行領域 〃 
1.00 
2.00 .192 .201 .606 -.28 .67 
4.00 .544 .230 .051 .00 1.09 
2.00 
1.00 -.192 .201 .606 -.67 .28 
4.00 .352 .205 .204 -.13 .84 
4.00 
1.00 -.544 .230 .051 -1.09 .00 
2.00 -.352 .205 .204 -.84 .13 
消費者課題領域 〃 
1.00 
2.00 .205 .264 .718 -.42 .83 
4.00 1.108* .302 .001 .39 1.83 
2.00 
1.00 -.205 .264 .718 -.83 .42 
4.00 .903* .270 .003 .26 1.54 
4.00 
1.00 -1.108* .302 .001 -1.83 -.39 
2.00 -.903* .270 .003 -1.54 -.26 
ｺﾐｭﾆﾃｨ参加領域 〃 
1.00 
2.00 -.094 .319 .953 -.85 .66 
4.00 .996* .365 .020 .13 1.86 
2.00 
1.00 .094 .319 .953 -.66 .85 
4.00 1.090* .325 .003 .32 1.86 
4.00 
1.00 -.996* .365 .020 -1.86 -.13 
2.00 -1.090* .325 .003 -1.86 -.32 
CSR経営統合課題 
1.00 
2.00 1.51047 .81158 .154 -.4151 3.4361 
4.00 4.01471* .92836 .000 1.8120 6.2174 
2.00 
1.00 -1.51047 .81158 .154 -3.4361 .4151 
4.00 2.50424* .82752 .008 .5408 4.4677 
4.00 
1.00 -4.01471* .92836 .000 -6.2174 -1.8120 
2.00 -2.50424* .82752 .008 -4.4677 -.5408 
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 認識パターンと CSR課題のパフォーマンスに関する全体的傾向としては，1 と 4，2 と 4の平均値の差に統計的








ーマンスであった。この 2 つの領域に関しては，CSR 関連概念を知らないよりも知っている方が，しかも CSR だけ
ではなく，CSR と ISO26000 の両方を知っているグループの方が，取組実績においても好結果を出しており，「両
方知っているグループ」＞「CSR だけを知っているグループ」＞「両方知らないグループ」という構図が成り立つ。 
 CSR経営統合課題項目において，この構図が成り立てば，単にCSR課題に取り組んでいる，というニュアンスを
超えた「CSR のマネジメント」という域に達した CSR 経営という次元でみれば32，CSR 関連の概念の認識パターン
の違いと CSR 課題への取り組みパフォーマンスの間により顕著な違い（差）がみてとれる，と言及し得るのかもし















                                            

















事業所の CSR 課題への取り組み方やそのパフォーマンスの違いに見て取れる傾向の考察を中心に，CSR 経営





 5-1 和歌山県下事業所の CSR 経営における特徴と課題 
 
 1）仮説検証に関する考察 
 本書の仮説は，CSR 課題に取り組んでいるという認識が稀薄でも，ましてや ISO26000 の存在やそれが社会的
責任経営の課題として求めている課題に対処しているつもりがなかったとしても，日本企業であれば，地方都市
の中堅･中小企業であっても，ある程度は CSR 課題に取り組んでいる，しかし諸々の CSR 課題を統合し，かつそ
れらを組織の意思決定の枠組みに組み込んだ形でそれらにコミットする「CSR のマネジメント」という域の CSR 経
営には達していないであろう，というものであった。 
 CSR とまったく関係ないと考えていた自社のルーティンや経営慣行，はたまた単なる法令遵守事項として取り組
んでいるに過ぎないと認識していた事柄が，実は ISO26000 という社会的責任経営の制度がそれとして求める CS 
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である。 
 さて，当該仮説に関して，質問票に回答を寄せてくれた 146 事業所の集計や分析の結果，問 6 の CSR課題へ
の取り組み状況から判断し得ることは以下の通りである。146 社の問 6 の 36 項目の CSR課題に対する平均取組






る」を合わせた「取り組んでいる」と回答したのは 73社で 50%である（図表 3-10参照）。CSR という概念に関しては
2 割，ISO26000 に関しては 6 割が「知らない」と回答しているにもかかわらず，かつ「CSR に取り組んでいる」と回
答しているのが 5割であるにもかかわらず，5 割以上の 74社が平均取組課題数以上の取組実績があるということ
は，和歌山県下の事業所は，CSR 課題に取り組んでいる，ましてや ISO26000 に対処しているという意識がなくと
も，ある程度は CSR 課題に取り組んでいる，という本調査の仮説を裏付けると判断できないであろうか（図表 2-3
の仮説 1）。 
 その他のいくつかの分析においてもこうした点を支持し得る結果が出ている。たとえば図表 4-11-①の取り組み
方の分布傾向と図表 4-2 の回帰分析の結果である。図表 4-11-①のヒストグラムを確認すると，回答が正規分布
の形に収まっており，平均値の 17 項目の周辺に集まっている。平均の 17 課題を超えて CSR 課題に取り組んで
いる事業所は 74 社であったが，全体として 146 社中 97 社が取組課題数 8.46 から 25.66 項目の範囲に収まり，
統計的に回答の分布も均質であることを示している。 
 また問 1や問 2の CSRや ISO26000の認識度と問 6の CSR課題の取組実績の回帰分析を行った図表 4-2で
は，問 1 と問 6，問 2 と問 6 との間には，正の相関はあっても，因果は確認し得なかったので，「CSR の認識度と
CSR 課題の取組実績は関係ない」と「ISO26000 の認識度と CSR 課題の取組実績は関係ない」の 2 つの帰無仮
説が支持される結果となっている。 
 ただし，問 3 と問 6 との間には正の相関だけではなく，因果を確認し得ており，「CSR活動に取り組んでいるとい
う自己認識とCSR課題の取組実績は関係ない」という帰無仮説が棄却され，「CSR活動に取り組んでいるという自
己認識が CSR 課題の取組実績に影響する」という対立仮説が支持される結果となっている。CSR や ISO26000 と
いう概念の単なる理解度とCSR活動に取り組んでいるという自覚は異なる，と考えれば， 図表 4-2の分析結果を，
「取り組んでいるという自覚があることによって，パフォーマンスも高くなる」が，「自覚がそれほど高くなくても，ある
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てみよう。図表 3-19，3-23 の集計結果やその分析結果を示す図表 4-11，とりわけその②，③，⑧や図表 4-12，
13，14 から，質問票に回答を寄せてくれた和歌山県下事業所は，人権，労働の領域およびコミュニティー参加の
領域の一部には，総じて取り組んでいる傾向を示していた。 





CSR 課題として重視されだした，情報公開やそれに基づく対外的な関係形成を必要とする CSR 課題が多く含ま
れる。たとえば図表 4-13，14にあるように「自社において取り扱っている商品の成分，製造方法，安全性などに関














 第一に図表 4-11の②と⑨の組織統治領域と CSR経営統合課題項目に関する 146社の取り組みパターンであ
る。これらの領域への取り組みは，環境や事業慣行の領域と同じく，平均値よりも低位の取組数に回答が集中し
ており，回答数や実施している項目にバラツキがある。組織統治領域で多くの事業者が実施していると回答して
いる課題項目は「労働安全衛生法の業務を担う担当者がいる」の 102 社であり，CSR 課題統合課題項目では，
「ハラスメントなど従業員の諸権利や苦情に関する相談窓口や担当者，もしくは規定などを設けている」の 94社で
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数も相対的に少ない。 
 こうした点を検証するのが，第二の分析結果である，図表 4-21 の CSR 経営統合課題項目の実施有無と CSR
や ISO26000の認識度，そしてCSR活動の自己評価との回答における平均の差を分析した t検定の結果である。






多い項目群，である。㋐が最も多く，8 項目，次いで㋑の 5 項目，そして㋒は 1 項目あった。それらの具体的な項
目内容は図表 5-1に示す通りである。この分類は，ある意味，146事業所にとっての CSR経営統合課題 14項目
の難易度を示している。 
 ㋒の問 6 の⑮の「ハラスメントなど従業員の諸権利や苦情に関する相談窓口や担当者，規定などを設けている」















                                            
33 有意差を確認し得なかったのは，以下の 4項目についてのみであった。ⓐ問 6-㉕「取引業者の製品や製造方法における安全性，公平
性などの情報を収集･把握している」×問 2「ISO26000 の認識度」，ⓑ問 6-㉙「自社において取り扱っている製品の成分，製造方法，安全
性などに関する情報を公表している」×問 2 「ISO26000 の認識度」，ⓒ問 6-㉝「過去 5 年の間に，産官学もしくは地域の公的，公益，非
営利機関などと連携して実施した事業の実績がある」×問 2「ISO26000 の認識度」，そして同じくⓓ問 6-㉝「過去 5 年の間に，産官学もし
くは地域の公的，公益，非営利機関などと連携して実施した事業の実績がある」×問 3「CSR 活動の自己評価」，である。 
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⑥「取引業者の選定や契約締結の判断基準として CSR を踏まえた調達ガイドラインがある」 
㉒「原材料などの購入先選定の際，成分や製造方法などにおける環境負荷を判断材料に加味している」 
㉕「取引業者の製品や製造方法における安全性，公平性などの情報を収集･把握している」 
㉗「広報や啓蒙活動などを含め，自社の CSR 活動の情報公開を行っている」 
㉙「自社において取り扱っている製品の成分，製造方法，安全性などに関する情報を公表している」 























 ㋑は 146社中約 5割弱の事業所で実施されている CSR経営統合課題項目である。社内向けのCSR経営統合
課題項目には比較的対処されていることを示している。 





度，CSR活動の自己評価に関するパフォーマンスが圧倒的に異なる（図表 4-21 参照）。 




が 14 項目中 11 項目において見受けられるというものであった。 
 しかし見方を変えれば，CSR や ISO26000 に関する認識度の高低が，CSR 経営統合課題項目の実施に寄与し
ているとも解せなくはない。図表 4-1の相関分析の結果では，問 1の CSRの認識度と CSR経営統合課題項目，
問 2と同項目，そして問 3と同項目との間には，正の相関を確認し得ている。ただし図表 4-10の回帰分析におい
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る，という認識が高いほど，CSR 経営統合課題項目の取組実績も高かったのは先に述べたとおりである。概念や
用語としての CSR や ISO26000 の認識度ではなく，CSR へのコミットに関する自己評価が高いほど，取組実績も
高かった，ということは，CSR への取り組みに対する意識の高低が CSR 課題への取組実績の良し悪しにも影響し，
意識の高い事業所ほど CSR経営統合課題項目における取組実績が優れている，ということを示唆している。CSR
経営統合課題項目の取組実績は，CSR経営に対する意識の高低をはかる指標と位置づけられる。 
 その意味で，図表 4-21や図表 5-1を再確認すると，146社の内で，これらの 14項目の多くで，それらを実施し
ている事業所は少数派で，CSR マネジメントの体制もしくは仕組みや対外的な問題に関する項目の実績は芳しく
なく，しかも CSR 経営統合課題項目を実施している事業所は図表 5-1 の㋒，㋑の②を除き，相対的に少数派で








統治や CSR 経営統合課題など，CSR の諸課題を統合し，組織の意思決定の枠組みに組み込み，全社的（組織
的）に対処するという域の CSR 課題への取り組みは，全体的には十分ではない，というものである。 
 
 
 2）和歌山県下事業所の CSR 課題へのコミット様式･CSR 経営の現状における特徴 
  
 ①和歌山県下事業所の CSR 活動にとっての影響要因 
 次にこうした現状を引き起こす背景や要因の考察にも寄与するであろう，その他の分析結果から明らかとなった，
回答事業所 146社における CSR経営の特徴をまとめる。本書の 4章では，問 4，5において質問した，CSR活動
の促進要因と阻害要因の影響を平均の差の検定から分析した。図表 3-18に示したように，CSR活動の促進要因
の総合としては，1 位「地域社会への貢献」，2 位「経営理念等に社会的責任の履行がある」，3 位「顧客からの評
価」が，阻害要因の総合としては，1位「本業の忙しさ」，2位「人材の不足」，3位「情報や知識の不足」が重視され，
それぞれを促進要因1位に選択している事業所とそうでない事業所，そして阻害要因1位に選択している事業所
とそうでない事業所の，CSR や ISO26000 の認識度，CSR 活動の自己評価，そして CSR 課題の取組実績の差を
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と，ほとんどの項目の回答において，有意差を確認し得なかった。 
 促進要因に関しては，促進要因総合順位 1 位の「地域社会への貢献」を，CSR 活動促進要因の 1 位に選択し
ていた事業所とそうでない事業所の間で，CSR の認識度に関する回答にのみ有意差がみられ，「地域社会への











 そして促進要因総合順位 3位の「顧客からの評価」を CSR活動促進要因の 1位に選択している事業所とそうで
ない事業所との間の回答には，どの項目においても，有意差はなかった。 
 また阻害要因総合 1位の「本業の忙しさ」，総合 3位の「情報や知識の不足」を CSR活動の阻害要因 1位に選
択していた事業所とそうでない事業所との間には，どの項目にも有意差はなかった。総合 2 位の「人材の不足」を
CSR活動阻害要因の 1位に選択している事業所とそうでない事業所の間に，CSR と ISO2600 0の認識度に関す
る項目においてのみ，有意差がみられた。しかし「人材の不足」を阻害要因 1 位に選択している事業所の方が，
そうでない事業所よりも，CSRや ISO26000に関する認識度が高い，という結果を示しており，回答事業所によって
指摘された，総合 1位から 3位の阻害要因 3つは，回答事業所の CSR関連の認識や CSR課題への取り組みに
関して，影響しているとは考えにくい，少なくとも阻害要因としては作用していない，という結果となった。 
 総合的に判断すると，回答事業所が「促進要因」や「阻害要因」であると考えていた（選択した）要因は，各事業
所の CSR関連の認識や取組実績に重大な影響を与えているとは考えにくいと指摘できよう（図表 4-15から 4-20
を参照）。 
 ただし図表 4-15から 4-20では，促進/阻害各要因をある種，説明変数的に扱っている。結果を解釈する際に，
各促進，阻害要因を原因と位置づけ，認識度や取組実績の差を，原因に起因する結果であるかのように記述し
ている。しかし平均の差の検定は，因果関係を規定し得るものではない35。別の観点もしくは要素を加えると，また
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は各要因が選択された背景を考えれば，これらの要因，とりわけ阻害要因の，違った側面がみえてくる。たとえば，
3章の図表 3-31から図表 3-36のクロス集計で提示したように，規模（従業員数と資本金額）と問 1の「CSR という
用語やその概念の認識」，問 3 の「CSR 活動に関する自己評価」との間には，回答の傾向もしくは分布に統計的
に有意な結果があった。しかし問 2の「ISO26000という用語やその内容の認識」とのクロス集計では，回答の分布
に統計的有意はなかった。 
 つまり従業員や資本金の規模が大きい事業所の方が，小さい事業所よりも，相対的に CSRの認識度や CSR活
動の自己評価度が高い傾向にあった。 
 そこで 4 章において，規模の差異による回答の平均値の差の分析を行った。図表 4-23，4-24 の平均の差の検
定の結果，従業員規模では 300 人を，資本金規模では 1 億円を基準に，大小 2 つのグループを設定し，それぞ
れの問 1 の CSR の認識，問 2 の ISO26000 についての認識，問 3 の CSR 活動の自己評価，そして問 6 の CSR
課題の取組実績などについての回答における差を比較した結果，規模の大きい事業所ほど，小さい事業所と比












 ただ，こうした点を補うために，業種による平均の差の検定も実施した。それらは図表 4-25 である。製造業か非
製造業かの区分であるが，製造業と非製造業で，CSR や ISO26000 の認識度，CSR 活動の自己評価度，そして
CSR 課題への取組実績に関する回答の平均値の差を分析した結果は，ISO26000 の認識度と環境領域の取組
                                            
36 クロス集計の際にも言及したが，クロス集計分析において，規模と問 2 の ISO26000 の認識度に関する回答の傾向において，統計的に




し得た場合においても同じ傾向があった。CSR と ISO26000 という 2つの用語もしくは概念に関する認識度にそもそも大きなギャップがあっ
たことが大きな要因として考えられる。そもそも CSR と ISO26000 の認識に関する回答は，「知らなかった」と「聞いたことはあるがあまり知ら
ない」を合わせた「知らない」と回答している事業所が，CSRの場合は 31社であるのに対して，ISO26000の場合は 93社と 3倍の格差があ















 従業員数や資本金などの規模以外に，もう一つ，調査対象事業所の CSR 関連概念の認識度や取組実績に影
響を与えていると考えられる変数がある。それは県内外資本の区分である38。 
 図表 4-22 で分析したように，県内資本と県外資本では，県外資本の事業所が県内資本の事業所よりも，CSR
や ISO26000の認識度，CSR活動の自己評価，そしてCSR課題への取組実績において，圧倒的な好パフォーマ
ンスを示していた。とりわけ CSR 課題の取組実績に関しては，取組総数では県外資本事業所の平均取組課題数
が 26 項目であるのに対して，県内資本事業所のそれは 14 項目であった。前者は全体の平均取組課題数 17 の
約 1.5倍の課題数に取り組んでいるのに対して，県内資本事業所は平均以下である。また組織統治や CSR経営
統合課題項目に絞ってみれば，前者で約 2 倍，後者にいたっては 2.4 倍の差がある（県外：組織統治領域取組
課題数＝3.8 課題，CSR 経営統合課題項目取組数＝9.5 課題，県内：組織統治領域取組課題数＝1.58 課題，
CSR 経営統合課題項目取組数＝3.8課題）。 
 さらに以下のグループ設定をして，平均の差の検定を行い，この傾向を確認してみた。それはⓐ「県外資本･従







                                            
37 有意差の確認し得た部分では，ISO26000 の認識で，製造業よりも非製造業の方が，認識度が高いという意外な結果が出ていた。環境















 合算変数 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
問1 
1.00:県外資本･300人･1億円以上 18 4.667 .4851 .1143 
.00：県内資本･300人･1億円未満 126 3.548 1.1071 .0986 
問2 
1.00 18 3.17 1.425 .336 
.00 127 2.24 1.187 .105 
問3 
1.00 17 4.65 .493 .119 
.00 125 2.97 1.276 .114 
問6取組課題数 
1.00 18 29.83 4.866 1.147 
.00 127 15.32 7.408 .657 
組織統治領域取組課題数 
1.00 18 4.44 .922 .217 
.00 127 1.71 1.273 .113 
人権領域 〃 
1.00 18 4.50 .924 .218 
.00 127 2.60 1.150 .102 
労働領域 〃 
1.00 18 8.39 1.195 .282 
.00 127 4.94 2.450 .217 
環境領域 〃 
1.00 18 3.17 1.249 .294 
.00 127 1.20 1.437 .127 
事業慣行領域 〃 
1.00 18 2.06 .725 .171 
.00 127 .93 .875 .078 
消費者課題領域 〃 
1.00 18 3.00 1.085 .256 
.00 127 1.21 1.152 .102 
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 
1.00 18 4.28 1.320 .311 
.00 127 2.73 1.530 .136 
CSR経統合課題営項目 
1.00 18 11.2778 2.80348 .66079 














差の 95% 信頼区間 
下限 上限 
問1 
等分散を仮定する 9.734 .002 4.221 142 .000 1.1190 .2651 .5949 1.6432 
等分散を仮定しない 7.411 48.095 .000 1.1190 .1510 .8155 1.4226 
問2 
等分散を仮定する 3.004 .085 3.009 143 .003 .923 .307 .317 1.529 
等分散を仮定しない 2.622 20.482 .016 .923 .352 .190 1.656 
問3 
等分散を仮定する 18.616 .000 5.358 140 .000 1.679 .313 1.059 2.299 
等分散を仮定しない 10.163 52.844 .000 1.679 .165 1.348 2.010 
問6取組課題数 
等分散を仮定する 6.959 .009 8.055 143 .000 14.510 1.801 10.950 18.071 
等分散を仮定しない 10.977 29.572 .000 14.510 1.322 11.809 17.212 
 組織統治領域 〃 
等分散を仮定する 2.780 .098 8.784 143 .000 2.736 .311 2.120 3.351 
等分散を仮定しない 11.172 27.167 .000 2.736 .245 2.233 3.238 
 人権領域 〃 
等分散を仮定する 1.400 .239 6.711 143 .000 1.902 .283 1.341 2.462 
等分散を仮定しない 7.910 25.123 .000 1.902 .240 1.407 2.397 
 労働領域 〃 
等分散を仮定する 17.259 .000 5.852 143 .000 3.444 .589 2.281 4.607 
等分散を仮定しない 9.679 41.320 .000 3.444 .356 2.726 4.162 
 環境領域 〃 
等分散を仮定する 1.458 .229 5.525 143 .000 1.970 .357 1.265 2.675 
等分散を仮定しない 6.142 23.866 .000 1.970 .321 1.308 2.632 
 事業慣行領域 〃 
等分散を仮定する 1.487 .225 5.212 143 .000 1.126 .216 .699 1.554 
等分散を仮定しない 5.999 24.585 .000 1.126 .188 .739 1.513 
 消費者課題領域 〃 
等分散を仮定する .789 .376 6.202 143 .000 1.787 .288 1.218 2.357 
等分散を仮定しない 6.492 22.793 .000 1.787 .275 1.218 2.357 
 ｺﾐｭﾆﾃｲｨｰ参加領域 〃 
等分散を仮定する 1.502 .222 4.074 143 .000 1.545 .379 .796 2.295 
等分散を仮定しない 4.554 23.974 .000 1.545 .339 .845 2.246 
 CSR経営統合課題項目 
等分散を仮定する 1.723 .191 8.916 143 .000 7.08880 .79505 5.51722 8.66038 
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CSR のマネジメントや「CSR 経営」の質を判断するのに寄与する項目に関しては，ⓐのグループとⓑのグループ
では，ダブルスコア以上の格差がある。 
 したがって，和歌山県下事業所における CSR 経営は，量的にも質的にも県外資本の事業所（30 事業所）が牽
引している。さらにいえば，18社の県外資本で従業員数 300以上，資本金 1億円以上の事業所が牽引しており，
全体のパフォーマンスを押し上げている，ということが伺える。 






 ②認識という要因の解釈と和歌山県下事業所における CSR 経営の現状における影響 




の平均値の差の検定も行った。図表 4-26 の分散分析である。そこでは以下の 3 つの認識パターンの違うグルー
プを設定し，そのグループとそれ以外の CSR 活動の自己評価度と CSR 課題へのパフォーマンスを比較した。そ
の認識パターンとは，①CSRと ISO26000の両方を知っているグループ，②CSRは知っているが ISO26000を知ら





が最も少なく， CSR だけではなく ISO26000 をも承知しているグループのパフォーマンスが CSR だけを知ってい
るグループよりも多く，最も高いパフォーマンスを示す結果であった。 
 認識パターンと CSR 課題の取組実績の全体的傾向としては，①と③，②と③の平均値の差に統計的な有意を
確認し得たが，「CSR と ISO26000 の両方知っているグループと CSR だけを知っているグループ」のパフォーマン
スの平均値に統計的には有意差はなかった。 














「ISO26000 を知っているが CSR を知らない」というグループのサンプルが少なすぎ，4 パターンでの分析ではなく，
3 パターンでの分析にとどまっている。そして回帰分析で CSR や ISO26000 の認識度と CSR 課題の取組実績と
の因果が否定されている結果を鑑み，仮説 1を直接裏付ける資料としては採用しなかった。 
 しかし分散分析の結果からも，CSR 関連概念の認識度が，もしくはやや飛躍した解釈表現になるが，CSR 活動
に対する意欲が，CSR 課題への取り組み方に重大な影響を及ぼしているであろう，とは指摘し得るかもしれない。
さらに CSR と ISO26000 の両方を知っている件数，それらの認識度のどちらにおいても，県外資本の事業所が県
内資本の事業所よりも，高いと推察し得る（図表 3-31，3-32，3-35，3-36，図表 5-2 などを総合して判断）。 








 5-2  和歌山県下事業所における CSR 経営の課題とその改善策 
 
 質問票の集計･分析から指摘し得る，和歌山県下事業所の CSR 経営の現状における課題は，主に 2 つある。
第一に，和歌山県下事業所の CSR経営のパフォーマンスが少数の県外資本事業所に依存していること，第二に，
CSR のマネジメントとしての取り組みの実績や意識が低いこと，である。 
 この和歌山県下事業所の CSR 経営をめぐる現状の問題を解決，改善，緩和する最も合理的な方法は，主に県
内資本事業所の CSR 経営のパフォーマンスを改善することである。とりわけ CSR のマネジメント機能を高めること，
それに向けた意識改善を図ることであろう。 
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一，「CSR や ISO26000 への取り組みがまだ一般的にはマイナーなので，意欲的な取り組みは行っていない。一
般的になれば取り入れる（県内資本，製造業，50 人未満，500 万円未満:取組課題数 8 項目）」， 
 
二，「個々別々に取り組んでいるが，体制を設けて本格的には取り組む必要性を感じていない（県内資本，非製
造業，500 人以上，3 億円以上，取組課題数 18 項目）」， 
 
三，「会社が小さいため，制度化した CSR は不要と考える（県内資本，製造業，50 人未満，1 億円未満，取組課
題数 18 項目）」，などである。 
 







内資本，非製造業，100 人未満，3 億円未満，取組課題数 9 項目）」 
 
六，「各種における雇用創出に努めているが，その他の分野へも今後取り組みたいと思う（県外資本，非製造業，







う。企業にとっては CSR の規格であると受け止めている（県外資本，製造業，100 人未満，1 億円未満，取組











































 2 章において検討したように，ISO26000 が目指す社会的責任経営は抑制指向の意思決定に特徴がある。それ
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り方を，推奨する。 













が必要になるであろうし，素材や中間財を扱う，つまり B to B の事業所がⓐを指向するのであれば，サプライチェ
ーンでかかわる業者間で CSR 関連事項の情報の収集と共有が必須になろう。 












類型すると，図表 5-3 のようになる（図表中の番号は，図表 5-1 の CSR経営統合課題項目の番号を意味する）。 
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Ⅵ 結 論：和歌山県下事業所の CSR経営の発展と普及に向けて 
 
 
 本書は，社会的責任経営の国際的制度というべき ISO26000 の理解度や適合度を目安に，和歌山県下に所在
する事業所の CSR 経営の状況を調査し，その特徴と課題，そして問題解決の一端を提示してきた。調査前の見
立てでもあり，実証すべき仮説として以下の課題を設定した。それは地方都市の中堅･中小企業とはいえ，日本
企業は，意図してか，意図せずしてかにかかわらず，ISO26000 の求める CSR 課題に，一定程度には取り組んで
いる。しかしそれを ISO26000に適合している，もしくはCSR活動に取り組んでいるという自覚は稀薄で，かつ諸々








 CSR という用語や概念については，比較的多くの事業所に浸透していたのに対して，調査時点では ISO26000


























する。本書の分析結果は 2012 年 11 月前後の現状を抽出したものである。その後，経営者協会やその他の経済
団体，業界団体などの尽力により，諸々の和歌山県下の事業所における ISO26000 に対する認識度もおそらくは
格段に高まっているであろう。現に質問票においては，「CSR や ISO26000 に組織的，本格的には取り組む必要
性を感じていない」と回答していた県内資本の事業所が，CSR経営に本格的に取り組みだした。その理由や動機，




















マネジメントを CSR経営と捉える（Clarkson 1991,1995a,1995b; Clarkson Center for Business Ethics 1999;水尾･
田中 2004;小山 2011）。それは諸刃の剣である。ステークホルダーの要求や満足は必ずしも社会の発展や公益
にかなうとは限らない。むしろ偏った共益を助長し，CSR という概念や行為を徹頭徹尾忌み嫌ったミルトン･フリー
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付属資料２：業種分類細目 
























































   











電気･ガス 電気･ガス･熱供給･水道業 電気業，ガス業，熱供給業，水道業 





























飲食･宿泊 飲食業･宿泊業 一般飲食店，遊興飲食店，宿泊業 
  ＊ここでの業種区分は日本標準産業分類（平成 11 年版）をベースにしている。 
































業種 製造 卸･小売り 金融･保険 運輸 不動産 建設 
事情所数/構成比 77(52.7%) 15（10.2%） 4（2.7%） 14（9.6%） 5（3.4%） 10（6.8%） 
業種 電気･ガス 情報通信 サービス 教育･学習支援 複合サービス 飲食･宿泊 
事情所数/構成比 3（20.3%） 4（2.73%） 11（7.5%） 1（0.6%） 1（0.6%） 1（0.6%） 
 
アンケート調査票回収事業所の従業員規模構成 
従業員規模 50 人未満 50 人以上 100 人未満 100人以上 300 人未満 300 人以上 500 人未満 500 人以上 
事業所数(構成比) 41(28%) 31（21.2%） 41（28%） 7（4.7%） 26（17.8%） 
 
アンケート回収事業所の資本金規模構成 
資本金規模 5 百万円未満 5 百万円以上 1 千万
円未満 






事業所数(構成比) 4(2.7%) 4(2.7%) 89（60.9%） 10（6.8%） 36（24.6%） 3（2.05%） 
 
アンケート回収事業所の CSR／ISO26000 という用語･内容の認識状況 





























アンケート回収事業所の CSR 活動状況 
問 3 回答構成 ①取組予定なし ②興味はあるが未実施 ③現在調査中 ④ある程度の実施 ⑤積極的に取組中 N/A 















1 位として選択されている CSR 活動の推進要因と障害要因の構成 
CSR 活動に取り組む上で重視する目的や理由 CSR 活動に取り組む上で障害となる要因 
要因･理由 事業所数（構成比） 要因･理由 事業所数（構成比） 
1 位 経営理念等における社会的責任の履
行を掲げている 
39（26.7%） 1 位 本業の忙しさ 35（23.9%） 
2 位 地域社会への貢献 30（20.5%） 2 位 情報や知識の不足 29（19.8%） 
3 位 顧客からの評価 28（19.1%） 3 位 人材不足 20（13.6%） 
4 位 売上げ，利益の維持･増加 12（8.2%） 4 位 経営上のメリットが見えない 16（10.9%） 
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CSR 活動の推進要因と阻害要因の総合での順位 
CSR 活動に取り組む目的や理由 回答数（%） CSR 活動への取り組みの阻害要因 回答数（%） 
1 位 ⑨地域社会への貢献 94（21.4%） 1 位 ③本業の忙しさ 71（16.2%） 
2 位 ⑤経営理念等に社会的責任の履行がある 73（16.6%） 1 位 ⑧人材の不足 71（16.2%） 
3 位 ⑦顧客からの評価 72（16.4%） 3 位 ⑦情報や知識の不足 70（15.9%） 
4 位 ⑧取引先からの評価 43（9.8%） 4 位 ⑤経営上のメリットがみえない 37（8.4%） 
5 位 ⑥従業員の満足の向上 38（8.6%） 5 位 ②業績の不安定 26（5.9%） 
10 位 ⑩自由回答 2（0.4%） ⑩自由回答 4（0.9%） 
N/A 50（11.4%） N/A 85（19.4%） 
総計 438 総計 438 
 
 
取り組み事業所数の多い CSR 課題とその回答構成 
事業所数の多い取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-Q10 労災，健康保険などへの加入 136 / 93.1% 人権（労働慣行とも関連） 
2 位 問 6-Q9 各種の休暇･休業制度を整備している 127 / 86.9% 人権（労働慣行とも関連） 
3 位 問 6-Q17 定年退職者の再雇用制度の実施･運用 121 / 82.8% 労働 
4 位 問 6-Q11 昇進，異動，配置転換の公平性，能力主導 111 / 76.0% 労働（人権とも関連） 
5 位 問 6-Q5 労働安全衛生法の業務を担う担当者の存在 102 / 69.8% 組織統治（労働慣行とも関連） 
 
 
取り組み事業所数の少ない CSR 課題とその回答構成 
事業所数の少ない取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-Q26 政党･政治団体への恒常的寄附など 23 / 15.7% 事業慣行 
2 位 問 6-Q4 利害関係者との対話を踏まえた意思決定 27 / 18.4%% 組織統治 
3 位 問 6-Q6 CSR を加味した契約締結や調達ガイドライン 26 / 17.8% 人権（組織統治とも関連） 
4 位 問 6-Q1 CSR 担当役員や専門部署･担当者の存在 30 / 20.5% 組織統治 
5 位 問 6-Q27 CSR への取り組みや実績などの情報公開 31 / 21.2% 消費者問題 
 
取り組み事業所数の拮抗する CSR 課題とその回答構成 
事業所数の拮抗する取組課題 課題概要 事業所数／割合 CSR 課題領域の区分 
1 位 問 6-Q2 社会的責任を意識した行動規準や方針の存在 73 / 50% 組織統治 
2 位 問 6-Q23 汚染/廃棄物の排出削減や再利用の促進 71 / 48.6%% 環境 
2 位 問 6-Q28 地域住民や希望者への社内見学などの実施 71 / 48.6% 消費者問題（ｺﾐｭﾆﾃｨ参画とも関
連） 
4 位 問 6-Q24 社員の不祥事防止の社内倫理規定などの存在 76 / 52.0% 事業慣行（組織統治とも関連） 













従業員区分と Q4 一位 
 従業員数 CSR 活動に取り組む上で重視する目的や理由は何か 優先順位 1 位 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N/A 総計 
1. 50 人未満 5 1 1 1 7 1 12 2 6 
 
5 41 
2. 50人以上 100 人未満 2 
  
1 3 4 7 4 9 
 
1 31 






7 5 10 
 
3 41 
4. 300 人以上 500 人未満 








5. 500 人以上 1 
  











従業員区分と Q5 一位クロス 
 従業員区分と Q5 位一位 貴社が CSR 活動に取り組む上で生涯となる要因は何ですか 優先順位 1 位 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N/A 総計 




8 4 4 
 
5 41 
2. 50人以上 100 人未満 2 2 9 1 4 2 3 4 2 1 1 31 
3. 100 人以上 300 人未満 3 1 8 
 
3 1 12 8 
 
1 4 41 







   
1 7 
5. 500 人以上 1 1 7 
  
3 4 4 1 2 3 26 


















っている N/A 総計 
1 製造業 4 10 5 44 14 1 78 






















6 建設業 1 
 






























12 飲食宿泊 1 
     
1 






















1 製造業 29 24 9 16 
 
78 





1 1 1 1 4 








6 建設業 4 1 
 
3 2 10 




























   
1 
総計 46 47 13 35 5 146 
     χ2（カイ二乗）検定値 0.520 
付属資料4-5:業種区分と問3（CSR活動の状況についての自己評価）クロス集計表 
実測値 











り組んでいる N/A 総計 
1 製造業 9 18 8 31 9 3 78 








4 運輸･運送･旅客運送業 3 2 1 4 3 
 
13 





6 建設業 2 1 2 3 2 
 
10 







2 1 1 
 
4 


















    
1 













































他 N/A 総計 
1 知らなかった 1 
   
1 1 1 2 
  
2 8 














4 大まかに知っている 5 1 
 
4 21 3 19 4 20 
 
1 78 
5 詳しく知っている 1 
   




    
1 
      
1 
総計 12 1 2 4 39 7 28 11 30 2 10 146 
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付属資料4-7:問1（CSRという用語･概念の認識度）と問5（CSR活動阻害要因）一位のクロス集計表 









































   
2 8 
















4 大まかに知っている 4 4 21 
 





1 7 1 1 5 2 5 1 3 3 29 
N/A 
       
1 
   
1 
総計 7 7 35 1 16 6 29 20 7 4 14 146 
   χ2（カイ二乗）検定値 0.162
付属資料4-8:問2（ISO26000という用語･内容の認識度）と問4（CSR活動促進要因）一位のクロス集計表 
  Q2 と Q4 一位クロス 貴社が CSR 活動に取り組む上での，または取り組む場合の，重視する目的や理由は何ですか 優先順位 1 位 
ISO26000 の存在/内容の認識 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N/A 総計 




8 5 8 4 10 
 
4 46 
2 あまり知らない 3 
 
1 1 12 
 
13 3 9 
 
5 47 
3 現在調査中 2 
   
3 
 
2 1 4 
 
1 13 
4 ある程度知っている 1 1 
 


















  Q2 と Q5 一位クロス CSR 活動に取り組む上で障害となる要因は何ですか 優先順位 1 位 
ISO26000 の存在･内容 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N/A 総計 




11 2 2 2 3 46 
2 あまり知らない 2 2 13 
 






   
2 1 1 
 
2 13 
4 大まかに知っている 3 
 
4 1 2 3 6 9 2 2 3 35 
5 詳しく知っている 














 - 130 - 
 
付属資料4-10:問3（CSR活動の状況についての自己評価）と問4（CSR活動促進要因）一位のクロス集計表 
  Q3 と Q4 一位クロス 貴社が CSR 活動に取り組む上での，または取り組む場合の，重視する目的や理由は何ですか 優先順位 1 位 
CSR 活動に取り組んでいますか 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N/A 総計 




2 2 3 3 1 
 
6 21 
2 取り組んでいない 4 1 
 
1 8 3 5 3 4 
 
1 30 
3 現在検討中 1 
 









13 5 13 
  
51 
5 積極的に取組中 1 
   






         
2 3 






  Q3 と Q5 一位クロス CSR 活動に取り組む上で障害となる要因は何ですか 優先順位 1 位 
CSR に取り組んでいますか 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 N/A 総計 








1 4 21 




4 8 3 
 
1 30 




4 4 2 
 
1 19 





1 4 3 4 1 2 3 22 
N/A 




   
1 3 
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有効 欠損値 合計 
度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 
問6取組課題数 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 組織統治領域取組数 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 人権領域 〃 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 労働領域 〃 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 環境領域 〃 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 事業慣行領域 〃 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 消費者課題領域 〃 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域 〃 146 100.0% 0 0.0% 146 100.0% 




平均値 17.06 .712 











歪度 .186 .201 
尖度 -.715 .399 
 組織統治領域取組課題数 
平均値 2.03 .127 











歪度 .535 .201 
尖度 -.689 .399 
 人権領域  〃 
平均値 2.83 .106 











歪度 .008 .201 
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 労働領域  〃 
平均値 5.36 .214 











歪度 -.408 .201 
尖度 -.848 .399 
 環境領域  〃 
平均値 1.43 .129 











歪度 .572 .201 
尖度 -1.250 .399 
 事業慣行領域  〃 
平均値 1.06 .077 











歪度 .443 .201 
尖度 -.762 .399 
 消費者課題領域  〃 
平均値 1.42 .106 











歪度 .604 .201 
尖度 -.752 .399 
  
 
 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ参加領域  〃 
平均値 2.92 .131 
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4分位範囲 2 
歪度 .020 .201 
尖度 -.690 .399 
CSR経営統合課題項目 
平均値 5.0342 .32549 











歪度 .671 .201 








Frequency    Stem &  Leaf 
 
4.00        0 .  0001 
2.00        0 .  23 
3.00        0 .  455 
12.00        0 .  666667777777 
13.00        0 .  8888889999999 
9.00        1 .  000000011 
10.00        1 .  2222222333 
13.00        1 .  4444555555555 
11.00        1 .  66666677777 
15.00        1 .  888888888999999 
11.00        2 .  00000011111 
8.00        2 .  22233333 
5.00        2 .  44555 
8.00        2 .  66667777 
9.00        2 .  888888999 
5.00        3 .  00001 
4.00        3 .  2233 
2.00        3 .  45 
2.00        3 .  66 
 
Stem width:        10 























 Frequency    Stem &  Leaf 
 
    23.00        0 .  00000000000000000000000 
      .00        0 . 
    40.00        1 .  0000000000000000000000000000000000000000 
      .00        1 . 
    36.00        2 .  000000000000000000000000000000000000 
      .00        2 . 
    18.00        3 .  000000000000000000 
      .00        3 . 
    14.00        4 .  00000000000000 
      .00        4 . 
    15.00        5 .  000000000000000 
 
 Stem width:         1 






 Frequency    Stem &  Leaf 
 
     7.00        0 .  0000000 
      .00        0 . 
     8.00        1 .  00000000 
      .00        1 . 
    48.00        2 .  000000000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        2 . 
    43.00        3 .  0000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        3 . 
    20.00        4 .  00000000000000000000 
      .00        4 . 
    20.00        5 .  00000000000000000000 
 
 Stem width:         1 





























 Frequency    Stem &  Leaf 
 
     7.00        0 .  0000000 
      .00        0 . 
     5.00        1 .  00000 
      .00        1 . 
    14.00        2 .  00000000000000 
      .00        2 . 
    14.00        3 .  00000000000000 
      .00        3 . 
    11.00        4 .  00000000000 
      .00        4 . 
    14.00        5 .  00000000000000 
      .00        5 . 
    25.00        6 .  0000000000000000000000000 
      .00        6 . 
    20.00        7 .  00000000000000000000 
      .00        7 . 
    20.00        8 .  00000000000000000000 
      .00        8 . 
    16.00        9 .  0000000000000000 
 
 Stem width:         1 






 Frequency    Stem &  Leaf 
 
    64.00        0 .  0000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        0 . 
    23.00        1 .  00000000000000000000000 
      .00        1 . 
    16.00        2 .  0000000000000000 
      .00        2 . 
    18.00        3 .  000000000000000000 
      .00        3 . 
    25.00        4 .  0000000000000000000000000 
 
 Stem width:         1 























 Frequency    Stem &  Leaf 
 
    48.00        0 .  000000000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        0 . 
      .00        0 . 
      .00        0 . 
      .00        0 . 
    52.00        1 .  0000000000000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        1 . 
      .00        1 . 
      .00        1 . 
      .00        1 . 
    35.00        2 .  00000000000000000000000000000000000 
      .00        2 . 
      .00        2 . 
      .00        2 . 
      .00        2 . 
    11.00        3 .  00000000000 
 
 Stem width:         1 






 Frequency    Stem &  Leaf 
 
    42.00        0 .  000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        0 . 
    47.00        1 .  00000000000000000000000000000000000000000000000 
      .00        1 . 
    23.00        2 .  00000000000000000000000 
      .00        2 . 
    21.00        3 .  000000000000000000000 
      .00        3 . 
    13.00        4 .  0000000000000 
 
 Stem width:         1 


























 Frequency    Stem &  Leaf 
 
    10.00        0 .  0000000000 
      .00        0 . 
    19.00        1 .  0000000000000000000 
      .00        1 . 
    31.00        2 .  0000000000000000000000000000000 
      .00        2 . 
    31.00        3 .  0000000000000000000000000000000 
      .00        3 . 
    31.00        4 .  0000000000000000000000000000000 
      .00        4 . 
    16.00        5 .  0000000000000000 
      .00        5 . 
     8.00        6 .  00000000 
 
 Stem width:         1 







 Frequency    Stem &  Leaf 
 
    16.00        0 .  0000000000000000 
    16.00        1 .  0000000000000000 
    12.00        2 .  000000000000 
    18.00        3 .  000000000000000000 
    16.00        4 .  0000000000000000 
    10.00        5 .  0000000000 
    15.00        6 .  000000000000000 
     8.00        7 .  00000000 
     5.00        8 .  00000 
     4.00        9 .  0000 
     7.00       10 .  0000000 
     7.00       11 .  0000000 
     3.00       12 .  000 
     4.00       13 .  0000 
     5.00       14 .  00000 
 
 Stem width:      1.00 
 Each leaf:       1 case(s) 
 
 
 
 
 
